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第一部 【企業情報】 



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 消費税および地方消費税の課税取引については、消費税等を含んでおりません。 

２ 平成15年３月期につきましては、当期純損失を計上しているため潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率

および株価収益率を記載しておりません。 

３ 平成16年３月期から、従業員数の記載にあたっては就業人員数を記載しており、従来集計の範囲に含めていなかった役

員・契約社員（委任契約を含む）、および派遣社員を含めて記載しております。 

４ 平成17年６月23日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、同年９月１日付で、当社発行済株式２株を１株に併合してお

ります。 

５ 平成18年３月期の１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、平成17年４月１日

に株式併合があったものとみなして算出しております。 

６ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

  

連結会計年度 
自平成14年４月１日 
至平成15年３月31日 
(平成15年３月期) 

自平成15年４月１日

至平成16年３月31日 
(平成16年３月期) 

自平成16年４月１日

至平成17年３月31日 
(平成17年３月期) 

自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日 
(平成18年３月期) 

自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日 
(平成19年３月期) 

営業収益 
(百万
円) 

284,279 340,747 322,615 476,211 516,642 

純営業収益 
(百万
円) 

250,681 307,807 291,088 420,790 432,434 

経常利益 
(百万
円) 

31,648 76,804 54,036 149,716 100,443 

当期純損益 
(百万
円) 

△21,611 38,703 36,947 87,994 78,128 

純資産額 
(百万
円) 

649,334 683,285 728,697 812,356 967,789 

総資産額 
(百万
円) 

5,770,994 6,031,827 6,727,030 8,591,138 8,917,062 

１株当たり純資産額 (円) 352.76 370.98 378.53 842.88 870.04 

１株当たり当期純損益 (円) △11.75 20.81 19.92 91.33 81.06 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 20.11 19.90 90.04 78.37 

自己資本比率 (％) 11.3 11.3 10.8 9.5 9.4 

自己資本利益率 (％) ─ 5.8 5.2 11.4 9.5 

株価収益率 (倍) ─ 33.2 26.9 21.4 20.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万
円) 

△361,345 267,052 △256,078 △32,595 △2,324,366 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万
円) 

63,087 9,192 △3,465 △33,450 △23,109 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万
円) 

299,879 △81,540 514,911 △8,196 2,230,221 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万
円) 

279,101 473,187 708,564 635,932 525,472 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(名) 
8,464 
〔568〕

9,718
〔496〕

10,522
〔474〕

11,289 
〔443〕

12,049 
〔468〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 消費税および地方消費税の課税取引については、消費税等を含んでおりません。 

２ 第64期につきましては、当期純損失を計上しているため潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収

益率および配当性向を記載しておりません。 

３ 平成17年６月23日開催の第64回定時株主総会決議に基づき、同年９月１日付で、当社発行済株式２株を１株に併合してお

ります。 

４ 第65期の１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、平成17年４月１日に株式併

合があったものとみなして算出しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、第66期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

６ 第66期の１株当たり配当額は、第１四半期６円、第２四半期６円、第３四半期10円、第４四半期２円の合計24円となって

おります。 

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

営業収益 (百万円) 13,905 35,918 10,400 12,609 76,059 

経常損益 (百万円) 1,472 25,258 △2,663 △1,676 60,211 

当期純損益 (百万円) 364 5,257 △6,830 2,549 79,693 

資本金 (百万円) 208,957 232,845 232,854 233,760 234,806 

発行済株式総数 (千株) 1,841,256 1,947,884 1,947,920 975,431 977,822 

純資産額 (百万円) 694,720 691,641 702,569 689,813 719,858 

総資産額 (百万円) 941,619 1,040,263 1,332,284 1,387,431 1,371,665 

１株当たり純資産額 (円) 377.42 375.58 365.03 715.81 745.11 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
3.00 
(2.00)

8.00
(3.00)

12.00
(5.00)

50.00 
(20.00)

24.00 
( 12.00)

１株当たり当期純損益 (円) 0.20 2.69 △3.70 2.65 82.68 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 0.20 2.68 ― 2.65 82.50 

自己資本比率 (％) 73.8 66.5 52.7 49.7 52.5 

自己資本利益率 (％) 0.1 0.8 ― 0.4 11.31 

株価収益率 (倍) 1,640.7 256.5 ― 736.2 20.4 

配当性向 (％) 1,514.50 297.03 ― 1,886.8 29.0 

自己資本配当率 (％) 0.79 2.13 3.21 6.98 3.21 

従業員数 (名) 182 185 171 126 166 



２ 【沿革】 

当社は昭和19年４月１日、川島屋證券株式会社(大正９年４月株式会社川島屋商店として設立、昭和18年９月に昭和

14年２月設立された(旧)川島屋證券と合併し社名変更)と(旧)日興證券株式会社(大正９年６月設立)との新設合併によ

り設立され、今日に至っております。 
  

年月 沿革 

昭和19年４月 日興證券株式会社設立(資本金2,000万円) 

  23年11月 証券取引法に基づく証券業者として登録 

  24年４月 東京、大阪、名古屋の各証券取引所の正会員となる 

  26年６月 証券投資信託法に基づく委託会社の登録完了 

  30年２月 米国に日興笠井證券設立(昭和40年７月、当社ニューヨーク支店と合併し日興證券インターナショ

ナル株式会社発足。平成17年１月、日興オルタナティブアセットマネジメント・インクに社名変

更） 

  35年４月 日興證券投資信託委託株式会社(平成11年４月、日興国際投資顧問株式会社と合併し社名を日興

アセットマネジメント株式会社に変更)の設立に伴い、証券投資信託法上の委託者としての業務

を同社に譲渡 

  36年10月 当社株式を東京、大阪、名古屋の各証券取引所市場第二部に上場 

  43年４月 改正証券取引法による総合証券会社としての免許取得 

  45年２月 当社株式を東京、大阪、名古屋の各証券取引所市場第一部に上場 

    12月 当社調査部門を分離独立し、株式会社日興リサーチセンターを設立(平成13年４月、日興スクー

ルシステム株式会社と合併。平成13年10月、日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会社に

社名変更) 

  47年12月 ロンドン支店を現地法人に改組し、日興ヨーロッパ株式会社を設立 

  49年３月 ルクセンブルグ日興銀行株式会社を設立 

  56年９月 日興国際投資顧問株式会社設立(平成11年４月、日興證券投資信託委託株式会社と合併) 

  58年７月 日興ベンチャーキャピタル株式会社設立(平成11年３月、日興キャピタル株式会社に社名変更。

平成15年１月、日興アントファクトリー株式会社に統合) 

  59年12月 シンガポール駐在員事務所を現地法人に改組し、日興マーチャント・バンク(シンガポール)株式

会社を設立 

  63年12月 日興ビジネスサービス株式会社設立(平成８年４月、日興証券ビジネスサービス株式会社に社名

変更。平成11年４月、日興ビジネスシステムズ株式会社に社名変更) 

平成２年８月 日興證券インドネシア株式会社設立 

    ９月 日興アイ・アール株式会社設立 

    10月 当社株式をシンガポール証券取引所に上場 

    12月 日興證券インドネシア株式会社がジャカルタ証券取引所の正会員となる 

  ５年10月 日興信託銀行株式会社設立(平成13年８月、株式50％をシティグループ・インクへ譲渡し関連会

社となる。平成13年12月、日興シティ信託銀行株式会社に社名変更) 

  ８年８月 日興證券グローバル・ホールディングズ株式会社を設立 

  10年２月 株式会社グローバル・ラップ・コンサルティング・グループ設立（平成18年12月、日興コーディ

アル・アドバイザーズ株式会社に統合） 

    12月 証券取引法の改正に伴い、金融監督庁より登録を受ける 

  12月 日興ヨーロッパ株式会社から業務移管し、日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテッドを

設立 

  11年２月 シティグループ・インクの証券部門であるソロモン・スミス・バーニー・ジャパン・リミテッド

の発行済株式総数の51％にあたる株式を取得し、日興ソロモン・スミス・バーニー証券会社(平

成15年４月、日興シティグループ証券会社に社名変更)を発足させ、同社に対して営業の一部を

譲渡(平成15年12月、日興シティグループ証券会社を日本法人化し、日興シティグループ証券株

式会社として営業開始) 



  

  

年月 沿革 

平成11年５月 日興ビーンズ証券株式会社設立(平成13年３月、インターネット・トレーディング証券株式会社

と合併。平成17年５月、マネックス証券株式会社と合併しマネックス・ビーンズ証券株式会社に

社名変更。平成17年12月、マネックス証券株式会社に社名変更) 

    10月 ファイナンシャル・ネットワーク・テクノロジーズ株式会社設立(平成15年７月、株式会社日興

コンピューターシステムと合併し、日興システムソリューションズ株式会社に社名変更) 

12年３月 日興プリンシパル・インベストメンツ株式会社設立 

    10月 アントファクトリージャパン株式会社を株式取得により関連会社とする(平成14年５月、株式の

追加取得により子会社となる。平成14年９月、日興アントファクトリー株式会社に社名変更。平

成15年１月、日興キャピタル株式会社を統合) 

  13年３月 日興證券分割準備株式会社設立(平成13年10月、日興コーディアル証券株式会社に社名変更) 

    ６月 日興年金コンサルティング株式会社設立 

    ７月 株式会社日興コーディアルトレジャリーズ設立 

    10月 当社の営む証券業およびその他営業の全部を日興コーディアル証券株式会社(日興證券分割準備

株式会社より社名変更)に承継するとともに株式会社日興コーディアルグループに社名変更 

    10月 日興ファシリティーズ株式会社設立(平成18年４月、日興リアルエステート株式会社に社名変更) 

  14年２月 日興コーディアル・ホールディングス・リミテッド設立 

    12月 日興コーディアル投資顧問設立準備株式会社設立(平成15年５月、日興コーディアル・アドバイ

ザーズ株式会社に社名変更。平成18年12月、株式会社グローバル・ラップ・コンサルティング・

グループと合併し、日興グローバルラップ株式会社に社名変更。) 

  16年６月 当社が委員会等設置会社(平成18年５月、会社法施行に伴い委員会設置会社)へ移行 

    ８月 マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社設立 

    10月 コーディアル・コミュニケーションズ株式会社が営業開始 

17年９月 当社発行済株式２株を１株に併合 

９月 株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズを株式の追加取得により連結子会社

とする 

12月 日興プリンシパル・ファイナンス株式会社設立 

18年12月 日興コーディアル・アドバイザーズ株式会社が株式会社グローバル・ラップ・コンサルティン

グ・グループと合併し、日興グローバルラップ株式会社に社名変更 

19年３月 シティグループ・インクと包括的戦略提携契約を締結（同年同月、シティグループ・インクの完

全子会社であるシティグループ・ジャパン・インベストメンツ・エルエルシーが、当社株式を1

株当たり1,700円で公開買付け実施。） 

19年５月 シティグループ・ジャパン・インベストメンツ・エルエルシーによる当社株式の公開買付け（平

成19年３月～４月）の結果、同社の親会社であるシティグループ・インクが当社の親会社となる 



３ 【事業の内容】 

当社および当社の関係会社(連結子会社114社および持分法適用会社74社)は、持株会社体制のもとで、グループ全体

として業務運営を進めており、主たる事業は、証券関連業務を中心とした金融サービス業であります。 

具体的には、個人のお客様を中心に様々な金融商品の運用コンサルティングを行うリテール業務、個人・法人・海

外投資家を含むあらゆる投資家に対して資産運用サービスを提供するアセットマネジメント業務、法人のお客様を対

象に、資金調達・資金運用をはじめ、新規公開やＭ＆Ａ（企業の買収・合併）など、総合的な経営・財務戦略に関す

るサービスを提供するインベストメントバンキング業務、株式、債券、証券化関連商品、代替資産投資商品等を対象

に自己資金を用いての投資を行うマーチャントバンキング業務、の４業務を中核事業としております。 

なお、当社の事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズは、東京証券取引所マザーズ市場に上場しております。 

２ 平成18年12月、日興コーディアル・アドバイザーズ株式会社が株式会社グローバル・ラップ・コンサルティング・グルー

プと合併し、日興グローバルラップ株式会社に社名変更しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所
資本金

又は出資金 
主要な事業の内容

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)          

日興コーディアル証券株式会社 
(注)２、４ 

東京都千代田区 
百万円

100,000 
証券業 100

事務受託 
役員の兼任３名 

日興アセットマネジメント株式

会社(注)４ 
東京都千代田区 

百万円

16,223 
投資信託委託業

投資顧問業 
99.24

(37.71)
役員の兼任２名 

株式会社シンプレクス・インベ

ストメント・アドバイザーズ

(注)３、５ 
東京都千代田区 

百万円

11,408 
不動産投資顧問業

42.50

(29.41)
― 

日興アントファクトリー株式会

社 
東京都千代田区 

百万円

3,771 
投資業

コンサルティング業
99.85 役員の兼任１名 

日興グローバルラップ株式会社 東京都中央区 
百万円

1,499 
投資顧問業 100 ― 

日興シティグループ証券株式会

社(注)２、４ 
東京都港区

百万円

96,307 
証券業 51 役員の兼任２名 

日興アイ・アール株式会社 東京都中央区 
百万円

100 
サービス業 100 ― 

日興プリンシパル・インベスト

メンツ株式会社 
東京都千代田区 

百万円

2,500 
投資業

コンサルティング業
100 役員の兼任１名 

日興プリンシパル・インベスト

メンツ・リミテッド(注)２ 
イギリス 
ロンドン市 

百万￡ 
170 

投資業

コンサルティング業

100

(100)
― 

日興プリンシパル・インベスト

メンツ・オーストラリア・ピー

ティーワイ・リミテッド 

オーストラリア 
シドニー市 

AU＄ 
1 

投資業

コンサルティング業

100

(100)
― 

日興プリンシパル・ファイナン

ス株式会社 
東京都千代田区 

百万円

1,250 
投資業

コンサルティング業
100 役員の兼任２名 

日興コーディアル代替資産投資

事業組合(注)２ 
東京都中央区 

百万円

90,900 
投資業

100

( 1)
― 

日興システムソリューションズ

株式会社 
神奈川県横浜市 

百万円

3,000 
情報サービス業 100

情報処理業務の委託 
役員の兼任１名 

日興年金コンサルティング株式

会社 
東京都中央区 

百万円

1,250 
コンサルティング業 100

年金資産の管理・運営 
役員の兼任２名 

日興フィナンシャル・インテリ

ジェンス株式会社 
東京都中央区 

百万円

1,050 
情報サービス業 100 役員の兼任２名 

日興企業株式会社 東京都江東区 
百万円

480 
サービス業 100 ─ 

日興リアルエステート株式会社 東京都中央区 
百万円

300 
不動産業 100 役員の兼任１名 

日興プロパティーズ株式会社 東京都中央区 
百万円

300 
不動産業 100

当社事務所の賃貸 
役員の兼任２名 

株式会社日興コーディアルトレ

ジャリーズ 
東京都中央区 

百万円

100 
金融業 100

事務受託 
役員の兼任５名 

Prestige Acquisitions 

Limited(注)５ 
イギリス 
ロンドン市 

￡ 
2 

投資業 ― ─ 

PLS Notes (Australia) Pty 

Limited 
オーストラリア 
メルボルン市 

AU＄ 
1 

投資業
100

(100)
─ 

その他 93社 ― ― ― ― ― 



  

(注) １ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有割合であります。 

   ２ 特定子会社であります。 

   ３ 有価証券報告書の提出会社であります。 

   ４ 営業収益(連結会社相互間の内部収益を除く)の連結営業収益に占める割合が10％を超えている各社の主要な損益情報等は

以下のとおりであります。 

   ５ 議決権の所有割合は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため連結子会社としております。 

  

名称 住所
資本金

又は出資金 
主要な事業の内容

議決権の
所有割合 

(％) 
関係内容 

(持分法適用会社)          

マネックス・ビーンズ・ホール

ディングス株式会社(注)３ 
東京都千代田区 

百万円

8,800 
持株会社 26.29 ― 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区 
百万円

20,000 
銀行業 50 役員の兼任１名 

日興證券インドネシア株式会社 インドネシア 
ジャカルタ市 

百万RP 
60,000 

証券業
38.76

(38.76)
― 

その他 71社 ― ― ― ― ― 

  
  

   
日興コーディアル 
証券株式会社 

    日興シティグループ 
証券株式会社 

日興アセット 
マネジメント株式会社 

(1) 営業収益 249,677百万円   149,503百万円   73,693百万円 

(2) 経常利益 76,399   11,447   13,194 

(3) 当期純利益 40,132   6,128   10,060 

(4) 純資産額 437,786   209,609   41,619 

(5) 総資産額 1,230,618   6,015,430   63,695 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成19年３月31日現在 

（注） 上記の従業員数は就業人員数であり、役員・契約社員（委任契約を含む）、および派遣社員を含めております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記の従業員数は、役員および派遣社員を除いて記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記事項はありません。 

  

  従業員数(名) 

連結会社合計(投資・金融サービス業) 
〔外、臨時従業員の年間平均雇用人員〕 

12,049 
〔 468〕 

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円) 

166 42歳 ０ヵ月 12年 ６ヵ月 11,536 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）の金融証券市場は、米国経済の先行きに不透明感を抱え

ながらも、良好な企業業績などを背景とした設備投資の拡大や雇用情勢の改善等を反映した個人消費の底堅い動きに

より、全体としては堅調に推移いたしました。 

こうした環境のもと、当社グループは、持株会社体制のもとでグループ全体の業務運営を進めるとともに、事業基

盤の強化に取り組んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度の営業収益は5,166億円（前連結会計年度比８％増）、純営業収益は4,324億円（同３％

増）となりました。また、販売費・一般管理費は3,334億円（同18％増）となったことから、営業利益は989億円（同

28％減）、営業外損益項目を加減した経常利益は1,004億円（同33％減）となりました。特別損益項目では、特別利益

として関係会社株式売却益111億円、投資有価証券売却益59億円など合計177億円、特別損失として有価証券等評価減

63億円、過年度連結財務諸表訂正関連費用27億円など合計125億円を計上いたしました。これに法人税等を加味した結

果、税引後の当期純利益は781億円（同11％減）となり、自己資本利益率（ROE）は、9.5％となりました。 

所在地別の業績は、前連結会計年度においては、日本で1,319億円、欧州で44億円、米州で19億円の営業利益とな

り、アジア・オセアニアで２億円の営業損失でありましたが、当連結会計年度においては、日本で1,061億円の営業利

益、欧州で46億円、米州で６億円、アジア・オセアニアで21億円のそれぞれ営業損失となりました。 

当連結会計年度の収益・費用等の科目別の状況は、次のとおりであります。 

  

＜受入手数料＞ 

受入手数料は、3,472億円（前連結会計年度比９％増）となりました。その内訳と主な特徴は以下のとおりであり

ます。 
  

  
委託手数料：委託手数料は、688億円（前連結会計年度比25％減）となりました。その内訳は、株式委託手数料が

676億円（同26％減）、債券委託手数料が６億円（同18％増）、投資信託の委託手数料が４億円（同12％減）であ

ります。 

  

引受・売出手数料：引受・売出手数料は、367億円（前連結会計年度比10％減）となりました。株式の引受・売出

手数料は、270億円（同16％減）となりましたが、債券の引受・売出手数料は、大型案件の主幹事を務めたことな

どにより96億円（同13％増）となりました。 

  

募集・売出しの取扱手数料：募集・売出しの取扱手数料は、675億円（前連結会計年度比16％増）となりました。

『貯蓄から投資へ』の流れが定着し、多分配・国際分散投資型投資信託を中心とした投資信託の販売が好調だっ

たことから、受益証券に係る手数料は651億円（同19％増）となりました。 

  
  

その他の受入手数料：その他受入手数料は、投資信託の純資産残高の増加に伴い、信託報酬が増加したことなど

から、1,741億円（前連結会計年度比37％増）となりました。 

  

区分 
当連結会計年度

(百万円) 
前連結会計年度

(百万円) 
前連結会計年度比 

増減率(％) 

受入手数料 347,253 318,201 9.1 

  委託手数料 68,897 92,163 △25.2 

  引受・売出手数料 36,713 40,658 △9.7 

  募集・売出しの取扱手数料 67,507 58,221 16.0 

  その他の受入手数料 174,134 127,158 36.9 



  

＜トレーディング損益＞ 

トレーディング損益は、619億円（前連結会計年度比19％減）となりました。株券等トレーディング損益は92億円

（同68％減）、債券・為替等トレーディング損益は526億円（同11％増）となりました。 
  

  

当連結会計年度末のトレーディング商品の残高および前連結会計年度比増減額は以下のとおりであります。 
  

  

区分 
当連結会計年度

(百万円) 
前連結会計年度

(百万円) 
前連結会計年度比 

増減率(％) 

トレーディング損益 61,949 76,898 △19.4 

  株券等 9,270 29,368 △68.4 

  債券・為替等 52,679 47,530 10.8 

  (債券等) (  37,709) (  34,691) (    8.7) 

  (為替等) (  14,969) (  12,838) (   16.6) 

区分 
当連結会計年度末

(百万円) 
前連結会計年度末

(百万円) 

前連結会計年度比増減
額 

(百万円) 

資産の部のトレーディング商品 4,360,382 4,141,202 219,179 

  商品有価証券等 4,255,792 4,046,885 208,906 

    株券・ワラント 404,611 345,235 59,376 

    債券 3,494,493 3,518,475 △23,982 

    CPおよびCD 118,101 4,991 113,109 

    受益証券等 173,980 178,076 △4,095 

    その他 64,605 106 64,498 

  デリバティブ取引 104,590 94,317 10,273 

    オプション取引 32,987 41,536 △8,548 

    為替予約取引 1,902 1,192 710 

    先物・先渡取引 104 6,472 △6,368 

    スワップ取引 69,596 45,115 24,480 

負債の部のトレーディング商品 1,764,540 3,486,775 △1,722,234 

  商品有価証券等 1,644,309 3,227,063 △1,582,753 

    株券・ワラント 26,607 49,844 △23,237 

    債券 1,617,702 3,177,218 △1,559,515 

  デリバティブ取引 120,230 259,712 △139,481 

    オプション取引 41,467 172,511 △131,043 

    為替予約取引 5,426 1,477 3,949 

    先物・先渡取引 1,618 7,714 △6,096 

    スワップ取引 71,718 78,009 △6,290 



＜営業投資有価証券売買損益＞ 

マーチャントバンキング業務等からの営業投資有価証券売買損益は47億円（前連結会計年度比72％減）となりま

した。 

  

＜金融収益・金融費用＞ 

金融収益563億円から金融費用570億円を差し引いた金融収支は、前連結会計年度が31億円のプラスに対して当連

結会計年度は７億円のマイナスとなりました。 

  

＜その他の売上高・売上原価＞ 

その他の売上高には、シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズにおける不動産開発・ソリューション

事業等の売上463億円を計上しております。また売上原価には、これらの売上に対応する原価271億円を計上してお

ります。 

  

＜販売費・一般管理費＞ 

販売費・一般管理費は、3,334億円（前連結会計年度比18％増）となりました。人員の増強やシステム投資など、

将来を見据えた先行投資的な費用が増加したほか、アセットマネジメント子会社の運用資産残高の増加により、販

売会社等への支払手数料・投資顧問料といった収益に連動する費用が増加しました。また、営業拠点の拡充に伴

い、不動産関係費が増加しました。 

  

＜特別損益＞ 

特別利益は、関係会社株式売却益111億円、投資有価証券売却益59億円など、合計177億円を計上しました。 

特別損失は、有価証券等評価減63億円、過年度連結財務諸表訂正関連費用27億円など、合計125億円を計上しまし

た。 

  

＜法人税等＞ 

法人税、住民税及び事業税は414億円、法人税等調整額は△178億円となり、税金等調整前当期純利益1,057億円で

割った法人税等の負担率は22.3％となりました。平成20年３月期からの連結納税制度の適用により、当連結会計年

度の税金費用が195億円減少しております。 

  

＜キャッシュ・フロー＞ 

営業活動によるキャッシュ・フローは、トレーディング商品や有価証券担保貸付金、有価証券担保借入金の増減

等により、２兆3,243億円のマイナス（前連結会計年度は325億円のマイナス）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得等により、231億円のマイナス（前連結会計年度は

334億円のマイナス）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行や短期借入金および長期借入金による収入等により、２兆

2,302億円のプラス（前連結会計年度は81億円のマイナス）となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ1,104億円減少した

5,254億円となりました。 

  

より詳細な内容は、「６ 財政状態及び経営成績の分析」をご参照ください。 

  



２ 【対処すべき課題】 

(1) 信頼回復に向けた取り組み 

当社は、今般の有価証券報告書の一部訂正に係る一連の事態により、株主の皆様をはじめとして社会からの信頼

を大きく損なうこととなりました。 

当社といたしましては、今般の問題を引き起こした原因が、主として、当社のリスク管理体制、子会社管理体制

の不十分さ、および、子会社の内部統制システムや内部管理機能の不備・不足にあったものと認識しております。 

そして、こうした問題点を抜本的に改善するには、当社自身はもとより、子会社の内部統制システムを強化し、

その機能維持を図ることが必要であります。また、子会社と常に連携して、グループ全体のリスク情報を適時・適

切に収集・把握のうえ、機動的な解決を可能とする機能を具備することが不可欠と考えております。 

以上の基本認識をふまえ、信頼の早期回復を 重要かつ喫緊の課題とし、企業統治の強化、グループ全体の内部

統制システムの再構築のための施策に全力で取り組んでまいります。 

これまでに、「経営倫理委員会」の設置や社内機構の改革等を通じて、経営の透明性を高め、各種リスクの監

視・点検体制を一層強化するとともに、グループの統制におけるＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルの

確立に向けた取り組みを進めてまいりました。これらに加え、グループ全体の内部監査業務従事者を増員すること

で、異例事項に関する発見機能を強化し、自浄作用のある組織体を構築することにより、内部統制システムの充

実・強化に努めてまいります。 

  

(2) シティグループとの包括的戦略提携 

金融業界では、金融機関の大規模化が世界的に加速し、銀行と証券会社の融合による事業モデルが台頭する中

で、お客様のニーズの国際化への対応が求められております。こうした潮流をふまえ、「個人のお客様や法人のお

客様に選ばれる商品やサービスを提供できる金融サービスグループ」を実現し、独自色を持って企業価値を高めて

いくため、本年３月、当社は、シティグループ・インク（以下、「シティグループ」）との間で、業務提携と資本

提携からなる「包括的戦略提携契約」を締結いたしました。また、本提携契約に基づき、シティグループの米国に

おける完全子会社シティグループ・ジャパン・インベストメンツ・エルエルシーによる当社株式等の公開買付けに

対し、賛同の意を表明いたしました。これまで長期にわたり信頼関係を築いてきたシティグループとの提携を通じ

て、さらなる成長を実現してまいります。 

業務提携の内容、方向性は次のとおりです。 

個人のお客様向けには、日興コーディアル証券の証券業務と、シティグループの銀行業務、クレジットカード業

務との提携により、双方の個人のお客様に対し、株式、債券、保険、ファンド、預金、外国為替、ローン、クレジ

ットカード等、幅広い商品・サービスをお届けしてまいります。 

法人のお客様向けには、シティグループおよび当社グループのお客様企業ならびに機関投資家に対して、資本市

場を通じた 適な解決策を提供してまいります。それとともに、日興コーディアル証券の証券業務とシティグルー

プの銀行業務との相乗効果を追求し、投資銀行業務の分野における日興シティグループ証券の位置付けをさらに強

固なものといたします。 

アセットマネジメント業務においては、代替資産投資を含む運用商品の販売について、日興アセットマネジメン

ト等とシティグループの協力関係を検討してまいります。 

マーチャントバンキング業務においては、シティグループの有するノウハウや専門知識をもとに、日興プリンシ

パル・インベストメンツのポートフォリオを慎重に 適化してまいります。 

また、これらの業務提携を推進していく土台として、当社グループ組織の 適化、効率化を図り、事業活動にお

いても統制がより一層機能する体制を構築してまいります。そして、当社グループの豊富な人材を活用していくこ

とで、より強固な、金融サービスグループとしての基盤を築いてまいります。 

  



３ 【事業等のリスク】 

当社および当社グループの事業等のリスクについて、経営成績および財政状態等に影響を与え、投資者の判断に重

要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項は、以下の通りです。また、必ずしもリスク要因に該当しない

事項についても、投資者の投資判断上重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の

観点から開示しております。 

当社は、これらのリスクが顕在化する可能性を認識した上で、顕在化回避のためのリスク管理、およびコンティン

ジェンシー・プラン策定等による顕在化した場合の対応等に努める所存です。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月25日）現在において、当社が判断

したものであります。 

  

(1) 競争激化によるリスク 

当社グループは、証券関連業務を中心とするお客様のさまざまなニーズにお応えするとともに、グループの相乗

効果を発揮することで新たな価値を創造する「金融サービスグループ」として持続的な成長を果たし、お客様や株

主、社員そして社会に貢献することを目指しております。ただし、以下の競争要因等により、この目標を達成でき

ない可能性があります。 

① 他の証券会社等との競争 

当社グループの主たる事業領域である証券業界は、国内の総合証券会社や外資系証券会社、オンライン専業証

券会社に加え、証券仲介業務の解禁による巨大な店舗網を抱える銀行などの参入により、従来以上に競争が激化

しております。当社グループは、コスト削減やITの活用等の経営効率化を進めることで価格競争力を高めるとと

もに、お客様に 高水準の商品とサービスをお届けできる体制を拡充することで、競争優位の獲得に取り組んで

おります。しかしながら、競争が激化する中、期待した競争優位の獲得ができなかった場合には、当社グループ

の経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

② 優秀な人材の確保 

「貯蓄から投資へ」の流れのなか、コンサルティング能力に優れた優秀な人材の確保は極めて重要な課題とな

っています。 

当社グループでは人材育成制度を充実し、また、人事制度を改正し公正な評価制度を設けるなど、優秀な人材

の確保に努めております。当社グループの主たる事業領域である証券業界においては、経済環境の変化や制度改

正などに対応できる、高度な知識と順応性を持った優秀な人材が不可欠ですが、同業他社を含む金融機関におい

ても優秀な人材の採用を積極化しており、人材獲得にかかる競争が激化する中、優秀な人材を十分に確保できな

い可能性があります。その結果、設定した経営目標を達成できない可能性があります。 

  

(2) 提携先に関するリスク 

① シティグループ 

平成19年３月６日、当社はシティグループ・インクとシティグループ・ジャパン・インベストメンツ・エルエ

ルシーの３社間で業務提携および資本提携からなる包括的戦略提携契約を締結しました。これに基づき、シティ

グループ・ジャパン・インベストメンツ・エルエルシーは当社株式等の公開買付け（以下、「本公開買付け」）

を実施し、平成19年５月９日（本公開買付けの決済日）付けで当社の総議決権数の50％超を取得し、同社および

同社の100％親会社であるシティグループ・インクが、当社の親会社となりました。なお、当社は、これまでシテ

ィグループとの間で、日興シティグループ証券と日興シティ信託銀行の２社を、合弁で展開しております。 

  



イ 当社グループとシティグループ間の包括的戦略提携契約 

当社は当該契約により、シティグループとそれぞれの強みを生かすことで日本における成長を実現し、総合

的な金融サービスグループとなることを目指しております。当社は、今後、シティグループとの包括的戦略提

携を具体化させ、共同事業の拡充等を図っていく予定です。現時点において、当社グループの経営成績および

財政状態に重要な影響を及ぼすと認識している事項はありませんが、今後のシティグループとの共同事業の拡

充等が、当社グループの経営戦略や業務内容に影響を与える可能性があります。 

  

ロ 米国における規制 

シティグループが当社の親会社となることで、シティグループが受けている規制の一部が当社グループの経

営戦略や業務内容に影響を与える可能性があります。具体的には、金融持株会社グループの事業範囲を金融関

連業務等に制限し、投資事業のルールを定める米国の銀行持株会社法に基づく規制が適用されることにより、

当社グループの事業範囲や投資事業が制約を受ける可能性があります。 

  

ハ シティグループのブランド力 

シティグループの持つブランド力は当社グループにとって重要な役割を果たしていることから、シティグル

ープの経営成績や財政状態および社会的信用が大きく損なわれた場合においては、合弁で事業を行っている日

興シティグループ証券や日興シティ信託銀行ばかりでなく、当社をはじめ他の当社グループ各社にも悪影響が

及ぶ可能性があります。 

  

ニ 人材の流出 

当社は、シティグループとの包括的戦略提携によりお客様に 良のサービスをご提供できるよう、さまざま

な施策を検討し、実行してまいります。しかし、提携を推進するために当社の組織や報酬体系などが大きく変

化した場合、優秀な人材が流出する可能性があります。 

  

② その他の提携先・関係先 

当社グループは、魅力ある商品・サービスをお客様にご提供するため、シティグループ以外とも業務提携を行

い、各分野において強みを持つ会社から商品供給を受けております。また、営業基盤の拡大に際しては、証券仲

介業者等として、金融機関や事業会社等幅広く関係を構築しております。これらの提携先・関係先との契約が解

消された場合、当社グループの経営戦略や業績等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) マーケットの変動によるリスク 

① 手数料収入の減少 

当社グループは、株式市場の動向に業績が過度に左右されないようにすべく、収益源の多様化に努めておりま

す。しかしながら、例えば国内景気の悪化等により株式市場が低迷した場合には、株式委託手数料の減収や、企

業の資金調達活動の低迷等により引受・売出手数料が減収となる可能性があります。 

他方、株式市場の動向に業績が過度に左右されない収益構造の確立に努めているため、株式市場が好転した場

合であっても、同業他社に比べて収益の増加率が劣後する可能性があります。 



② トレーディング商品 

当社グループ証券子会社は、お客様のさまざまなニーズに対応する目的のほか、市場機能を補完する役割を担

うためにトレーディング商品を保有しております。これらの商品については、基本的に株価・金利・為替の変動

による損失を回避するために、デリバティブ取引等を用いてヘッジしております。しかしながら、想定した範囲

を上回るマーケットの変動が発生した場合には、ヘッジ取引によってカバーしきれない部分について損失が発生

する可能性があります。 

また、当社グループでは、アービトラージ取引やオルタナティブ商品の保有など、一定のリスクを取った上で

収益獲得を目指す取引を行っております。これらの取引についても、マーケットの変動により、損失が発生する

可能性があります。 

③ 投資有価証券 

当社グループは、取引先等との良好な関係を構築・維持すること等を目的として、取引先等の株式を保有して

おります。 

これらの株式については、常にメリット・デメリットを勘案し、保有を継続するか売却するかの判断を行って

おりますが、株価が下落した場合には、これらの株式に減損・評価損が発生し、当社グループの業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

④ リストラクチャリング費用の発生 

当社グループは、過年度において、事業規模を適正化するために実施した店舗等の移転や余剰スペースの返還

および統廃合に伴って発生した固定資産の除却損等の一時的な費用・損失、人事・報酬制度の改定に伴い実施し

た希望退職による退職者に対する退職加算金および再就職支援費用などの臨時損失を計上しております。今後

も、当社グループはコストコントロールを徹底してまいりますが、事業環境の悪化等により、リストラクチャリ

ングが必要となる可能性があり、これらに類似する損失が発生する可能性があります。 

  

(4) 信用リスク 

① 取引の相手方・発行体等のデフォルトリスク 

当社グループは、お客様のニーズに対応するために必要なトレーディング商品を保有するとともに、お客様と

デリバティブ取引や債券貸借取引・現先取引等を行っております。お客様との取引の際には、取引の相手方ごと

に与信限度額を定めてリスク管理を行うとともに、担保の設定などをしておりますが、取引の相手方や有価証券

の発行体の財政状態の悪化によりデフォルトした場合は、トレーディング損失等が発生する可能性があります。 

加えて、当社グループで引き受けた銘柄でデフォルトが発生した場合、お客様の信頼を失い、業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

② お客様の信用取引に係るリスク 

当社グループでは、個人のお客様を中心に信用取引サービスを提供しております。信用取引を行う場合、当社

グループもしくは証券金融会社からお客様に対して融資や貸株を行います。当社グループ自らが融資を行う場合

は、保証金もしくは保証金代用有価証券をお客様から担保として受け入れております。しかしながら、お客様の

取引に損失が発生した場合や保証金代用有価証券の担保価値が下落した場合には、当社グループに対する担保不

足が生ずる可能性があります。その結果、それらの担保を処分しても当社グループの貸付金を十分に回収でき

ず、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 



③ 差入保証金 

当社グループの事務所や営業店の多くは、第三者から賃借している物件です。賃借する際に貸主に対して差し

入れた保証金については、賃借物件から退去する際に貸主から返還されることになっておりますが、貸主の財政

状態の悪化等により、保証金の全額を回収できない可能性があります。 

  

(5) オペレーショナルリスク 

① 事務リスク 

当社グループの役員・従業員や、当社グループと業務委託契約を結ぶ証券仲介業者等が、事故・不正等を起こ

すことあるいは正確な事務を怠ることによって損失が発生するリスクを、当社グループでは事務リスクと認識

し、リスク管理の対象としております。具体的には、お客様からの注文の誤発注などの事務ミス、無断売買、損

失補填、個人情報の漏洩、受渡遅延などの、事故・不正の可能性があります。当社グループは、グループ全体の

内部統制システムを強化し、より強固な内部管理体制の構築に努めておりますが、これらの事故・不正が発生し

た場合には、監督官庁からの行政処分や損害賠償等を課される可能性があるとともに、当社グループの信用が失

われ、業績等に重大な影響を及ぼすことがあります。 

② システムリスク 

当社グループでは、システムの安全性・信頼性を確保するため、システムリスク管理規程を設け、システムダ

ウンや誤作動等のシステム障害、コンピュータが不正に使用されることによるリスク等を管理しております。し

かしながら、想定を大幅に上回る注文が集中した場合や、災害等により当社グループのシステムが損害を受けた

場合には、お客様からの注文を適切に処理できなくなる可能性があります。この場合、お客様の損害を賠償する

ことに加え、当社グループの信用が失われることで、業績等に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 資金調達に関するリスク 

① 格付けの低下 

当社や当社の関係会社は、外部の格付機関から格付けを取得しております。当社グループの業績悪化等により

格付けが引き下げられた場合、当社グループの資金調達コストが増加する可能性、更には資金調達ができなくな

るおそれがあります。この結果、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

② 流動性リスク 

当社グループは、トレーディング取引による約定代金の受け払い等、多額の資金を日々授受しており、流動性

リスク管理規程を設けてこれを管理しております。しかしながら、緊急時（営業停止等による当社グループの信

用力が急激に低下した時、株式市場の大暴落等による金融システム不安が起きた時、大地震・戦争・暴動等の天

変地異等による外部環境悪化時）には、コマーシャル・ペーパーやコールマネー等通常の取引による資金調達が

困難となる可能性があります。この結果、資金調達コストの増加や割安な価格で資産を換金せざるを得ないおそ

れ、更には資金調達ができなくなるおそれがあり、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

  



(7) 当社株式に関するリスク 

① 当社株式の売買に関するリスク 

当社株式の売買に関しては、当社株式が上場されている各証券取引所の規則に従うこととなります。従って、

当社に関する重要情報の周知を目的として証券取引所が当社株式の売買を停止した場合や、証券取引所の定める

値幅制限に達した場合には、当社株式を売買できなくなるリスクがあります。また、シティグループをはじめと

する大株主の株式保有状況によっては、当社株式は上場している各証券取引所の上場廃止基準に抵触する可能性

があります。上場廃止となった場合、当社株式の流動性は大きく低下いたします。 

② ストックオプションの権利行使による希薄化 

当社は、連結業績の向上に対する意欲や士気の向上を図ることを目的として、当社ならびに子会社の取締役、

執行役、執行役員および従業員に対してストックオプションを付与してまいりました。また、株主重視経営を徹

底する観点から、取締役・執行役等の報酬制度について、会社業績や株主価値との連動性を高めることを目的と

して、株式報酬型ストックオプションを付与しております。これらのストックオプションが権利行使された場

合、１株当たり利益の希薄化が生じ、当社株式の株価が下落する可能性があります。 

  

(8) 法令・規制等に関するリスク 

① 規制の遵守および規制の変更 

当社グループの主たる業務である証券業は、金融庁の監督のもと、証券取引法や日本証券業協会の規則、証券

取引所の規則等の規制を受けております。また、海外で金融・証券業務を行う子会社は、所在する国の法令等の

規制を受けております。これらの規制に違反した場合には、行政処分等を課されることとなり、当社グループの

経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

一方、現在の法令等による規制について、将来、緩和されたり逆に強化されたりする可能性があります。例え

ば、競争促進のために規制が緩和された場合は、当社グループの収益力が低下する可能性があります。また、投

資家保護を目的とした規制の強化や証券税制の変更が行われた場合は、コンプライアンス態勢の再整備等やシス

テム対応等によりコストが増加するおそれがあります。このように、規制の変更は、当社グループの業績等に影

響を及ぼす可能性があります。 

また、新たな会計基準の導入や既存の会計基準の変更は、当社グループの経営成績および財政状態に加えて、

ビジネスの展開にも影響を与える可能性があります。 

② 自己資本規制比率の維持 

日本の証券会社は、証券取引法によって自己資本規制比率を120％以上に維持するよう定められております。こ

れは、毎営業日モニターすることが求められており、加えて、日中のトレーディング業務においても、適切に管

理することが求められております。当社グループの中核企業である日興コーディアル証券や日興シティグループ

証券において経営環境の急激な悪化によって損失を計上する場合や、既存の劣後債務の借り換えができなかった

場合等には、自己資本規制比率が低下するため、リスクを取って収益を追求することが困難になり、収益機会を

逸する可能性が高まるおそれがあります。その結果、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

③ 訴訟等の紛争リスク 

当社グループは、取引先・お客様・提携先・政府機関等との間で、調停・あっせん・仲裁・訴訟等の裁判上ま

たは裁判外での紛争が生じているかまたは生ずるおそれがあります。それらの紛争については、結果として当社

グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社は過年度の有価証券報告書の訂正に関連して、投資家が虚偽記載により受けた損害額（ただし損失

額の範囲内）について、損害賠償請求を受ける可能性があります。損害賠償の金額によっては、当社グループの

経営成績および財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  



(9) マーチャントバンキング業務等に係るリスク 

当社グループは、株式、債券、証券化関連商品、代替資産投資商品等を対象に自己資金を用いた投資業務（マー

チャントバンキング業務）を展開しております。新規投資、投資先企業の価値向上、投資回収という投資事業の好

循環のためには、投資先企業に対する経営・財務面でのコンサルティングを通じて投資先企業の価値向上に取り組

む必要があります。しかしながら、経済情勢の悪化や、投資先企業の経営改善等が進まない場合は、投資先企業の

価値が向上せず、投資資金の回収が困難となり、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

  

(10)不動産開発事業に係るリスク 

当社グループが展開する不動産開発事業には、取得した不動産に瑕疵や欠陥が存在するリスク、不測の事故や自

然災害により不動産が滅失、劣化するリスクなどがあります。このようなリスクが顕在化した場合には、当社グル

ープの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(11)その他 

① イベントリスク 

当社グループの事務所や営業店が所在する国や地域において、テロや災害等が発生した場合、営業を休止せざる

を得なくなるおそれがあります。特に、東京都には当社グループの事務所や営業店が集中しており、これらのイベ

ントリスクが顕在化した場合には、当社グループの経営成績および財政状態に重大な影響を与える可能性がありま

す。また、イベントリスクの発現によって、株価暴落等の「マーケットの変動によるリスク」など他のリスク項目

へ波及する可能性もあります。 

  

② 一部の海外現地法人における報酬プラン 

シティグループが当社の親会社になることで、一部の海外現地法人において、当該現地法人と役社員との間で

過去に合意した報酬プランの「親会社異動（Change of Control）に関する条項」に、該当することとなりまし

た。当該条項は、一定の資格ある役社員に対し、あらかじめ定められた算式（将来想定される利益について、当

該条項への該当時点における評価額の一定割合）に従って計算される報酬を当該条項への該当時点から１年後に

支払うことを、規定しております。当社は、現在、当該報酬債務を確定し、財務諸表に反映させるための評価手

続きを進めていますが、債務金額は現時点では確定しておりません。 

他方、当該報酬の計算の基礎となる将来の想定利益は未実現利益であるため、実現時点で想定通りの利益が計

上されない可能性があります。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

締結している経営上の重要な契約の概要は以下のとおりであります。 

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

契約当事者 契約の内容 

株式会社日興コーディアルグループ 

シティグループ・インク 

シティグループ・ジャパン・インベストメンツ・エ

ルエルシー 

当社グループとシティグループ間の包括的戦略提携契約 

株式会社日興コーディアルグループ 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

シティグループ・グローバル・マーケッツ・ホール

ディングス・インク 

シティグループ・インク 

日興シティグループ証券株式会社の業務運営等に関する
株主間契約 

株式会社日興コーディアルグループ 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

シティグループ・グローバル・マーケッツ・ホール

ディングス・インク 

日興シティグループ証券株式会社の法人顧客に対して日
興コーディアル証券株式会社が一定のサービスを提供し
対価を受け取るリレーションシップ・マネージャー契約 

株式会社日興コーディアルグループ 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

シティグループ・インクおよびシティグループ関係

会社 

当社グループとシティグループ関係会社との海外提携業
務の運営に関する諸契約 

株式会社日興コーディアルグループ 

シティグループ・インターナショナル・エルエルシ

ー 

日興シティ信託銀行株式会社 

日興シティ信託銀行株式会社の業務運営等に関する株主
間契約 



６ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月25日）現在において、当社が判断したも

のであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成されております。ま

た、当社は、連結財務諸表を作成するに当たり、会計方針についていくつかの重要な判断や見積りを行っておりま

す。これらの判断や見積りは、その性質上、一定の想定をもとに行われます。従って、想定する諸条件が変化した

場合には、実際の結果が見積りと異なることがあり、結果として連結財務諸表に重要な影響を与える場合がありま

す。重要な会計方針については後述の注記事項に記載しておりますが、特に重要と考える項目は、次の４項目で

す。 

  

① 金融商品の評価 

当社グループがトレーディング業務のために保有する有価証券（売買目的有価証券）およびデリバティブ取引

は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価損益は当連結会計年度の損益（トレーディング損益）として計上し

ております。評価に用いる時価は、市場で取引が行われている有価証券やデリバティブ取引については期末時点

の市場価格を、市場価格のない有価証券やデリバティブ取引については理論モデル等を用いて算出した理論価値

を、それぞれ使用しております。理論価値を算出するモデルには、対象となる商品や取引について一般的に使用

され、かつ も適切と考えられるモデルを採用しております。また、モデルの適用に必要となる将来キャッシ

ュ・フローやイールドカーブ、ボラティリティなどの基礎的パラメーターについても、 も適切と考えられる数

値を使用しております。当社グループでは、時価算定に関する基準を設けて、恣意性を排除した合理的な時価の

算出に努めておりますが、時価の算出に係る判断や見積りの結果によっては、当社の連結財務諸表に重要な影響

を与える場合があります。 

  

② 有価証券の減損処理 

投資有価証券等のトレーディング関連以外の有価証券は、時価又は実質価額が著しく下落し、回復する見込み

があると認められる場合を除き、減損処理を行っております。具体的には、期末時点における時価又は実質価額

が取得原価に比べて30％以上下落した場合、原則的に時価又は実質価額が著しく下落したと判断しております。

減損処理適用に係る判断の結果によっては、当社の連結財務諸表に重要な影響を与える場合があります。 

  

③ 固定資産の減損処理 

固定資産の減損会計を適用する際のグルーピングは、リテール、アセットマネジメント、インベストメントバ

ンキング等の内部管理上の区分に基づき、実施されております。従って、店舗やコールセンター設備など、当社

グループ全体の有形・無形固定資産の大半を占めるリテール業務に係る固定資産は、一つの単位としてグルーピ

ングされております。ただし、事業活動に供していない処分予定資産等については、個別物件ごとにグルーピン

グしております。減損の兆候が認められる資産又は資産グループについては、経済的残存使用年数の将来キャッ

シュ・フローを見積り、減損損失を認識するか判断しております。減損処理適用に係る判断の結果によっては、

当社の連結財務諸表に重要な影響を与える場合があります。 

  



④ 繰延税金資産の回収可能性 

当社グループでは、税務上の繰越欠損金や企業会計上の資産・負債と税務上の資産・負債との差額である一時

差異等について税効果会計を適用し、繰延税金資産および繰延税金負債を計上しております。繰延税金資産の回

収可能性については、判断や見積りを伴うものであり、実際の結果が見積りと異なった場合には、当社の連結財

務諸表に重要な影響を与える場合があります。繰延税金資産の回収可能性は、主に将来５年間の課税所得の見積

額を限度として、当該期間内の一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、判断しております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 事業環境 

当連結会計年度の国内経済は、概ね回復基調を辿りました。特に地価動向については、３月に発表された公示

地価で、全国平均値が16年ぶりに前年比値上がりに転じるなど、明るさが目立ちました。また、企業部門は、収

益の拡大により、設備投資の拡大を続けました。企業の前向きな姿勢は、雇用情勢の改善にも表れましたが、家

計部門は、慎重な消費態度を崩さず、消費の立ち直りは大きく出遅れる結果となりました。 

当連結会計年度の株式市場は、年度初めから６月にかけて下落したあとは、概ね好調な展開となりました。日

本銀行が前連結会計年度３月に量的緩和を解除したことは、かえって景気の強さの表れと解釈され、日経平均は

４月７日に約５年８ヵ月ぶりの17,500円台を記録しました。しかし原油価格の高騰を背景に、先進諸国でインフ

レが進み金融引き締めが加速するとの懸念が生じ、６月半ばにかけて世界的な株価の下落が起こりました。６月

14日には今期の 安値である14,045円（ザラ場）を記録しました。その後も上下動を繰り返しましたが、企業の

増益や外国人投資家の買い越しを背景に、上昇基調に復し、２月26日には今期の 高値である18,300円に達しま

した。しかし２月末から、中国本土株の下落を発端とする外国株の波乱に巻き込まれ、当連結会計年度末は

17,287円で引けました。当連結会計年度末の東証株価指数（TOPIX）は1,713ポイントでした。 

一方、債券市場では、長期金利は低下基調を辿りました。日本銀行は、前連結会計年度の量的緩和の解除に加

え、利上げにより７月14日にゼロ金利を終焉させました。また２月21日にも再利上げを行い、コール金利は

0.50％となりました。しかし６月以降は、米国において、インフレ懸念が後退する一方、景気減速懸念が台頭

し、米長期金利が低下しました。この影響と、国内経済指標のうち、小売売上高や消費者心理指標など、消費関

連の一部にもたつきを示すものが散見されたため、結局国内長期金利は低下気味で推移し、10年国債利回りは

1.545％まで低下した後、1.650％で当連結会計年度末を迎えました。 

  

② 経営成績 

イ 損益概況 

当連結会計年度の営業収益は前連結会計年度比８％増の5,166億円、営業収益から金融費用570億円および売

上原価271億円を差し引いた純営業収益は、前連結会計年度比３％増の4,324億円となりました。また、販売

費・一般管理費は前連結会計年度比18％増の3,334億円となったことから、営業利益は前連結会計年度比28％減

の989億円、営業外損益項目を加減した経常利益は前連結会計年度比33％減の1,004億円となりました。これ

に、特別損益項目や法人税等を加味した税引後の当期純利益は前連結会計年度比11％減の781億円となりまし

た。 

なお、当社の事業セグメントは、「投資・金融サービス業」という単一の事業セグメントに属しておりま

す。これは、有価証券の売買や売買等の委託の媒介、引受けおよび売出し等の証券業を中心とする営業活動

は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体となった営業活動を基に収益を得ているからで

す。従って、事業の種類別セグメント情報はありません。 

  



ロ 純営業収益 

当連結会計年度の純営業収益は前連結会計年度比３％増の4,324億円となりました。この純営業収益を商品や

業務別に区分した構成比の年度推移は、次の図のとおりです。 
  

 
  

当社グループでは、お客様の多様化するニーズにお応えするために、株式や外債、投資信託、変額年金・保

険など幅広い商品をご提供してまいりました。『貯蓄から投資へ』の流れが定着し、多分配・国際分散投資型

投資信託を中心とした投資信託の販売が好調だったことから、アセットマネジメント業務に係る収益の割合が

高まりました。 

純営業収益の科目ごとの主な特徴は、以下のとおりです。 

  

(イ)受入手数料 

当連結会計年度の受入手数料は前連結会計年度比９％増の3,472億円となりました。 

当社グループの受入手数料は、①株式や債券、ETF（株価指数連動型上場投資信託）等のブローカー業務に

よる「委託手数料」、②株式や債券の引受業務による「引受・売出手数料」、③投資信託や個人向け国債等

の販売による「募集・売出しの取扱手数料」、④投資信託の信託報酬や変額年金等の販売手数料、Ｍ＆Ａに

係るアドバイザリー・フィー等による「その他の受入手数料」から構成されております。 

  

a  委託手数料 

委託手数料は、前連結会計年度比25％減の688億円となりました。原油価格の高騰を背景に、６月にかけ

て世界的な株価の下落が起こりました。その後は、企業の増益や外国人投資家の買い越しを背景に、概ね

好調な展開となり、法人のお客様を対象とする日興シティグループ証券の株式委託手数料は前連結会計年

度比４％増の276億円となりました。他方、主に個人のお客様を対象とする日興コーディアル証券の株式委

託手数料は前連結会計年度比38％減の400億円となりました。これらの結果、株式委託手数料は前連結会計

年度比26％減の676億円となりました。 

このほか、債券委託手数料は前連結会計年度比18％増の６億円、投資信託の委託手数料は前連結会計年

度比12％減の４億円、その他委託手数料は前連結会計年度比3.2倍の１億円となりました。 

  



b  引受・売出手数料 

引受・売出手数料は、前連結会計年度比10％減の367億円となりました。株式の引受・売出手数料は、前

連結会計年度比16％減の270億円となりましたが、債券の引受・売出手数料は、日興シティグループ証券に

おいて、大型案件の主幹事を務めたことなどにより、前連結会計年度比13％増の96億円となりました。 

  

c  募集・売出しの取扱手数料 

募集・売出しの取扱手数料は、前連結会計年度比16％増の675億円となりました。「メロン・オフショ

ア・ファンズ－ＧＷセレクト・ファンド［ベストナイン］」、「日興スリートップ(隔月分配型)」などの

国際分散投資型投資信託や、水・農業・代替エネルギーの３つをテーマとした日本初の投資信託「日興・

ＤＷＳ・ニュー・リソース・ファンド［ライジング・トゥモロー］」などお客様の様々なニーズに対応し

た商品を提供した結果、日興コーディアル証券における投資信託の販売額は前連結会計年度に比べて増加

しました。その結果、投資信託に係る手数料は前連結会計年度比19％増の651億円となりました。また、債

券に係る手数料は、前連結会計年度比26％減の23億円となりました。 

  

d その他の受入手数料 

その他の受入手数料は、前連結会計年度比37％増の1,741億円となりました。投資信託の純資産残高の増

加に伴い信託報酬が増加しました。 

  

(ロ)トレーディング損益 

当社グループでは、お客様との間で株式・債券・為替等の取引を日々行っており、その際のスプレッドが

トレーディング損益に計上されます。この他、お客様のニーズに対応するために保有する有価証券や、トレ

ーディング・ポジションをヘッジするために行う取引等から発生する損益も、トレーディング損益に計上さ

れます。 

当連結会計年度のトレーディング損益は、前連結会計年度比19％減の619億円となりました。 

株券等トレーディング損益は、日興シティグループ証券におけるトレーディング業務が低調だったことな

どにより、前連結会計年度比68％減の92億円となりました。 

また、債券・為替等トレーディング損益は、外債の販売が好調だったことなどから、前連結会計年度比

11％増の526億円となりました。 

  

(ハ)営業投資有価証券売買損益 

営業投資有価証券売買損益には、主に日興プリンシパル・インベストメンツおよび日興プリンシパル・イ

ンベストメンツ・リミテッドで行っているマーチャントバンキング業務に係る有価証券の売買等による損益

を計上しております。 

当連結会計年度は、プラザスタイル株式会社などの消費者関連事業を行う企業を傘下に有する株式会社ス

タイリングライフ・ホールディングスや、英国の債権買取会社Cabot Financial Holdings Group Limited、

オーストラリアおよびニュージーランドの大手自動車リース会社Fleet Partnersグループへの投資を行いま

した。また、英国のホテルチェーングループMenzies Hotelsグループや英国で高速道路サービスエリアを運

営するRoadChef Limitedのほか、証券化案件でのエグジットがありました。これらの結果、当連結会計年度

末の営業投資有価証券残高は5,487億円となりました。 

また、一部の投資先に対しては当社の連結子会社である買収目的会社を通じて投資を行っております。連

結貸借対照表における営業投資有価証券残高には、これらの買収目的会社で投資目的の資金を借入れ、投資

を行った残高や、他の投資家との共同投資の残高も含まれております。これらを除いた投資残高は2,774億円

となっております。 

なお、Menzies HotelsグループおよびRoadChef Limitedの投資成果については、連結子会社である買収目

的会社ごと売却したため、連結損益計算書上の特別利益項目である関係会社株式売却益として計上されてお

ります。その結果、当連結会計年度の営業投資有価証券売買損益は、前連結会計年度比72％減の47億円とな

りました。 

  



また、主要な投資先の一社である株式会社ベルシステム２４（連結）の直近の業績は、次のとおりです。 
  

  

  

(ニ)金融収益・金融費用 

金融収益には、トレーディング商品で保有する有価証券に係る配当金や債券利子、お客様が信用取引を行

う際の貸付金利息および有価証券の貸借取引に係る収益などが計上されております。一方、金融費用には、

金融機関からの借入金に対する利息や当社グループが発行する社債の利息、有価証券の貸借取引や現先取引

に関する費用等が含まれております。 

当連結会計年度の金融収益は、前連結会計年度比18％増の563億円となりました。金融費用は前連結会計年

度比28％増の570億円となり、金融収益から金融費用を差し引いた金融収支は、前連結会計年度が31億円のプ

ラスに対して当連結会計年度は７億円のマイナスとなりました。 

  

(ホ)その他の売上高・売上原価 

その他の売上高には、シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズにおける不動産開発・ソリュー

ション事業等の売上を計上しております。また、売上原価にはこれら売上に対応する原価を計上しておりま

す。 

当連結会計年度のその他の売上高は463億円、売上原価は271億円となりました。 

  

ハ 販売費・一般管理費 

当連結会計年度の販売費・一般管理費は、将来を見据えた先行投資的な費用が増加したことなどから、前連

結会計年度比18％増の3,334億円となりました。科目別の主な特徴は次のとおりです。 

取引関係費は、前連結会計年度比33％増の654億円となりました。日興アセットマネジメントの運用する投資

信託の純資産残高の増加に伴い、販売会社等への支払手数料が増加したことが主な増加要因です。 

人件費は、前連結会計年度比12％増の1,585億円となりました。「貯蓄から投資へ」の流れが続くなか、人材

の確保に努めた結果、人件費は増加しました。 

不動産関係費は、前連結会計年度比19％増の298億円となりました。日興コーディアル証券において、耐震補

強の実施や営業人員の増員に伴う店舗の拡充などを行ったことが主な増加要因です。 

事務費は、前連結会計年度比22％増の265億円となりました。派遣社員増加による費用やシステム関係の委託

費用などが増加しました。 

減価償却費は前連結会計年度に比べほぼ横ばいの138億円、租税公課は前連結会計年度比11％増の57億円とな

りました。 

その他の販売費・一般管理費は、日興アセットマネジメントにおける支払投資顧問料の増加等により前連結

会計年度比29％増の333億円となりました。日興アセットマネジメントでは、自社で運用を行うだけでなく、世

界中の優れた運用会社を活用する外部委託ファンド事業「ワールドシリーズ」を展開しております。前連結会

計年度に引き続き当連結会計年度も、このような外部委託ファンドの残高の増加に伴い、支払投資顧問料が増

加しました。 

  

ニ 営業外収益・営業外費用 

営業外収益は、受取配当金20億円、持分法による投資利益20億円、投資事業組合に係る利益20億円など、合

計86億円を計上しました。 

営業外費用は、為替差損17億円、支払利息15億円、支払手数料11億円、社債発行費４億円など合計71億円を

計上しました。 

  

  平成18年２月期 平成19年２月期 

売上高 

経常利益 

当期純利益又は当期純損失

（△) 

108,274百万円 

7,986百万円 

△10,154百万円 

107,984百万円 

12,837百万円 

13,543百万円 



ホ 特別利益・特別損失 

特別利益は、関係会社株式売却益111億円のほか、投資有価証券売却益59億円など、合計177億円を計上しま

した。なお、関係会社株式売却益には、マーチャントバンキング・ビジネスにおける買収目的会社の売却によ

って投資回収した利益110億円が含まれております。 

特別損失は、有価証券等評価減63億円、過年度連結財務諸表訂正関連費用27億円など、合計125億円を計上し

ました。 

  

へ 法人税等 

法人税、住民税及び事業税は414億円、法人税等調整額は△178億円となり、税金等調整前当期純利益1,057億

円で割った法人税等の負担率は22.3％となりました。平成20年３月期からの連結納税制度の適用により、当連

結会計年度の税金費用が195億円減少しております。 

  

ト 少数株主利益 

日興シティグループ証券（当社の持分比率：51％）やシンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ

（当社グループの持分比率：42.5％）およびその他一部の子会社には、当社グループ以外の少数株主が存在し

ております。これらの会社に係る少数株主利益は39億円となりました。 

  

チ 当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度比11％減の781億円となりました。当連結会計年度の１株当たり当期純利益は

81円06銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は78円37銭、自己資本利益率（ROE）は9.5％となっておりま

す。 

  

③ 所在地別セグメント情報 

当社グループは、米州、欧州、アジア・オセアニアにおいて、主に次のビジネスを行っております。 

・米 州：日興オルタナティブアセットマネジメントによるオルタナティブ商品の運用業務 

・欧 州：日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテッドによるマーチャントバンキング業務、ルクセン

ブルグ日興銀行による証券・金融業務 

・アジア・オセアニア 

：日興プリンシパル・インベストメンツ・オーストラリア・ピーティーワイ・リミテッドによるマー

チャントバンキング業務、日興マーチャント・バンク（シンガポール）による証券・金融業務、日

興コーディアル証券の駐在員事務所による調査・情報収集 

当連結会計年度の所在地別営業損益は、米州で６億円、欧州で46億円、アジア・オセアニアで21億円の損失と

なりました。欧州は、日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテッドにおいて投資の回収により利益を計上

したものの、外部借入に対する利息負担により46億円の損失となりました。アジア・オセアニアにおいてもマー

チャントバンキング業務に関する外部借入に対する利息負担により21億円の損失となりました。 

  

④ 主要連結子会社の業績 

当社の主要連結子会社の業績は、次のとおりです。 

  

イ 日興コーディアル証券(単体) 

純営業収益は前連結会計年度とほぼ同水準の2,496億円、経常利益は前連結会計年度比20％減の763億円、当

期純利益は前連結会計年度比33％減の401億円となりました。 

収益面では、投資信託の販売が好調に推移したため、募集・売出しの取扱手数料やその他の受入手数料に含

まれる投資信託に係る代行手数料が増加した一方、委託手数料の減少などにより、前連結会計年度とほぼ変わ

らずの結果となりました。 

費用面では、人員数の増加に伴い人件費が増加したほか、営業人員数の増加に伴う営業店舗の拡充や耐震補

強などを行ったことにより不動産関係費が増加しました。 

  



ロ 日興シティグループ証券(連結) 

純営業収益は前連結会計年度比７％減の1,183億円、経常利益は前連結会計年度比66％減の116億円、当期純

利益は前連結会計年度比68％減の62億円となりました。 

収益面では、トレーディング業務が低調だったことなどから、前連結会計年度比で減収となりました。 

費用面では、人員増強により人件費が増加したほか、支払手数料等の取引関係費が増加しました。 

  

ハ 日興アセットマネジメント(連結) 

営業収益は前連結会計年度比64％増の753億円、経常利益は前連結会計年度比1.4倍の124億円、当期純利益は

前連結会計年度比2.1倍の93億円となりました。 

収益面では、投資信託の運用資産残高の増加に伴う信託報酬の増加や主に中国Ａ株に投資するファンドの運

用成績が好調だったことによる成功報酬の増加により、前連結会計年度比で増収となりました。 

費用面では、投資信託の運用資産残高の増加に伴って投資顧問料や事務代行手数料などの支払いが増加しま

した。また、運用ファンドの販売促進等のための広告宣伝費が増加したほか、人員増に伴い人件費が増加しま

した。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益1,057億円を計上し、トレーディング商品の増減による資金の減少や有価証券担保貸付

金および有価証券担保借入金の増減による資金の減少などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは、２兆

3,243億円のマイナスとなりました。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

マーチャントバンキング業務として行う投資事業組合への出資など451億円の投資を行いました。 

設備投資については、日興コーディアル証券において、営業店舗の改装や耐震補強を推進したほか、証券仲介

業制度への対応などお客様のニーズにお応えするためのシステム装備を進めました。また、事業継続計画（BCP）

に沿った投資も順次行っております。 

以上の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、231億円のマイナスとなりました。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当社グループの資金調達は、経営環境の変化やビジネスチャンスに機動的に対応できるよう、必要な資金を安

定的に確保するとともに、リスク分散のために調達方法の多様化を図ることを基本方針としております。 

当連結会計年度は、社債により3,223億円、長期借入金により2,171億円を調達した一方、社債を530億円償還、

長期借入金を945億円返済しました。なお、短期借入金の増加１兆8,914億円は、主にトレーディングに係る資金

調達により増加しております。 

これらの資金調達および資金返済に、配当金の支払い等を加味した結果、当連結会計年度の財務活動によるキ

ャッシュ・フローは２兆2,302億円のプラスとなりました。 

  

これらの活動に、現金及び現金同等物に係る為替換算の調整などを行った結果、当連結会計年度末の現金及び現

金同等物は、前連結会計年度末から1,104億円減少し、5,254億円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

設備投資につきましては、お客様の安全・利便性向上や従業員の業務効率化等を目的として、日興コーディアル証

券株式会社の国内営業店舗と情報処理関係を中心に行いました。 

国内営業店舗では、お客様の利便性を考慮し、平塚支店を新設いたしました。既存店舗では、耐震補強の実施など

安全管理面での強化を図るとともに、立地特性に対応するための移転を進めました。また、営業人員の増員への対応

や、働きやすく創造性を喚起する執務環境を提供するための環境整備を目的に、店頭を含めた増床・改装工事を34店

舗に施しました。一方、海外においては、プライムアジア証券（台湾）への出資と人材派遣に伴い、台北駐在員事務

所を廃止いたしました。 

情報処理関係では、お客様の利便性やサービス向上のために、日興コーディアル証券株式会社のオンライン取引

「日興イージートレード」の機能拡充を図りました。また、注文執行能力の強化等を目的として、日興コーディアル

証券株式会社におけるトレーディングシステムを刷新するとともに、日興シティグループ証券株式会社においてもシ

ステム機能の強化を進めました。そのほか、引き続き、各種業務システムやネットワーク等の基盤強化への投資を行

いました。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社および国内連結子会社の主要な設備は以下のとおりであります。なお、在外子会社の事務所等はすべて賃借物

件であり、主要な設備として記載すべきものはありません。 

  

(1) 提出会社 
  

  

(2) 国内子会社 
  

  
(注) １ 上記従業員数にはFA（ファイナンシャル・アドバイザー）が含まれております。 

２ 日興コーディアル証券株式会社および日興システムソリューションズ株式会社における保有物件の保有主体は日興プロパ

ティーズ株式会社であります。 

  

事業所名 所在地 
建物および構築物 土地 合計 

従業員数 
(名) 

摘要
帳簿価額

(百万円) 
帳簿価額

(百万円) 
面積

(㎡) 
帳簿価額

(百万円) 

本店 東京都中央区 
6 ― ― 6 

166 
保有

54 ― ― 54 賃借

会社（事業所）名 所在地 

建物および構築物 土地 合計 
従業員数 

(名) 
摘要 帳簿価額 

(百万円) 

帳簿価額 

(百万円) 

面積 

(㎡) 

帳簿価額 

(百万円) 

日興コーディアル証券株式会社 

  

本店 東京都千代田区 143 ― ― 143 155 賃借

本社事務所 東京都中央区 
1,080 7,315 909 8,395 

444 
保有

210 ― ― 210 賃借

新川分室 東京都中央区 319 ― ― 319 724 賃借

赤坂分室 東京都港区 81 ― ― 81 155 賃借

丸の内分室 東京都千代田区 131 ― ― 131 204 賃借

木場分室 東京都江東区 130 ― ― 130 421 賃借

八重洲支店 東京都中央区 46 ― ― 46 97 賃借

札幌支店 北海道札幌市 19 ― ― 19 94 賃借

仙台支店 宮城県仙台市 34 ― ― 34 73 賃借

横浜駅前支店 神奈川県横浜市 72 ― ― 72 129 賃借

名古屋支店 愛知県名古屋市 181 ― ― 181 233 賃借

大阪支店 大阪府大阪市 257 ― ― 257 400 賃借

広島支店 広島県広島市 76 ― ― 76 72 賃借

高松支店 香川県高松市 15 ― ― 15 53 賃借

福岡支店 福岡県福岡市 63 ― ― 63 99 賃借

日興シティグループ証券株式会社 

（含 日興シティグループ・サービス株式会社） 

  本社 東京都港区 234 ― ― 234 1,342 賃借 

日興アセットマネジメント株式会社 

  本社 東京都千代田区 55 ― ― 55 466 賃借 

日興システムソリューションズ株式会社 

  本社 神奈川県横浜市 12,891 14,988 27,652 27,879 394 保有 

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ 

  本社 東京都千代田区 146 ― ― 146 79 賃借 

他国内子会社 52社 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

  

会社（事業所）名 所在地 設備の内容 

投資予定額
資金調達

方法 
着手年月

完了予定 
年月 

使用予定

面積(㎡) 総額

(百万円) 
既支払額

(百万円) 

日興コーディアル証券株式会社 

  新丸ビル分室 東京都千代田区
本社分室 
(賃借) 

1,050 7 自己資金
平成19年

４月 
平成19年 

７月 
6,176

日興シティグループ証券株式会社 
（含 日興シティグループ・サービス株式会社） 

  本社 東京都千代田区
本社事務所 
(賃借) 

6,380 352 自己資金
平成19年

４月 
平成19年 

10月 
17,761



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの間に新株予約権の行使（旧商法に基

づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により増加した株数は含まれておりません。 

２ 各市場第一部 

３ 「上場証券取引所名又は登録証券業協会名」は提出日現在の状況です。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 3,800,000,000 

計 3,800,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年６月25日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 977,822,749 978,878,749

東京証券取引所     （注２）
大阪証券取引所     （注２） 
名古屋証券取引所    （注２） 
シンガポール証券取引所 

― 

計 977,822,749 978,878,749 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

イ 平成13年改正旧商法第280条の20および第280条の21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであり

ます。 

  

  
  

株主総会の特別決議日（平成14年６月26日）

    
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 3,702 2,701 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 （個） 570 572 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 1,851,000 1,350,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり659,000
(１株当たり  1,318) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成16年６月27日
至 平成24年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格       1,318
資本組入額       659 

同左 

新株予約権の行使の条件   
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項   ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

  ― ― 

株主総会の特別決議日（平成15年６月26日）

    
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 818 532 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 （個） 204 205 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 409,000 266,000 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり538,000
(１株当たり  1,076) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成17年６月27日
至 平成25年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格       1,076
資本組入額       538 

同左 

新株予約権の行使の条件   
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項   ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

  ― ― 



  

(注) １ 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取締
役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約権を
行使できるものとする。 

２ 前記１にかかわらず、平成34年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成34年
７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 
  
  

(注) １ 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取締
役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約権を
行使できるものとする。 

２ 前記１にかかわらず、平成35年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成35年
７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 
  

株主総会の特別決議日（平成15年６月26日）

    
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 469 234 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 （個） 33 33 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 234,500 117,000 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり500
(１株当たり  1) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成15年７月17日
至 平成35年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格           1
資本組入額         1 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項   ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

  ― ― 

株主総会の特別決議日（平成16年６月24日）

    
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 477 259 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 （個） 25 25 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 238,500 129,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり500
(１株当たり  1) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成16年７月23日
至 平成36年６月24日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格           1
資本組入額         1 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項   ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

  ― ― 



  

(注) １ 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取締
役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約権を
行使できるものとする。 

２ 前記１にかかわらず、平成36年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成36年
７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

  

ロ 会社法第238条および第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
  

(注) １ 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）
から新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、権利行使開始日から５年間に限り、新株
予約権を行使することができる。 

２ 前記１にかかわらず、平成37年７月29日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成37年
７月30日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

株主総会の特別決議日（平成17年６月23日）

    
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 1,070 905 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 （個） 63 98 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 535,000 452,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり500
(１株当たり  1) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成17年９月９日
至 平成37年６月23日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格           1
資本組入額         1 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項   ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

  ― ― 

    
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 （個） 538 341 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 （個） 27 48 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） 269,000 170,500 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 
１個当たり500
(１株当たり  1) 

同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成18年７月29日
至 平成38年７月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円） 
発行価格         987
資本組入額       494 

同左 

新株予約権の行使の条件   (注)１、２、３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を譲渡するには、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項   ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

  ― ― 



  

② 当社のストックオプション制度により旧商法第280条ノ19の規定に基づいて付与された新株引受権 
  

(注) 新株発行予定残数とは、特別決議に基づき付与された新株引受権から被付与者が行使または喪失した権利を除く新株引受権

の新株発行予定数であります。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 第62期中(自平成14年４月１日 至平成15年３月31日)の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された転換社債の転換及

び新株引受権の権利行使を含む。）による増加であります。 

２ 保有転換社債の転換による増加であります。 

３ 第63期中（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日）の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権

利行使を含む。）による増加であります。 

４ 第64期中（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権

利行使を含む。）による増加であります。 

５ 当社発行済株式２株を１株にする株式併合による減少であります。 

６ 第65期中（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権

利行使を含む）による増加であります。 

７ 第66期中（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）の新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権

利行使を含む）による増加であります。なお、平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使

（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む）により、発行済株式総数が1,056千株、資本金が458百万円、

資本準備金が457百万円それぞれ増加しております。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

新株引受権の 
付与に関する 
株主総会の 
特別決議日 

新株発行予定期間

平成19年３月31日現在 平成19年５月31日現在 

新株発行 
予定残数 
(株) 

発行価格 

(円) 

資本組入額

(円) 

新株発行
予定残数 
(株) 

発行価格 

(円) 

資本組入額

(円) 

平成10年６月26日 
自平成12年６月27日 
至平成20年６月26日 

44,000 1,012 506 39,000 1,012 506 

平成11年６月29日 
自平成13年６月30日 
至平成21年６月29日 

1,414,000 1,812 906 1,414,000 1,812 906 

平成12年６月29日 
自平成14年６月30日 
至平成22年６月29日 

1,660,000 2,160 1,080 1,660,000 2,160 1,080 

平成13年６月28日 
自平成15年６月29日 
至平成23年６月28日 

1,739,000 1,912 956 1,739,000 1,912 956 

年月日 
発行済株式

総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成15年３月31日 (注)１ 7,509 1,841,256,803 2 208,957 2 152,469 

平成15年11月27日 (注)２ 106,487,695 ― 23,853 ― 23,746 ― 

平成16年３月31日 (注)３ 140,000 1,947,884,498 35 232,845 35 176,251 

平成17年３月31日 (注)４ 36,000 1,947,920,498 9 232,854 9 176,260 

平成17年９月１日 (注)５ △973,967,249 ― ─ ― ─ ― 

平成18年３月31日 (注)６ 1,478,000 975,431,249 905 233,760 905 177,166 

平成19年３月31日 (注)７ 2,391,500 977,822,749 1,046 234,806 1,045 178,211 

区分 

株式の状況(１単元の株式数500株)
単元未満
株式の状況 

(株) 
政府及び地
方公共団体

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
1 120 39 584 439 50 39,381 40,614 ―



(注) １ 「個人その他」には24,066単元、「単元未満株式の状況」には50株の自己株式が含まれております。 

２ 「その他の法人」には461単元の証券保管振替機構名義の株式が含まれております。 

  

(人) 

所有株式数 
(単元) 

9 378,381 66,280 102,187 1,256,962 278 148,528 1,952,625 1,510,249

所有株式数 
の割合(％) 

0.00 19.38 3.39 5.23 64.38 0.01 7.61 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社他10社から平成18年１月16日付で株券等の大量保有の状況

に関する「変更報告書」の提出があり、平成17年10月４日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当

社としては実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「変更報告書」の記載内容は以下の通りです。 

   大量保有者名    バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社他10社 

   保有株券の数    40,167,208株 

   株券等の保有割合  4.12％ 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％) 

メロン バンク トリーティー クライ
アンツ オムニバス 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 

One  Boston  Place  Boston, MA  02108 
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋３－11－１） 

50,215 5.14 

シティグループ インターナショナル 
エルエルシー 
(常任代理人 日興シティグループ証
券株式会社) 

388  Greenwich  Street  New  York,  N.Y. 
10013 U.S.A. 
（東京都港区赤坂５－２－20 
 赤坂パークビルヂング） 

47,501 4.86 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１-３-３ 47,000 4.81 

ユービーエス エージー ロンドン ア
カウント アイピービー セグリゲイ
テッド クライアント アカウント 
(常任代理人 シティバンク・エヌ・
エイ東京支店) 

Aeschenvorstadt  48  CH-4002  Basel 
Switzerland 
（東京都品川区東品川２－３－14） 

34,477 3.53 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー505025 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

P.O.  Box  351  Boston Massachusetts 
02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

34,333 3.51 

インベスターズ バンク 
(常任代理人 スタンダードチャータ
ード銀行) 

200  Clarendon  Street  P.O.  Box  9130 
Boston, MA 02117-9130, USA 
（東京都千代田区永田町２－11－１ 
 山王パークタワー21階） 

33,117 3.39 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

P.O.  Box  351  Boston Massachusetts 
02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

30,146 3.08 

バンク オブ ニューヨーク ジーシー
エム クライアント アカウンツ イー 
アイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行 決済事業部) 

Peterborough  Court  133  Fleet  Street 
London EC4A 2BB, United Kingdom 
（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

29,520 3.02 

ゴールドマン・サックス・インター
ナシヨナル 
(常任代理人 ゴールドマン・サック
ス証券株式会社) 

133 Fleet Street London EC4A 2BB, U.K
（東京都港区六本木６－10－１ 
 六本木ヒルズ森タワー） 

29,287 3.00 

モルガン・スタンレーアンドカンパ
ニー インク 
(常任代理人 モルガン・スタンレー
証券株式会社) 

1585 Broadway New York, New York 10036, 
U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 
 恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

23,418 2.39 

計 ― 359,018 36.72 



２ ＪＰモルガン信託銀行株式会社他５社から平成18年７月14日付で株券等の大量保有の状況に関する「変更報告書」の提出

があり、平成18年６月30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社としては実質所有株式数の確

認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「変更報告書」の記載内容は以下の通りです。 

   大量保有者名    ＪＰモルガン信託銀行株式会社他５社 

   保有株券の数    41,175,392株 

   株券等の保有割合  4.22％ 

３ フィデリティ投信株式会社から平成18年８月４日付で株券等の大量保有の状況に関する「変更報告書」の提出があり、平

成18年7月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社としては実質所有株式数の確認ができま

せんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「変更報告書」の記載内容は以下の通りです。 

   大量保有者名    フィデリティ投信株式会社 

   保有株券の数    38,369,100株 

   株券等の保有割合  3.93％ 

４ マッケンジー・ファイナンシャル・コーポレーション他２社から平成19年１月12日付で株券等の大量保有の状況に関する

「大量保有報告書」の提出があり、平成18年12月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社と

しては実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「大量保有報告書」の記載内容は以下の通りです。 

   大量保有者名    マッケンジー・ファイナンシャル・コーポレーション他２社 

   保有株券の数    56,041,000株 

   株券等の保有割合  5.74％ 

５ オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッドから平成19年１月22日付で株券等の

大量保有の状況に関する「変更報告書」の提出があり、平成19年１月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受

けましたが、当社としては実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「変更報告書」の記載内容は以下の通りです。 

   大量保有者名    オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド 

   保有株券の数    65,889,000株 

   株券等の保有割合  6.75％ 

６ サウスイースタン アセット マネージメント インクから平成19年２月22日付で株券等の大量保有の状況に関する「大量

保有報告書」の提出があり、平成19年２月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社としては

実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  なお、「大量保有報告書」の記載内容は以下の通りです。 

   大量保有者名    サウスイースタン アセット マネージメント インク 

   保有株券の数    59,329,000株 

   株券等の保有割合  6.08％ 

  



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」には証券保管振替機構名義の株式が230,500株含まれております。また、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数461個が含まれております。また「単元未満株式」には当社所有の自己株

式が50株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

(注) お客様の取引に関連して一時的に発生したものであり、平成19年４月に解消しております。 

  

  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 
普通株式    12,033,000 

─

─ 
（相互保有株式） 
普通株式        52,000 

─

完全議決権株式（その他） 普通株式   964,227,500 1,928,455 ─ 

単元未満株式 普通株式     1,510,249 ─ ─ 

発行済株式総数 977,822,749 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 1,928,455 ─ 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)       

株式会社日興コーディア
ルグループ 

東京都中央区日本橋兜
町６番５号 

12,033,000 ― 12,033,000 1.23 

(相互保有株式)       

日興コーディアル証券株
式 会 社 
（注） 

東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号 

500 ― 500 0.00 

マネックス証券株式会社 

東京都千代田区丸の内
一丁目11番１号パシフ
ィックセンチュリープ
レイス丸の内19階 

51,500 ― 51,500 0.01 

計 ― 12,085,000 ― 12,085,000 1.24 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 
当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権

を付与する方法、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法、会
社法第238条及び第240条の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 
当該制度の内容は次のとおりです。 
  

① 平成10年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 
旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する

ことを、平成10年６月26日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 
  

 

(注) １ 上記の付与対象者は、平成10年６月26日開催の定時株主総会終結時に在職していた当社取締役、当社執行役員及び当社従
業員であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は44,000株となっております。 
２ 新株発行価額 
  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、
権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき
は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 
(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 
① 平成12年６月27日から平成13年６月26日まで   25％ 
② 平成13年６月27日から平成14年６月26日まで   50％ 
③ 平成14年６月27日から平成15年６月26日まで   75％ 
④ 平成15年６月27日から平成20年６月26日まで  100％ 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利
を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる
権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成10年６月26日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当
社と付与対象者との間で締結した権利付与契約による。 

決議年月日 平成10年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  15
執行役員 20 
部店長又は部店長と同等以上の職責を持つ従業員 217 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計877,500株を上限とする。
個別の取締役に対する付与株数は5,000株から25,000株とする。 
個別の執行役員に対する付与株数は5,000株から10,000株とする。 
個別の従業員に対する付与株数は一律2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,012 (注)２

新株予約権の行使期間 平成12年６月27日～平成20年６月26日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他
の処分をすることができない。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



② 平成11年６月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの 
旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する

ことを、平成11年６月29日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 
  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成11年６月29日開催の定時株主総会終結時に在職する当社取締役、当社執行役員及び当社従業員

のうち、同総会の招集を通知した書面の対象者名簿に記載の者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は1,414,000株となっております。 

２ 新株発行価額 

  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、

権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 

(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成13年６月30日から平成14年６月29日まで   25％ 

② 平成14年６月30日から平成15年６月29日まで   50％ 

③ 平成15年６月30日から平成16年６月29日まで   75％ 

④ 平成16年６月30日から平成21年６月29日まで  100％ 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利

を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる

権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成11年６月29日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当

社と付与対象者との間で締結した権利付与契約による。 

  

決議年月日 平成11年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  13
執行役員 21 
管理職課長又は管理職課長と同等以上の職責を持つ従業員 761 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計2,013,000株を上限とする。
個別の取締役に対する付与株数は20,000株から100,000株とする。 
個別の執行役員に対する付与株数は10,000株から20,000株とする。 
個別の従業員に対する付与株数は1,000株から2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,812 (注)２

新株予約権の行使期間 平成13年６月30日～平成21年６月29日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他
の処分をすることができない。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



③ 平成12年６月29日開催の定時株主総会決議に基づくもの 
旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する

ことを、平成12年６月29日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 
  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成12年６月29日開催の定時株主総会終結時に在職する当社取締役、当社執行役員及び当社従業員

のうち、同総会の招集を通知した書面の対象者名簿に記載の者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は1,660,000株となっております。 

２ 新株発行価額 

  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、

権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  
  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 

(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成14年６月30日から平成15年６月29日まで   25％ 

② 平成15年６月30日から平成16年６月29日まで   50％ 

③ 平成16年６月30日から平成17年６月29日まで   75％ 

④ 平成17年６月30日から平成22年６月29日まで  100％ 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利

を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる

権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成12年６月29日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当

社と付与対象者との間で締結する権利付与契約による。 

  

決議年月日 平成12年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  13
執行役員 23 
管理職課長又は管理職課長と同等以上の職責を持つ従業員 742 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計2,186,000株を上限とする。
個別の取締役に対する付与株数は20,000株から100,000株とする。 
個別の執行役員に対する付与株数は10,000株から20,000株とする。 
個別の従業員に対する付与株数は1,000株から2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,160 (注)２

新株予約権の行使期間 平成14年６月30日～平成22年６月29日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他
の処分をすることができない。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



④ 平成13年６月28日開催の定時株主総会決議に基づくもの 
旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与する

ことを、平成13年６月28日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 
  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成13年６月28日開催の定時株主総会終結時に在職する当社取締役、当社執行役員及び当社従業員

のうち、同総会の招集を通知した書面の対象者名簿に記載の者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株引受権の目的たる株式の数は1,739,000株となっております。 

２ 新株発行価額 

  権利を付与する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値の金額(１円未満の端数は切り上げ)とし、また、当該金額が権利付与日の終値を下回る場合は、

権利付与日の終値とする。 

  なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換および新株引受権の行使の場合を除く)するとき

は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、当社が当社普通株式の併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整するものとし、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使についての条件 

(1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。なお、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成15年６月29日から平成16年６月28日まで   25％ 

② 平成16年６月29日から平成17年６月28日まで   50％ 

③ 平成17年６月29日から平成18年６月28日まで   75％ 

④ 平成18年６月29日から平成23年６月28日まで  100％ 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った後も、これを行使することができる。また、権利

を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いずれの場合にも、(3)に掲げる

権利付与契約に定める条件による。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成13年６月28日開催の当社定時株主総会決議およびその後の取締役会決議に基づき、当

社と付与対象者との間で締結する権利付与契約による。 

  

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  ９
執行役員 25 
管理職課長又は管理職課長と同等以上の職責を持つ従業員 766 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計1,963,000株を上限とする。
個別の取締役に対する付与株数は20,000株から100,000株とする。 
個別の執行役員に対する付与株数は10,000株から20,000株とする。 
個別の従業員に対する付与株数は1,000株から2,500株とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,912 (注)２

新株予約権の行使期間 平成15年６月29日～平成23年６月28日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他
の処分をすることができない。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

株式併合の比率 



⑤ 平成14年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株予約

権を発行することを、平成14年６月26日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 
  

(注) １ 上記の付与対象者は、平成14年７月８日開催の当社取締役会決議に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は1,851,000株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

  行使価額は、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除

く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（１円未満の端数は切り上げ）とし、また、そ

の金額が発行日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。

  なお、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使

ならびに「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく転換社債の転換および商法

第280条ノ19に規定する新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株

価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

  また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併

または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

決議年月日 平成14年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役  ４   当社子会社取締役   65
当社従業員  30   当社子会社執行役員  36 
           当社子会社従業員  1,142 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計3,750,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の
算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じ
る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数
の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会
社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を
調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり659,000(１株当たり1,318） (注)２

新株予約権の行使期間 平成16年６月27日～平成24年６月26日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



⑥ 平成15年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプシ

ョンとして新株予約権を発行することを、平成15年６月26日開催の定時株主総会において決議されたものであり

ます。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成15年７月３日開催の当社取締役会決議に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は409,000株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

  行使価額は、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除

く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、

その金額が発行日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を下回る場合は、当該終値を行使価額とす

る。 

  なお、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使

ならびに「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく転換社債の転換および商法

第280条ノ19に規定する新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己

株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株

価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

  また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併

または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

決議年月日 平成15年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社従業員  24   当社子会社取締役   50
           当社子会社執行役員  22 
           当社子会社従業員   891 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計1,325,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の
算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じ
る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数
の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会
社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を
調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり538,000(１株当たり1,076） (注)２

新株予約権の行使期間 平成17年６月27日～平成25年６月26日

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



⑦ 平成15年６月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型スト

ックオプションとして新株予約権を発行することを、平成15年６月26日開催の定時株主総会において決議された

ものであります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成15年７月３日開催の当社取締役会決議に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は234,500株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取

締役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約

権を行使できるものとする。 

(2) 前記(1)にかかわらず、平成34年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成

34年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

(3) 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

  

決議年月日 平成15年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役                ７
日興コーディアル証券株式会社の取締役   ８ 
日興コーディアル証券株式会社の執行役員  ５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計510,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の
算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じ
る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数
の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会
社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を
調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり500(１株当たり１) (注)２

新株予約権の行使期間 平成15年７月17日～平成35年６月26日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―



⑧ 平成16年６月24日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型スト

ックオプションとして新株予約権を発行することを、平成16年６月24日開催の定時株主総会において決議された

ものであります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成16年７月８日の代表執行役社長の決定に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は238,500株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取

締役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約

権を行使できるものとする。 

(2) 前記(1)にかかわらず、平成35年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成

35年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

(3) 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

  

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役                ７
当社執行役                １ 
日興コーディアル証券株式会社の取締役   ７ 
日興コーディアル証券株式会社の執行役員  ５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計480,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の
算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じ
る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数
の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会
社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を
調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり500(１株当たり１) (注)２

新株予約権の行使期間 平成16年７月23日～平成36年６月24日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―



⑨ 平成17年６月23日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型スト

ックオプションとして新株予約権を発行することを、平成17年６月23日開催の定時株主総会において決議された

ものであります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成17年８月25日の代表執行役社長の決定に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は535,000株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、または日興コーディアル証券株式会社の取

締役および執行役員のいずれの地位も喪失した日のそれぞれ翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から新株予約

権を行使できるものとする。 

(2) 前記(1)にかかわらず、平成36年６月30日に至るまでに新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成

36年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

(3) 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

  

決議年月日 平成17年６月23日

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役                ７
当社執行役                １ 
日興コーディアル証券株式会社の取締役   12 
日興コーディアル証券株式会社の執行役員  12 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計735,000株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の
算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じ
る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数
の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会
社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を
調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり500(１株当たり１) (注)２

新株予約権の行使期間 
平成17年６月24日から平成37年６月23日までの範囲内で、当社取締役
会または取締役会の決議による委任を受けた執行役が決定する。 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―



⑩ 平成18年７月13日開催の取締役会決議に基づくもの 

会社法第238条および第240条の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型ストックオプションとして

新株予約権を発行することを、平成18年７月13日開催の取締役会において決議されたものであります。 
  

(注) １ 付与対象者は、平成17年８月25日の代表執行役社長の決定に基づき新株予約権の割当てを受けた者であります。 

  なお、平成19年３月31日現在の新株予約権の目的となる株式の数は269,000株となっております。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

  各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの

払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、権利行使期間内において、当社の取締役および執行役のいずれの地位も喪失した日、の翌日（以下、

「権利行使開始日」という。）から、募集新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、

権利行使開始日から５年間に限り、募集新株予約権を行使することができる。 

(2) 前記(1)にかかわらず、新株予約権者は、権利行使期間内において、割当日の翌日から19年を経過する日に至までに権

利行使開始日を迎えなかった場合には、当該19年を経過する日の翌日以降、募集新株予約権を行使できるものとする。

(3) 上記(1)において、権利行使開始日から上記(1)ただし書に規定する期間が満了した場合には、当該機関の満了日の翌日

以降、新株予約権者は募集新株予約権を行使することができなくなるものとする。 

(4) 募集新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

決議年月日 平成18年７月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役                ９

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 

合計405,500株を上限とする。
ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の
算式により付与株式数を調整するものとし、調整の結果生じる１株未
満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が
生じたときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり500(１株当たり１) (注)２

新株予約権の行使期間 平成18年７月29日～平成38年７月28日

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとす
る。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３項、旧商法第221条第６項および会社法第155条第７項による普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

(注) 当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りおよび売

渡しによる株式数は含めておりません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年６月23日)での決議状況 
(取得期間平成18年６月26日～平成19年５月25日) 

20,000,000 40,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式の総数及び価額の総額 20,000,00 40,000,000,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0 

取得期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 298,484 410,153,964 

当期間における取得自己株式 131,823 224,211,117 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株)
処分価額の
総額(円) 

株式数(株) 
処分価額の 
総額(円) 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取
得自己株式 

― ― ― ―

その他 
(単元未満株式の売渡しを行った取得自己株式) 

8,095 10,101,554 357 448,080

保有自己株式数 12,033,050 ― 12,164,516 ―



３ 【配当政策】 

当社の配当方針は、財務体質の強化を図りながら、連結ベースの利益に応じて積極的な利益配分を行うことを基本

方針としております。 

配当の決定機関は取締役会であります。 

当社は、株主の皆様へいち早く経営成果をお届けできるよう、当事業年度より四半期ごとに配当を実施する制度を

導入し、第１四半期に６円、第２四半期に６円、第３四半期に10円、第４四半期に２円の配当を実施いたしました。

なお、第４四半期の連結当期純利益には、連結納税制度の適用による増加分が19,584百万円含まれておりますが、こ

れは、当事業年度の事業活動による経営成果とはいえないことから、配当金算定の基礎から除きました。また、第４

四半期配当金の決定にあたっては、財務基盤の安定性の維持や過年度の決算訂正による業績への影響、および１株当

たり年間配当の最低８円という当社の配当方針等を総合的に勘案し、配当金を２円と決定しました。連結当期純利益

（78,128百万円）から連結納税制度の適用による影響額（19,584百万円）を除いた連結当期純利益（58,544百万円）

をもとに計算した配当性向は、40％となっております。 

なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の分配は、以下のとおりであります。 

  

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によっております。 

２ 平成17年９月１日付けで当社発行済株式２株を１株に併合しており、併合前の株価を記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によっております。 

決議年月日 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成18年７月31日 
取締役会決議 

5,782 6.00 

平成18年10月26日 
取締役会決議 

5,782 6.00 

平成19年２月１日 
取締役会決議 

9,638 10.00 

平成19年５月25日 
取締役会決議 

1,931 2.00 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 775 (注)２ 810 (注)２ 737 (注)２ 2,045 1,997 

最低(円) 314 (注)２ 286 (注)２ 437 (注)２ 451 (注)２ 984 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 1,499 1,433 1,500 1,418 1,411 1,699

最低(円) 1,302 1,294 1,099 1,184 984 1,140



５ 【役員の状況】 

(1) 取締役の状況 

  
  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
(千株) 

取締役 
会長 

― 
ダグラス・

エル・ピー

ターソン 
昭和33年８月５日生 

昭和60年６月

平成10．６ 
  
  

  12．10 
  

  12．10 
  

  12．10 
  

  14．２ 
  

  16．６ 
  

  16．６ 
  16．６ 
  17．６ 
  17．８ 

  
  19．６ 
  19．６ 

  
  

  19．６ 

シティバンク、エヌ・エイ入行

シティグループ・インク マネージン

グ・ディレクター、オーディット・アン

ド・リスク・レビュー 
シティグループ・インク チーフ・オー

ディター 
シティコープ チーフ・オーディター兼

務 
シティバンク、エヌ・エイ チーフ・オ

ーディター兼務 
シティグループ・インク マネジメン

ト・コミッティー・メンバー（現任） 
シティバンク、エヌ・エイ在日支店会長

兼最高経営責任者 
日興シティグループ証券株式会社 取締役 
当社取締役 
当社取締役退任 
シティグループ・インク オペレーティ

ング・コミッティー・メンバー（現任） 
シティバンク、エヌ・エイ在日支店退任 
シティ・ジャパン準備株式会社代表取締

役兼チーフ・エグゼクティブ・オフィサ

ー（現任） 
当社取締役会長（現任） 

(注)１ ―

取締役 
共同 
会長 

― 木村 一義 昭和18年11月12日生 

昭和42年４月

平成８．６ 
  10．２ 
  12．３ 
  12．12 
  13．１ 

  
  13．６ 

  
  13．10 
  14．１ 

  
  14．６ 
  15．６ 
  15．６ 

  
  16．３ 

  
  17．３ 
  17．６ 

  
  17．６ 

  
  19．２ 
  19．６ 

当社入社

当社取締役 
当社専務取締役 
当社取締役副社長 
当社取締役副社長退任 
日興アセットマネジメント株式会社取締

役副社長 
日興アセットマネジメント株式会社取締

役社長 
当社取締役 
日興アセットマネジメント株式会社取締

役会長 
当社取締役退任 
日興アセットマネジメント株式会社退任 
日興アントファクトリー株式会社取締役

会長 
株式会社シンプレクス・インベストメン

ト・アドバイザーズ取締役会長 
日興アントファクトリー株式会社退任 
株式会社シンプレクス・インベストメン

ト・アドバイザーズ取締役会長退任 
日興コーディアル証券株式会社取締役会

長（現任） 
当社代表執行役会長 
当社取締役共同会長兼代表執行役（現

任） 
＜主な兼職＞ 
日興コーディアル証券株式会社取締役会

長 

(注)１ 1



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
(千株) 

取締役 ― 桑島 正治 昭和30年１月２日生 

昭和52年４月

平成３．８ 
  11．４ 

  
  11．５ 
  11．６ 

  
  11．９ 
  12．３ 
  13．１ 
  13．３ 
  13．10 
  16．６ 
  17．２ 
  18．２ 
  18．６ 

  
  18．12 

  
  19．２ 

当社入社

株式会社日興システムセンター出向 
〔日興ビジネスシステムズ株式会社執行

役員〕 
〔同社執行役員退任〕 
当社執行役員 事務・システム共同担当

（グループＩＴ戦略統括） 
グループＩＴ部長兼務 
グループＩＴ担当兼グループＩＴ部長 
グループＩＴ担当 
テクノロジー担当 
当社取締役テクノロジー担当委嘱 
当社執行役テクノロジー部門執行役委嘱 
ＩＴ部門執行役委嘱 
ビジネス企画部門執行役兼任委嘱 
当社取締役兼執行役 ビジネス企画部門執

行役兼ＩＴ部門執行役委嘱 
当社取締役兼代表執行役社長ビジネス企

画部門執行役兼ＩＴ部門執行役委嘱 
当社取締役兼代表執行役社長（現任） 

(注)１ 9 

取締役 監査特命取締役 松垣 哲夫 昭和27年５月８日生 

平成12年７月

  12．12 
  14．３ 

  
  14．12 

  
  16．３ 
  18．２ 
  18．６ 

当社入社

法務部長 
兼日興コーディアル証券株式会社経営業

務部法務課 
法務部長兼日興コーディアル証券株式会

社法務部長 
監査委員会室長 
当社顧問 
当社取締役（現任） 

(注)１ ― 

取締役 ― 井上 直樹 昭和31年11月21日生 

昭和55年４月

平成９．４ 
  

  ９．11 
  12．９ 

  
  13．４ 
  15．４ 
  16．８ 

  
  17．１ 

  
  17．５ 

  
  18．12 
  19．６ 
  19．６ 

株式会社日本長期信用銀行入行

ナットウェスト証券会社 東京支店業務

企画部長 
同社取締役支店長 
ジェネラル・リ・ファイナンシャル・プ

ロダクツ 取締役東京支店長 
ジェン・リ証券会社 取締役東京支店長 
マネックス証券株式会社 戦略事業部長 
マネックス・ビーンズ・ホールディング

ス株式会社 ＣＥＯ室新規事業担当 
シティバンク、エヌ・エイ 在日支店 

マネージングディレクター戦略企画部長 
シティコープ証券会社 取締役社長兼東

京支店長 
シティバンク証券株式会社取締役社長 
シティバンク証券株式会社退任 
当社取締役兼執行役副社長国際・金融関

連事業部門執行役委嘱（現任） 

(注)１ ― 

取締役 ― 渡邉 淑夫 昭和８年１月24日生 

昭和54年７月

  61．７ 
  63．７ 
平成２．７ 
  ３．８ 
  ４．４ 
  13．４ 
  15．６ 
  16．６ 

国税庁法人税課課長補佐

東京国税局調査部調査審理課長 
東京国税局直税部訟務官室長 
芝税務署長 
税理士登録・渡辺研究室主宰 
青山学院大学経営学部教授 
青山学院大学名誉教授（現任） 
当社監査役 
当社取締役（現任） 

(注)１ ― 

取締役 ― 松本 啓二 昭和15年９月27日生 

昭和40年４月

  40．４ 
  46．７ 

  
  47．７ 
  50．２ 
平成12．３ 

  
  14．12 
  16．６ 
  19．１ 

弁護士登録（第二東京弁護士会）

森良作法律事務所勤務 
米国ニューヨーク市リード・アンド・プ

リースト法律事務所勤務 
柳田濱田法律事務所パートナー 
濱田松本法律事務所パートナー 
日興プリンシパル・インベストメンツ株

式会社監査役（現任） 
森・濱田松本法律事務所特別顧問 
当社取締役（現任） 
松本法律事務所代表（現任） 

(注)１ ― 



  

(注) １ 取締役の任期は平成19年６月22日後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のときま

でです。 

２ 渡邉淑夫、松本啓二、スティーブン・アール・ヴォルク、林原行雄、山本裕二の５氏は、会社法第２条第15号に定める

「社外取締役」であります。 

３ 当社の委員会体制については次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
(千株) 

取締役 ― 
スティーブ

ン・アール 
・ヴォルク 

昭和11年４月22日生 

昭和35年８月

  
  43．５ 
  63．３ 
平成２．３ 
  13．８ 

  
  14．１ 
  16．７ 
  19．６ 

シャーマン・アンド・スターリング法律

事務所入所 
同事務所パートナー 
同事務所デピュティ シニア パートナー 
同事務所シニア パートナー 
クレディ スイス ファースト ボストン副

会長 
同社会長 
シティグループ・インク副会長（現任） 
当社取締役（現任） 

(注)１ ― 

取締役 ― 林原 行雄 昭和20年４月16日 

昭和43年４月

平成８．６ 
  ９．６ 
  10．５ 
  11．６ 
  14．６ 
  17．６ 
  18．１ 
  18．１ 

  
  18．６ 

  
  19．６ 

株式会社日本勧業銀行入行

株式会社第一勧業銀行取締役企画部長 
同行取締役本店審議役 
同行常務取締役 
北越製紙株式会社常務取締役 
同社専務取締役 
日本土地建物株式会社特別顧問 
同社執行役員（現任） 
日土地綜合設計株式会社取締役社長（現

任） 
日興コーディアル証券株式会社監査役

（現任） 
当社取締役（現任） 

(注)１ ― 

取締役 ― 山本 裕二 昭和23年10月16日 

昭和50年４月

平成２．９ 
  

  ２．９ 
  ８．６ 

  
  11．６ 
  14．４ 
  14．８ 
  14．10 
  15．10 

  
  16．10 
  18．11 
  19．４ 

  
  

  19．６ 

アーサーアンダーセン東京事務所入所

アーサーアンダーセン ワールドワイド 

パートナー 
井上斎藤英和監査法人代表社員 
朝日アーサーアンダーセン株式会社代表

取締役 
同社取締役社長 
同社取締役会長 
ＫＰＭＧコンサルティング株式会社顧問 
ベリングポイント株式会社顧問 
ＡＳＧアドバイザーズ株式会社取締役社

長 
国際自動車株式会社取締役社長 
公認会計士山本裕二事務所代表（現任） 
株式会社ヒューロン コンサルティング 

グループ取締役社長兼チーフ・エグゼク

ティブ・オフィサー（現任） 
当社取締役（現任） 

(注)１ ― 

計 10 

指名委員会 委員長 桑島正治 委員 渡邉淑夫 委員 松本啓二 

  委員  林原行雄 委員 ダグラス・エル・ピーターソン 

報酬委員会 委員長 松垣哲夫 委員 松本啓二 委員 山本裕二 

監査委員会 委員長 渡邉淑夫 委員 松本啓二 委員 林原行雄 

  委員  山本裕二     



(2) 執行役の状況 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
(千株) 

代表執行役   木村 一義 (1)取締役の状況参照 同左 同左 同左

代表執行役
社長   桑島 正治 (1)取締役の状況参照 同左 同左 同左

執行役 
副社長 

事業戦略部
門執行役 小笠原 範之 昭和26年７月15日生 

昭和51年４月

平成10．２ 
  10．12 
  12．６ 
  13．３ 
  13．10 
  13．10 
  14．３ 

  
  16．２ 
  16．２ 

  
  16．６ 
  16．８ 

  
  17．２ 

  
  

  17．４ 
  

  19．２ 
  

当社入社

人事部長 
当社執行役員人事担当兼経営企画担当 
当社取締役 
コンサルティング業務担当委嘱 
当社取締役退任 
日興コーディアル証券株式会社取締役 
同社常務執行役員金融法人・公共法人本

部長 
同社常務執行役員退任 
日興ビーンズ証券株式会社代表取締役社

長 
当社執行役 
マネックス・ビーンズ・ホールディング

ス株式会社代表取締役会長 
日興ビーンズ証券株式会社代表取締役社

長退任 
当社ホールセール・ビジネス担当委嘱 
マネックス・ビーンズ・ホールディング

ス株式会社代表取締役会長退任 
当社執行役副社長 事業戦略部門執行役委

嘱（現任） 

(注) ―

執行役 
副社長 

グループ統
制部門執行
役 

井田 和夫 昭和25年８月６日生 

昭和48年４月

平成11．２ 
  

  12．３ 
  

  13．３ 
  13．10 
  15．３ 
  16．３ 
  17．６ 

  
  19．２ 

  
  19. ６ 

当社入社

プライベート・バンキング・職域営業副

担当 
当社執行役員第三営業担当兼プライベー

トバンキング・職域営業本部長 
コンサルティング業務担当 
日興コーディアル証券株式会社取締役 
同社常務取締役 
同社専務取締役 
同社専務取締役退任 
当社取締役 
当社取締役兼執行役副社長グループ統制

部門執行役委嘱 
当社執行役副社長グループ統制部門執行

役委嘱（現任） 

(注) ―

執行役 
副社長 

国際・金融
関連事業部
門執行役 

井上 直樹 (1)取締役の状況参照 同左 同左 同左 

執行役 
常務 

コミュニケ
ーション部
門執行役 

松井 安雄 昭和32年５月６日生 

昭和56年４月

平成10．12 
  13．９ 
  16．３ 

  
  17．２ 

  
  18．２ 
  19．２ 

  
  

当社入社

金融商品部長 
リテール事業推進部長 
日興コーディアル証券株式会社執行役員

リテール事業推進担当 
同社取締役リテール事業推進担当兼お客

様サービスセンター担当委嘱 
同社常務取締役 
同社退任 
当社執行役常務コミュニケーション部門

執行役委嘱（現任） 

(注) ―



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
(千株) 

執行役 経営管理部
門執行役 高橋 榮一 昭和35年８月30日生 

昭和58年４月

平成16．３ 
  17．２ 

  
  17．６ 
  18．２ 
  18．６ 
  18．12 
  19．２ 
  19．６ 

当社入社

経営企画部長 
グループ企画部長兼金融証券制度研究所

長 
グループ企画部長 
当社執行役経営管理部門執行役委嘱 
当社取締役兼執行役 
コミュニケーション部門執行役兼任委嘱 
経営管理部門執行役委嘱（現任） 
当社執行役（現任） 

(注) ―

執行役 
グループ人
事部門執行
役 

森田  收 昭和37年２月17日生 

昭和59年４月

平成14．11 
  

  16．３ 
  

  18．２ 
  

  18．６ 
  19．６ 

当社入社

日興コーディアル証券株式会社投資信託

部長 
人事部長兼日興コーディアル証券株式会

社人事部長 
当社執行役 
財務部門執行役委嘱 
当社取締役兼執行役 
当社執行役グループ人事部門執行役委嘱

（現任） 

(注) 5

執行役 
グループリ
スク管理部
門執行役 

宮﨑 一仁 昭和28年５月５日生 

昭和52年４月

平成11．９ 
  12．12 
  15．９ 

  
  19．１ 
  19．１ 

  
  19．２ 

  

当社入社

商品総務部長 
証券事務企画部長 
日興コーディアル証券株式会社リスク管

理部長 
当社休職 
日興プリンシパル・インベストメンツ株

式会社出向（取締役） 
当社執行役グループリスク管理部門執行

役委嘱（現任） 

(注) ―

執行役 内部監査部
門執行役 吉原 雅巳 昭和32年３月20日生 

昭和54年４月

平成13．３ 
  13．９ 
  14．12 

  
  16．12 
  19．２ 

  

当社入社

業務監査部長 
コンプライアンス統括部長 
第一検査部長兼日興コーディアル証券株

式会社第一検査部長 
日興コーディアル証券株式会社検査部長 
当社執行役内部監査部門執行役委嘱（現

任） 

(注) ―

執行役   岩木川 雅司 昭和34年５月26日生 

昭和57年４月

平成10．12 
  13．３ 
  14．３ 

  
  17．２ 
  17．９ 
  18．２ 

  
  19．２ 

  
  
  

当社入社

営業企画部長 
商品企画部長 
日興コーディアル証券株式会社執行役員

商品本部共同本部長 
同社常務取締役商品担当委嘱 
同社情報担当兼任委嘱 
同社専務取締役リテール営業支援担当兼

職域メディア営業本部長委嘱 
同社企画部門統轄兼海外業務担当兼企画

担当兼ホールセール事業推進担当委嘱

（現任） 
当社執行役（現任） 

(注) 5



  

(注) 執行役の任期は平成19年６月22日後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のときまで

です。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
(千株) 

執行役 ＩＴ部門執
行役 伊藤 正和 昭和34年10月12日生 

昭和58年４月

  
  

平成13．３ 
  13．４ 

  
  

  16．４ 
  19．２ 

  
  

当社入社

休職・株式会社日興システムセンター出

向 
当社退社 
ファイナンシャル・ネットワーク・テク

ノロジーズ株式会社入社（現 日興シス

テムソリューションズ株式会社） 
同社執行役員 
同社退任 
当社執行役ＩＴ部門執行役兼グループＩ

Ｔ部長委嘱（現任） 

(注) ―

執行役 財務部門執
行役 

ジョン・ 
ダーキン 昭和35年４月18日 

平成６年７月

  
  ９．４ 
  ９．９ 

  
  10．０ 
  12．８ 
  13．９ 
  13．９ 
  13．11 
  13．11 

  
  

  14．６ 
  14．８ 

  
  

  15．６ 
  

  15．６ 
  

  18．４ 
  18．４ 

  
  19．６ 

味の素ゼネラルフーヅ株式会社情報シス

テムセンター長 
同社財務部長兼情報システムセンター長 
株式会社ナイキジャパン情報システム本

部長 
同社財務・情報システム本部長 
同社代表取締役副社長 
ボーダフォン・グループPlc入社 
ジェイフォン株式会社取締役 
同社専務取締役財務・調達本部長 
ジェイフォン・ファイナンス株式会社

（現ボーダフォン・ファイナンス株式会

社）代表取締役（現任） 
日本テレコム株式会社取締役 
日本テレコムホールディングス株式会社

（旧日本テレコム）取締役専務執行役員

財務経理部長 
ジェイフォン株式会社取締役、代表執行

役最高財務責任者 
日本テレコムホールディングス株式会社

取締役、代表執行役最高財務責任者 
ボーダフォン・アジアパシフィック社長 
シティバンク、エヌ・エイ在日支店マネ

ージングディレクター（現任） 
当社執行役財務部門執行役委嘱（現任） 

(注) ―

計 20



  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社グループでは、株主価値の追求および持続的な発展を遂げていくために、グローバルに通用するコーポレー

ト・ガバナンス体制を構築することが経営の最重要課題のひとつであると認識しております。その実現に向け、より

一層の監督機能の強化、経営の透明性・迅速性の向上等を目的に委員会設置会社体制を採用しており、社外取締役が

過半数を占める指名・報酬・監査の３委員会を置くともに、取締役会で選任された執行役が権限委譲を受け、業務執

行に専念できる体制を敷いております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

  

① 取締役会 

取締役会は、社外取締役５名を含め10名の取締役で構成され、少人数で迅速な意思決定が可能な体制のもと

で、効率的な運営を行っております。 

  

② 各種委員会 

イ 法定の委員会 

(イ)指名委員会：株主総会に提出する取締役選任・解任議案の内容決定などを行います。委員は、取締役の桑

島正治（委員長）、および社外取締役の渡邉淑夫、松本啓二、林原行雄、取締役のダグラ

ス・エル・ピーターソンの５名であります。 

(ロ)報酬委員会：取締役・執行役が受ける個人別報酬の内容決定などを行います。委員は、非執行の取締役で

ある松垣哲夫（委員長）、および社外取締役の松本啓二、山本裕二の３名であります。 

(ハ)監査委員会：取締役・執行役の職務執行監査などを行います。委員は、社外取締役の渡邉淑夫（委員

長）、松本啓二、林原行雄、山本裕二の４名であります。 

  

ロ 任意設置の委員会 

(イ)経営倫理委員会 

当社グループの経営の諸問題に関する情報を収集し、リスク管理に関する全般的方針および具体的方針の

協議決定 

(ロ)経営委員会 

当社グループの経営戦略事項等の協議決定 

(ハ)ＣＳＲ委員会 

当社グループの社会的責任に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

(ニ)ディスクロージャー委員会 

当社グループの開示統制の構築・運営・モニタリングに関する事項等の協議決定 

(ホ)ＩＴ委員会 

当社グループのＩＴに関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

(ヘ)営業投資委員会 

当社グループの投資に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

(ト)戦略投資委員会 

当社グループの戦略投資に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

(チ)グループ人事委員会 

当社グループの人事・報酬に関する全般的方針、具体的方針、重要な個別事項の協議決定 

  



③ 業務執行 

執行役は13名で、以下に掲げる部門執行役が、取締役会から業務執行に関する権限委譲を受け、業務執行に専

念する体制を構築しております。 

イ 内部監査部門執行役 

当社グループの内部統制システムの検証等に関する業務の指揮・統括 

ロ 財務部門執行役 

当社グループの資本政策・財務戦略全般の総括に関する業務等の指揮・統括 

ハ グループ人事部門執行役 

当社グループ役社員の人事全般の総括に関する業務の指揮・統括 

ニ グループ統制部門執行役 

経営管理部門とグループリスク管理部門の指揮・統括 

ホ 経営管理部門執行役 

当社グループの経営方針・事業戦略全般、人事全般、法務全般に関する業務等の指揮・統括 

ヘ グループリスク管理部門執行役 

当社グループのリスク管理全般に関する業務等の指揮・統括 

ト 事業戦略部門執行役 

当社グループの事業戦略、戦略投資に係る企画・立案に関する業務等の指揮・統括 

チ 国際・金融関連事業部門執行役 

当社グループの国際事業戦略・金融関連事業戦略の企画・立案に関する業務の指揮・統括 

リ コミュニケーション部門執行役 

当社グループの広報活動、ＩＲ活動、ブランドの総括および広告・宣伝全般に関する業務の指揮・統括 

ヌ ＩＴ部門執行役 

当社グループのＩＴの総括および職務発明に関する業務の指揮・統括 

  
  

 
  

当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。また、当社は、機動的な資本政策を可能とするた

めに、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項については、法令に特段の定めがある場合を除き、

取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めております。 

  

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、取締役会において「内部統制基本方針」を制定し、本方針に

従って内部統制システムを整備しております。 



  

④ 内部統制システムの整備状況 

当社グループの内部統制には、ＰＤＣＡサイクル（Plan=計画、Do=実行、Check=評価、Action=改善）を導入し

ております。グループ統制部門執行役の統括のもと、内部統制システムを構築する経営管理部門と、リスクの監

視や点検を行うグループリスク管理部門が、当社グループの内部統制におけるＰＤＣＡサイクルの確立を図って

おります。 

  
  

 
  

Plan（計画） 

  

：グループ企画部が設計した内部統制の枠組みのもと、内部統制室が、子会社の

実態を精査し、リスクが適切に管理される業務プロセスを構築します。 

Do（実行） 

  

：全てのグループ会社において、持株会社と連携をはかりつつ、内部統制、モニ

タリング、内部監査の充実・強化につとめつつ、業務を推進します。 

Check（評価） 

  

  

：グループリスク管理部門に属するグループリスク管理部がグループ各社から直

接的かつ適時・適確にリスク情報を収集、全体のリスクを一括管理します。そ

のために必要な情報収集はガバナンスモニター室が行います。 

Action（改善） 

  

  

：グループリスク管理部門で浮かび上がった問題点を組織的に改善するため、グ

ループ制部門執行役が実務上の統括責任者として経営管理部門に改善を指示し

ます。 



⑤ リスク管理体制 

当社グループのリスク管理体制は、グループリスク管理部門がグループ各社から直接的かつ適時・的確にリス

ク情報を収集、全体のリスクを一括管理し、同部門を通じてリスク情報が経営倫理委員会に集約されます。経営

倫理委員会では、外部の専門家や有識者によるアドバイザーチームを必要に応じて組み入れ、リスク情報の中か

ら認識された経営の諸問題について調査および審議を行い、その結果を取締役会、監査委員会及び経営委員会に

適宜報告します。また同委員会では、当社グループ全体のリスクマネジメントに関する事項について協議・決定

します。 

なお、「リスク管理規程」において管理するリスクを定義し、管理方法の基本方針を示すとともに、個別のリ

スク管理に関する規程やガイドライン、マニュアル類を制定し実効性のある体制を構築しております。あわせて

「危機管理規程」においてリスクが顕在化した場合の対応を定めております。 

  

⑥ 監査体制 

当社は委員会設置会社であり、全員が社外取締役である監査委員会を設置しております。監査委員会による監

査を補助するため、非執行の取締役（監査特命取締役）を置き、専任スタッフ６名により構成される監査委員会

室がサポートを行っております。また、内部監査部門執行役のもと、他部署とは独立した組織である内部監査部

が、当社およびグループ会社における内部統制システムの整備・運用状況とその有効性を横断的かつ継続的に点

検、評価するとともに、必要に応じて監査委員会をサポートする体制をとっております。 

会計監査人はあらた監査法人であり、監査を執行した公認会計士は以下のとおりです。なお、同監査法人は、

グループ全体の監査計画の概要を監査委員会に対して説明するとともに、四半期ごとに監査状況等の報告を行い

ます。 

      （注）継続監査年数については、７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士

を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構成されております。 

  

⑦ 社外取締役との関係 

社外取締役は、渡邉淑夫（青山学院大学名誉教授）、松本啓二（弁護士）、スティーブン・アール・ヴォルク

（シティグループ・インク副会長）、林原行雄（日土地綜合設計株式会社取締役社長）、山本裕二（株式会社ヒ

ューロン コンサルティング グループ取締役社長兼チーフ・エグゼクティブ・オフィサー）の５名が就任して

おり、当社との間に人的・資本的関係等の特別な利害関係はありません。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

山 手  章 

柴    毅 

あらた監査法人 

あらた監査法人 

― （注） 

― （注） 



⑧ コーポレート・ガバナンスの改善に向けた最近１年間における取組みの状況 

当社は、有価証券報告書等の一部訂正に係る一連の事態より、市場の信頼を傷つけ、社会からの信頼を大きく

損なうこととなりました。 

当社は、平成18年12月18日に有価証券報告書等を一部訂正する旨の発表を行い、当社株式は、同日より証券取

引所から監理ポストに割り当てられましたが、平成19年３月13日付けで監理ポスト割当てから解除されました。

また、解除決定と同時に、上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する注意勧告を受け、提出を求め

られた改善報告書を、平成19年３月26日に提出いたしました。 

こうした問題を引き起こした原因は、主として、当社のコーポレート・ガバナンスや内部統制、子会社管理シ

ステムの不十分さ、および、子会社の内部統制システムや内部管理機能の不備・不足にあったとの認識から、社

内機構の改革等を実行し、抜本的な改善策に着手しております。 

  

イ 経営倫理委員会の設置 

経営の諸問題に組織的に対応し、コーポレート・ガバナンスを強化するため、平成19年２月13日に設置しま

した。経営の透明性を確保し、財務ディスクロージャーの十分性を担保することを目的に、グループにおける

経営に及ぼす影響が大きいと考えられる企業体質や風土、組織上の問題、報酬制度などの諸問題に関する情報

を収集、そこで認識された問題点について、調査及び審議を行います。 

  

ロ 役員研修の実施 

役員研修を１年に最低４回開催します。コーポレート・ガバナンスの浸透を目的に、役員に経営者として要

求される知識・見識や判断の基礎となる情報を提供し、高い倫理観と行動規範、モラルの徹底を図ります。 

  

ハ 当社常勤役員の子会社役員兼務 

子会社への統制の観点から、当社常勤役員が子会社役員を兼務する際の適切な基準を定めております。基準

は、利益相反の有無、業務上牽制が適正に働くかどうかなどを検討し、十分なガバナンスが保たれる範囲にお

いて、役員兼務を認めております。なお、日興プリンシパル・インベストメンツ株式会社（以下、ＮＰＩ）に

おいては、平成19年２月13日に当社常勤役員の兼務を解消しています。 

  

ニ グループ統制部門執行役の新設 

当社グループの内部統制を統括する、「グループ統制部門執行役」を平成19年２月13日に新設しました。グ

ループ統制部門執行役は、内部統制システムの構築の推進等を行う「経営管理部門」と、当社グループのリス

クのモニタリングやチェック等を行うために同日新設した「グループリスク管理部門」とを統括する責任者と

して、ＰＤＣＡサイクルを通じたグループの内部統制システムの強化に努めてまいります。子会社管理を含め

た内部統制システムの強化・充実を図ります。 

  



  

ホ 内部統制室の設置 

ＣＥＯオフィス（平成18年12月18日に設置）を改組し、経営管理部門執行役の統括のもと、内部統制システ

ムの構築の推進等を行う「内部統制室」を新設しました。内部統制室は、子会社の実態を踏まえて、子会社に

独立した内部管理部門を設置させるなど、リスクが適切に管理される業務プロセスをグループ企画部とともに

構築します。また、平成21年３月期決算から導入が決定している「内部統制報告書制度」に対応し、当社及び

子会社に内部統制システムを構築していきます。 

  

ヘ グループリスク管理部門執行役、グループリスク管理部、ガバナンスモニター室の設置 

グループ全体のリスクを一括管理すること等を目的に「グループリスク管理部門執行役」を平成19年２月13

日に新設しました。グループリスク管理部門執行役は同日設置された「グループリスク管理部」、「ガバナン

スモニター室」を統括します。グループリスク管理部は、当社の各部署およびグループ各社のミドル部門から

直接的かつ適時・的確にリスク情報等を収集し、当社グループの全リスクを一括管理します。ガバナンスモニ

ター室は、グループリスク管理部の下部組織として、ガバナンス管理に必要な情報収集業務を行います。 

  

ト グループ全体の内部監査機能の強化 

異例事項を発見する機能を強化、自浄作用のある組織体を構築するため、グループ全体の内部監査業務従事

者を中期的に50名増員いたします。 

  

チ 財務部門執行役補佐の新設 

財務部門執行役の業務のサポートを通じ、業務執行に二重のチェックが効く体制を構築するため、平成19年

２月13日に「財務部門執行役補佐」を新設しました。今後さらに職務の負荷が増大する財務部門執行役の業務

執行に、欠缺が生じないように担保することも目的とします。 

  

リ 子会社監査役等との連携強化 

内部管理上のリスクの早期把握や、グループ会社監査役等との情報共有を目的として、当社監査委員とグル

ープ会社監査役とのグループ監査連絡会議を適宜開催し、連絡を蜜にしてまいります。 

  

ヌ ＮＰＩおよびマーチャントバンキング・ビジネスの抜本的な見直し 

ＮＰＩの内部統制システムの不備、役社員のモラルやコンプライアンス意識の欠如といった問題点に対し、

次の改善策を実施し、ＮＰＩのみなならずマーチャントバンキング・ビジネスを行っている他の子会社につい

ても、内部統制システムの強化・充実を図ります。 

  

(イ)マーチャントバンキング・ビジネス全般の今後の業務展開のあり方の見直し 

平成19年１月11日の経営委員会でビジネスの新規投資の停止を決議いたしました。マーチャントバンキン

グ・ビジネスを営む各社が、内部統制システムを再構築し、再構築後の内部統制システムの有効性を当社が

検証・確認することを、ビジネスを再開の条件とします。（平成19年５月18日、再構築後の内部統制システ

ムの有効性を検証・確認したため停止していた業務を再開いたしました。） 

  



  

(ロ)ＮＰＩにおける改善措置 

a  新会長の就任 

平成19年２月13日に、業務執行全般を総覧・牽制するとともに、ＮＰＩの事業戦略の抜本的見直しを行

うため、新会長が就任しました。 

  

b  内部管理専任担当取締役の新設 

全ての業務プロセスが適正に行われることを担保し、また、常に部門間における一定の牽制を効かせる

ため、平成19年１月18日に、投資事業部門（営業部門）・経営管理部門（事務部門）と完全に独立した内

部管理専任担当取締役を新設しました。内部管理専任担当取締役は、内部統制システム全体を所掌し、内

部管理体制の構築を指揮するとともに、業務プロセスにおける部門内及び部門間の働きを牽制します。 

  

c  ジェネラル・カウンシルの設置 

業務運営に関し、法務分野を中心としたチェック機能を強化するため、平成19年１月18日ジェネラル・

カウンシルを新設しました。ＮＰＩの業務執行の各プロセスが適法に遂行されていることを担保するほ

か、会社運営全般における法的アドバイスを行います。 

  

d  経営管理部門の体制整備 

従来ＮＰＩは、フロント業務を中心として組織全体の効率性を優先してきた傾向があり、経営管理部門

（事務部門）の業務を少数の担当者で担っていた結果、業務プロセスの適正性が担保されず、部門間の相

互牽制機能が作動しないという問題が生じました。この問題点に対応すべく、平成19年１月18日に、経営

管理部門長を取締役に委嘱するとともに、当該部門の要員を２名増員しました。また、経営管理部門の担

当業務の細分化を行い、相反関係にある複数の業務を特定して、異なる担当者を配置する体制としまし

た。 

  

e  業務プロセスの見直し 

ＮＰＩは、少人数の組織であり、柔軟・機動的に業務遂行できる反面、業務プロセスの規格化・文書化

（可視化）が軽視されてきたという問題がありました。これに対し平成18年12月下旬から、業務プロセス

の見直しと業務マニュアル化に着手しました。内部管理専任担当取締役を中心に推進し、外部コンサルタ

ントのレビューした結果に基づき、平成19年４月末までに業務マニュアル化を完了しました。 

  

f  報酬制度の見直し 

不適正な開示を引き起こした原因の１つの可能性として、特別調査委員会の調査報告書においてＮＰＩ

の報酬体系が指摘されました。外部コンサルタントを採用して報酬制度改正に着手し、平成19年４月末ま

でに、会計上の利益ではなくキャッシュベースの実現利益に基づいた報酬制度を構築しました。 

  

g  人材教育 

全役社員にモラルやコンプライアンス意識を浸透させるため、平成19年３月１日に人材教育責任者を配

置しました。人材教育責任者は、役社員の職業倫理やコンプライアンス意識の向上のため研修や法務・会

計等の業務に関連する制度の研修を計画し、一部は既に実施しています。 

  

当事業年度における取締役会および法定の委員会については、取締役会を15回、指名委員会を３回、報酬委員



会を４回、監査委員会を31回開催いたしました。 

  

(2) 各会社役員の報酬等の額またはその算定方法に係る決定に関する事項 

報酬委員会が決定した当該方針の内容の概要は、次のとおりです。 

  

当社は、取締役または執行役（以下、総称して「役員」）を対象とした『役員報酬制度』の運営にあたり、株主

重視経営を徹底する立場から、次の４点を基本方針としている。 

① 役員をして、当社グループの業績の向上への意欲を高め、株主価値の増大に資する制度設計であること 

② 社内外から優秀な人材の確保が可能な水準設定であること 

③ 役員がもてる経営能力を適正かつ最大限に発揮しうるよう、在任期間中の職務執行の内容・業績に対応し

た処遇であること 

④ 報酬委員会による客観性・合理性の高い個人別の報酬内容の決定プロセスであること 

  

役員報酬は「固定報酬」「役員賞与」および「株式型報酬」で構成され、具体的には、以下の通りである。 

  

＜固定報酬＞ 

固定報酬（月例報酬）は、各役員に対して、取締役・執行役の別、職位、および職務に応じて、以下の①、

②、③、または④の報酬を毎月支払う。 

① 基本報酬 

② 監査委員報酬 

③ 委員長報酬（法定の３委員会の委員長に支払う） 

④ 業務執行報酬 

  

＜役員賞与＞ 

役員賞与は、常勤の執行役に対して支給する。 

役員賞与の総額は、連結の当期純利益の一定割合（当期純利益の１％を上限）とし、連結業績、財務状況およ

び経営環境等を勘案して決定する。 

各役員の役員賞与額の決定にあたっては、年度毎の業務執行にかかる業績やグループ会社経営による成果など

総合的な評価を適切に反映させる。また、代表執行役を除く役員のうちグループ会社の役員を兼任する者につい

ては、当該グループ会社の業績に応じた一定額を、前述の役員賞与に加えて支給することがある。 

  



  

＜株式型報酬＞ 

株式型報酬は、執行役（原則として常勤の者）を対象とする。株式型報酬は、長期的な会社業績の向上・株価

と役員報酬との連動性を高めるために、新株予約権を割り当てるものである。割り当て個数は、役員賞与にかか

る個人別の報酬に即して決定する。 

  

(3) 当社が支払った役員報酬の内容（当事業年度計上額） 

取締役 ５名  96百万円  （うち社外取締役 ４名 66百万円） 

執行役 16名 851百万円 

  

(注) １ 当事業年度末現在の人員数は、取締役９名、執行役11名で、うち４名は取締役と執行役を兼務しており

ます。取締役と執行役の兼務者への支払額については、執行役への支払額に含めて記載しております。 

２ 上記金額には、役員賞与として本定時株主総会後に支払う予定の額165百万円、株主報酬型ストックオ

プションとしての取締役および執行役に割り当てた2006年７月発行新株予約権342百万円（報酬等とし

ての額）を含めて記載しております。 

３ 上記金額のほか、当事業年度中において、前事業年度に係る役員賞与549百万円の支払いと、平成15年

６月26日開催の第62回定時株主総会決議に基づく退任取締役慰労金1,017百万円の支払いがあります。 

  

(4) 当社の監査報酬等の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    869百万円（当事業年度契約額） 

  

(注) １ 金額は消費税等を含めておりません。 

２ 上記以外の業務に対する報酬はありません。 

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)ならびに同規則第46条および第68条の規定に基づき、当企業集団の主たる事業で

ある証券業を営む会社の財務諸表に適用される「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大蔵省令第32

号)および「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠して作成しており

ます。 

なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財

務諸表については中央青山監査法人により監査を受け、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表および当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表についてはあらた監査法人により監査を受けており

ます。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前事業年度 中央青山監査法人 

 前連結会計年度、当連結会計年度および当事業年度 あらた監査法人 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)         

流動資産         

現金・預金     636,047 526,083   

預託金     214,907 226,400   

トレーディング商品     4,141,202 4,360,382   

商品有価証券等   4,046,885 4,255,792     

デリバティブ取引   94,317 104,590     

有価証券     50,242 237   

営業投資有価証券 ※12   374,229 548,705   

たな卸資産     140,691 213,183   

信用取引資産     231,918 165,273   

信用取引貸付金   211,613 154,104     

信用取引借証券担保金   20,305 11,168     

有価証券担保貸付金     2,137,977 2,161,682   

借入有価証券担保金   1,848,402 1,624,428     

現先取引貸付金   289,575 537,253     

立替金     2,563 3,466   

募集等払込金     7,913 4,390   

短期差入保証金     71,599 7,944   

短期貸付金     7,308 29,188   

未収収益     40,588 36,713   

繰延税金資産     35,893 43,519   

その他     46,037 60,672   

貸倒引当金     △437 △774   

流動資産計     8,138,683 94.7 8,387,070 94.1 

固定資産         

有形固定資産 ※１   62,821 58,662   

建物     20,850 22,443   

器具・備品     6,763 6,514   

土地     32,656 27,909   

建設仮勘定     2,551 1,795   

無形固定資産     35,646 42,758   

電話加入権     730 725   

借地権     596 609   

その他 ※９   34,318 41,424   

投資その他の資産 ※１   353,987 428,570   

投資有価証券 ※２   232,251 257,320   

長期貸付金     75,899 86,679   

長期差入保証金     20,380 25,653   

繰延税金資産     19,534 22,400   

その他     18,755 42,673   

貸倒引当金     △12,833 △6,156   

固定資産計     452,455 5.3 529,992 5.9 

資産合計     8,591,138 100.0 8,917,062 100.0 



  

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

流動負債          

トレーディング商品     3,486,775   1,764,540  

商品有価証券等   3,227,063   1,644,309    

デリバティブ取引   259,712   120,230    

約定見返勘定     40,548 26,144   

信用取引負債     78,310 180,003   

信用取引借入金   15,903 109,843     

信用取引貸証券受入金   62,406 70,160     

有価証券担保借入金     1,280,837 1,043,270   

有価証券貸借取引受入金   460,966 628,130     

現先取引借入金   819,870 415,140     

預り金     263,057 209,074   

受入保証金     66,469 50,516   

短期借入金 ※５   1,290,854 3,283,443   

コマーシャル・ペーパー     40,200 43,500   

一年以内償還社債     43,453 185,238   

未払法人税等     40,009 28,930   

繰延税金負債     466 499   

賞与引当金     37,117 40,530   

その他     87,840 94,490   

流動負債計     6,755,940 78.7 6,950,181 77.9 

固定負債         

社債 ※５   364,556 483,242   

長期借入金 ※５   403,536 372,505   

繰延税金負債     26,693 13,656   

退職給付引当金     8,551 9,136   

その他     90,729 118,143   

固定負債計     894,068 10.4 996,684 11.2 

特別法上の準備金 ※６       

証券取引責任準備金     1,951 2,398   

金融先物取引責任準備金     2 8   

特別法上の準備金計     1,954 0.0 2,406 0.0 

負債合計     7,651,963 89.1 7,949,273 89.1 

(少数株主持分)         

少数株主持分     126,818 1.4 ― ― 

(資本の部)         

資本金 ※10   233,760 2.7 ― ― 

資本剰余金     177,171 2.1 ― ― 

利益剰余金     367,407 4.3 ― ― 

その他有価証券評価差額金     45,174 0.5 ― ― 

為替換算調整勘定     3,488 0.1 ― ― 

自己株式 ※11   △14,646 △0.2 ― ― 

資本合計     812,356 9.5 ― ― 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    8,591,138 100.0 ― ― 



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(純資産の部)               

株主資本               

資本金     ― ―   234,806 2.6 

資本剰余金     ― ―   178,218 2.0 

利益剰余金     ― ―   395,414 4.4 

自己株式     ― ―   △15,046 △0.1 

株主資本合計     ― ―   793,394 8.9 

評価・換算差額等               

その他有価証券評価差額金   ― ―   36,831 0.4 

繰延ヘッジ損益     ― ―   94 0.0 

為替換算調整勘定     ― ―   9,959 0.1 

評価・換算差額等合計     ― ―   46,885 0.5 

新株予約権     ― ―   243 0.0 

少数株主持分     ― ―   127,265 1.5 

純資産合計     ― ―   967,789 10.9 

負債・純資産合計     ― ―   8,917,062 100.0 



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

営業収益      

受入手数料   318,201 347,253  

委託手数料 92,163 68,897    

引受・売出手数料 40,658 36,713    

募集・売出しの取扱手数料 58,221 67,507    

その他の受入手数料 127,158 174,134    

トレーディング損益   76,898 61,949  

営業投資有価証券売買損益   17,470 4,771  

その他の商品売買損益   1 0  

金融収益   47,584 56,334  

その他の売上高   16,056 46,333  

営業収益計   476,211 516,642  

金融費用   44,451 57,092  

売上原価   10,970 27,115  

純営業収益   420,790 100.0 432,434 100.0

販売費・一般管理費      

取引関係費   49,231 65,497  

人件費 ※１   141,750 158,578  

不動産関係費   25,070 29,893  

事務費   21,740 26,571  

減価償却費   13,874 13,857  

租税公課   5,154 5,742  

その他   25,755 33,301  

販売費・一般管理費計   282,576 67.2 333,441 77.1

営業利益   138,213 32.8 98,992 22.9

営業外収益      

受取配当金 1,589 2,048    

持分法による投資利益 4,788 2,047    

投資事業組合に係る利益 2,060 2,029    

解約違約金収入 1,491 ―    

その他 3,337 2,481    

営業外収益計   13,268 3.2 8,606 2.0

営業外費用      

支払利息 523 1,582    

支払手数料 ― 1,104    

社債発行費 223 480    

新株発行費 265 ―    

為替差損 ― 1,752    

その他 752 2,234    

営業外費用計   1,764 0.4 7,155 1.7

経常利益   149,716 35.6 100,443 23.2



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

特別利益      

投資有価証券売却益 2,271 5,934    

関係会社株式売却益 ※２ 8,868 11,117    

退職給付制度移行利益 ― 743    

持分変動利益 4,109 ―    

特別利益計   15,250 3.6 17,794 4.1

特別損失      

固定資産売却損 1,389 779    

固定資産除却損 ※３ 1,140 579    

減損損失 ― 265    

海外拠点再編費用 ― 800    

有価証券等評価減 2,767 6,370    

証券市場整備基金拠出金繰入 1,106 ―    

事務所移転費用 1,118 326    

役員退任慰労金 248 245    

退職金清算損失 5,119 ―    

過年度連結財務諸表訂正関連
費用 

― 2,700    

証券取引責任準備金繰入 838 446    

金融先物取引責任準備金繰入 2 5    

特別損失計   13,732 3.3 12,519 2.9

税金等調整前当期純利益   151,235 35.9 105,718 24.4

法人税、住民税及び事業税 44,032 41,446    

法人税等調整額 11,216 55,249 13.1 △17,819 23,627 5.4

少数株主利益   7,991 1.9 3,962 0.9

当期純利益   87,994 20.9 78,128 18.1



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

資本剰余金期首残高   176,260 

資本剰余金増加高     

新株予約権の行使による増加 683   

新株引受権の行使による増加 222   

自己株式処分差益 5 911 

資本剰余金期末残高   177,171 

(利益剰余金の部)     

利益剰余金期首残高   312,880 

利益剰余金増加高     

当期純利益 87,994 87,994 

利益剰余金減少高     

配当金 32,719   

持分法適用除外に伴う減少高 747 33,467 

利益剰余金期末残高   367,407 



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 233,760 177,171 367,407 △14,646 763,693

連結会計年度中の変動額          

 新株の発行 1,046 1,045     2,092

 剰余金の配当     △50,114   △50,114

 当期純利益     78,128   78,128

 自己株式の取得・処分   1   △400 △398

 連結子会社増加に伴う減少高     △1   △1

 持分法適用会社増加に伴う減少高     △5   △5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

         

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

1,046 1,047 28,007 △400 29,700

平成19年３月31日残高(百万円) 234,806 178,218 395,414 △15,046 793,394

  

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 
為替換算

調整勘定 
評価・換算

差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 45,174 ― 3,488 48,663 ― 126,818 939,175

連結会計年度中の変動額              

 新株の発行             2,092

 剰余金の配当             △50,114

 当期純利益             78,128

 自己株式の取得・処分             △398

 連結子会社増加に伴う減少高             △1

 持分法適用会社増加に伴う減少高             △5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

△8,343 94 6,471 △1,777 243 447 △1,086

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△8,343 94 6,471 △1,777 243 447 28,613

平成19年３月31日残高(百万円) 36,831 94 9,959 46,885 243 127,265 967,789



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益   151,235 105,718 

減価償却費   13,874 13,857 

退職給付引当金の増減   △6,660 585 

賞与引当金の増加   7,806 2,748 

貸倒引当金の増減   105 △571 

受取利息及び受取配当金   △49,173 △58,684 

支払利息   44,974 59,084 

持分法による投資利益   △4,788 △2,047 

投資有価証券売却益   △2,271 △5,934 

関係会社株式売却益   △8,868 △11,117 

海外拠点再編費用   ― 800 

持分変動利益   △4,109 ― 

固定資産売却損   1,389 779 

固定資産除却損   1,140 579 

減損損失   ― 265 

有価証券等評価減   2,767 6,370 

証券市場整備基金拠出金繰入   1,106 ― 

事務所移転費用   905 326 

退職金清算損失   5,119 ― 

立替金および預り金の増減   88,543 △61,668 

営業貸付金の減少   10,016 47,480 

営業貸付金の増加   △39,690 △91,980 

トレーディング商品の増減   326,006 △1,955,815 

有価証券の増減   △46,933 50,004 

営業投資有価証券の増減   60,359 △239,451 

たな卸資産の増加   △112,555 △72,491 

信用取引資産・負債の増減   △70,717 168,337 

有価証券担保貸付金および有価証券担保
借入金の増減 

  △361,782 △261,271 

支払差金勘定および受取差金勘定の増減   △4,828 △3,707 

受入保証金の増減   36,697 △16,356 

その他の預金等の増加   △34,898 △11,983 

その他   △18,349 68,249 

小計   △13,580 △2,267,894 

利息及び配当金の受取   47,904 59,639 

利息の支払   △39,112 △59,587 

法人税等の支払   △27,806 △56,524 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △32,595 △2,324,366 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

投資有価証券の取得による支出   △63,234 △45,124 

投資有価証券の売却による収入   40,744 19,691 

有形固定資産の取得による支出   △7,600 △5,221 

有形固定資産の売却による収入   3,889 4,932 

貸付金の減少   2,166 99 

貸付金の増加   △623 ― 

子会社株式の取得による支出   △4,433 △1,537 

子会社株式の売却による収入   187 33,994 

その他   △4,547 △29,943 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △33,450 △23,109 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減   △89,192 1,891,429 

長期借入金の借入による収入   107,071 217,101 

長期借入金の返済による支出   △47,826 △94,515 

社債の発行による収入   73,129 322,304 

社債の償還による支出   △50,477 △53,084 

株式の発行による収入   1,811 1,992 

少数株主への株式発行による収入   29,510 97 

配当金の支払   △32,719 △50,114 

少数株主への配当金の支払   △520 △5,257 

その他   1,016 266 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △8,196 2,230,221 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1,653 8,055 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △72,589 △109,198 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   708,564 635,932 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

  ― 24 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の
減少額 

  △41 △1,285 

    708,522 634,671 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   635,932 525,472 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 73社を連結子会社としております。 

 主要な連結子会社名 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

日興アセットマネジメント株式会社 

ルクセンブルグ日興銀行株式会社 

日興マーチャント・バンク(シンガポール)株式

会社 

日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテ

ッド 

日興プリンシパル・インベストメンツ株式会社 

日興プリンシパル・ファイナンス株式会社 

株式会社シンプレクス・インベストメント・ア

ドバイザーズ 

日興ビジネスシステムズ株式会社 

日興オルタナティブアセットマネジメント・イ

ンク 

日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会

社 

日興システムソリューションズ株式会社 

 当連結会計年度において、新設した13社、株式の追

加取得により子会社となった５社、連結財務諸表に及

ぼす影響に重要性が増した５社を連結の範囲に加え、

清算した２社、清算中のため連結財務諸表に及ぼす影

響に重要性がなくなった１社、売却した１社を連結の

範囲より除外しました。 

（新規）日興プロパティーズ株式会社 

アント・コーポレートアドバイザリー株式会

社 

バリュエーション＆リサーチ株式会社 

日興プリンシパル・インベストメンツ・オー

ストラリア・ピーティーワイ・リミテッド 

株式会社シンプレクス・インベストメント・

アドバイザーズ 

有限会社グローバル・リート・パートナーズ

A号 

株式会社シンプレクス・リート・パートナー

ズ 

日興プリンシパル・ファイナンス株式会社 

日興コーディアル代替資産投資事業組合 

他14社 

（除外）日興ビルディング株式会社 

日興シティグループ・オーバーシーズ・リミ

テッド 

他２社 

１ 連結の範囲に関する事項 

114社を連結子会社としております。 

 主要な連結子会社名 

日興コーディアル証券株式会社 

日興シティグループ証券株式会社 

日興アセットマネジメント株式会社 

ルクセンブルグ日興銀行株式会社 

日興マーチャント・バンク(シンガポール)株式

会社 

日興プリンシパル・インベストメンツ・リミテ

ッド 

日興プリンシパル・インベストメンツ株式会社 

日興プリンシパル・ファイナンス株式会社 

株式会社シンプレクス・インベストメント・ア

ドバイザーズ 

日興ビジネスシステムズ株式会社 

日興オルタナティブアセットマネジメント・イ

ンク 

日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会

社 

日興システムソリューションズ株式会社 

 当連結会計年度において、新設した34社、連結財務

諸表に及ぼす影響に重要性が増した10社、取得した５

社を連結の範囲に加え、出資比率の低下により関連会

社となった１社、子会社間の合併に伴い消滅した１

社、売却した３社、連結財務諸表に及ぼす影響に重要

性がなくなった３社を連結の範囲より除外しました。 

（新規）日興プリンシパル・インベストメンツ・オー

ストラリア・ホールディング・カンパニー・

ピーティーワイ・リミテッド 

他48社 

（除外）バリュエーション＆リサーチ株式会社 

株式会社グローバル・ラップ・コンサルティ

ング・グループ 

MSA Acquisitions Co. Limited 

他５社 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 主要な非連結子会社名 

株式会社インテリジェントテクノロジー 

 連結の範囲から除いた理由 

全体として連結財務諸表に及ぼす影響に重要性が

ないためであります。 

 また、他の会社等の議決権の過半数を自己の計算に

おいて所有しているにもかかわらず、当該他の会社等

を子会社としていない他の会社等は、以下の21社で

す。これらの他の会社等は、営業取引として投資育成

目的で所有し、傘下に入れることを目的としていない

ため、子会社としておりません。 

株式会社ベルシステム２４ 

ＢＢコール株式会社 

株式会社ワン・トゥ・ワン・ダイレクト 

株式会社BELL２４・Cell Product 

株式会社アニモバイルジャパン 

株式会社BELL２４・３dots 

株式会社お天気.com  

株式会社スマイルスタッフ 

株式会社エスエスケー 

SSK Europe Limited 

株式会社本間ゴルフ 

株式会社本間ゴルフ建設 

HONMA GOLF SINGAPORE PTE LTD 

HONG KONG HONMA GOLF CO., LIMITED 

TAIWAN HONMA GOLF CO., LTD. 

HONMA GOLF SDN.BHD. 

HONMA GOLF (THAILAND) CO., LTD. 

Menzies Hotels Group Limited 

Menzies Hotels Limited 

Menzies Hotel And Leisure Management 

Services Limited 

Menzies Hotels (Property) Limited 

  

 主要な非連結子会社名 

有限会社フロンティア・リート・パートナーズ

３号 

株式会社インテリジェントテクノロジー 

 連結の範囲から除いた理由 

匿名組合事業の営業者である有限会社フロンティ

ア・リート・パートナーズ３号他34社については、

会社における資産・負債および収益・費用の殆どが

匿名組合事業に関連しており、実質的には営業者に

帰属しないため、連結財務諸表規則第５条第１項第

２号を適用して、連結の範囲から除いております。

このほかに、全体として連結財務諸表に及ぼす影響

に重要性がない会社等については、連結の範囲から

除いております。 

 また、他の会社等の議決権の過半数を自己の計算に

おいて所有しているにもかかわらず、子会社としてい

ない他の会社等は、以下の77社です。これらの他の会

社等は、営業取引として投資育成目的で所有し、傘下

に入れることを目的としていないため、子会社として

おりません。 

株式会社ベルシステム２４ 

ＢＢコール株式会社 

株式会社ワン・トゥ・ワン・ダイレクト 

株式会社BELL２４・Cell Product 

株式会社BELL２４・３dots 

株式会社お天気.com  

株式会社スマイルスタッフ 

株式会社スタイリングライフ・ホールディング

ス 

プラザスタイル株式会社 

株式会社ライトアップショッピングクラブ 

株式会社Ｂ＆Ｃラボラトリーズ 

マキシム・ド・パリ株式会社 

株式会社ライフネオ 

株式会社ＣＰコスメティクス 

株式会社シーピーボーテ 

株式会社本間ゴルフ 

株式会社本間ゴルフ建設 

HONG KONG HONMA GOLF CO., LIMITED 

TAIWAN HONMA GOLF CO., LTD. 

株式会社ディユーアソシエイツ 

株式会社アントステラ 

株式会社アクティヴィジョン 

アートウェッブハウス株式会社 

アントケアホールディングス株式会社 

株式会社メディスコーポレーション 

株式会社ケア・リンク 

チェッカーモータース株式会社 

株式会社メディアント・ホールディング 

株式会社麦の穂ホールディングス 

株式会社麦の穂 

麦之穗（上海）食品有限公司 

Muginoho USA, Inc. 

Muginoho Hong Kong Co., Limited 

東京債権回収株式会社 

株式会社タス 



株式会社アリコシステム 

株式会社サクセスネットワークス 

株式会社ドライバースタッフ 

ＴＭ債権回収株式会社 

株式会社ジャパン・リリーフ 

株式会社ナフ・システム 

Japan Fleet Service (Singapore) Pte Limited 

Japan Fleet Service (Europe) B.V. 

Japan Fleet Service (Delaware) Inc. 

Cabot Financial Holdings Group Limited 

Cabot Financial Holdings Limited 

Cabot  Financial  Debt  Recovery  Services 

Limited 

Cabot Financial (Europe) Limited 

Cabot Financial (UK) Limited 

Cabot Services (Europe) SAS 

Cabot Financial (Ireland) Limited 

Cabot Financial International Limited 

Cabot Consumer Services Limited 

Financial  Investigations  and  Recoveries 

(Europe) Limited 

Kings Hill Capital Limited 

Kings Hill No 4 Limited 

Morley Limited 

Morley Funding Limited 

Legal and Debt Management Services Limited 

Clarity Credit Management Solutions Limited 

LCGS Limited 

Fieldcall Limited 

Life Bond Holding GmbH and Co KG 

Life Bond Holdings Verwaltungs GmbH 

Life Bond Management GmbH 

Life Bond Vermittlunggesellschaft fur 

Versicherungen und Vermoegensanlagen mbH 

Life Bond Verwaltungsgesellschaft mbH 

Life Bond 

Lebensversicherungshandelsgesellschaft mbH 

Hire Equipment Group Limited 

Projex Equipment Sales Limited 

Hirequip Limited 

Power Hire Limited 

Ready Hire Limited 

Fleet Partners Pty Limited  

Fleet Holding (NZ) Limited 

Fleetpartners NZ Trustee Limited 

Truck Leasing Limited 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社24社および非連結子会社２社に対する投資

については、持分法を適用しております。 

 主要な関連会社名 

日興シティ信託銀行株式会社 

日興證券インドネシア株式会社 

マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式

会社 

 当連結会計年度において、取得した２社、新設した

５社、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性が増した１

社を持分法適用の範囲に加え、関連会社間の合併に伴

い消滅した１社、株式の追加取得により子会社となっ

た２社、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がなくな

った１社、議決権所有割合の低下により関連会社でな

くなった１社を持分法の範囲より除外しました。 

（新規）株式会社コンフィデンス 

日本データビジョン株式会社 

WR Hambrecht & Co Japan株式会社 

LCF エドモン・ドゥ・ロスチャイルド・日興

コーディアル株式会社 

他４社 

（除外）マネックス証券株式会社 

株式会社シンプレクス・インベストメント・

アドバイザーズ 

有限会社グローバル・リート・パートナーズ

A号 

有限会社グローバル・リート・パートナーズ

B号 

ファンネックス・アセット・マネジメント株

式会社 

 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のう

ち主要な会社名 

Total Alpha Investment Fund Management 

Company S.A.  

 持分法を適用しない理由 

当期純損益（持分に見合う額)および利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないためであります。 

なお、（除外）に記載されているマネックス証券

株式会社は、日興ビーンズ証券株式会社との合併に

より消滅いたしました。その後、存続会社であるマ

ネックス・ビーンズ証券株式会社は平成17年12月３

日付でマネックス証券株式会社に社名変更いたしま

した。 

また、他の会社等の議決権の100分の20以上、100分

の50以下を自己の計算において所有しているにもかか

わらず、当該他の会社等を関連会社としていない他の

会社等は、以下の16社です。これらの他の会社等は、

営業取引として投資育成目的で所有し、営業、人事、

資金その他取引を通じて重要な影響を与えることを目

的としていないため、関連会社としておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 関連会社33社および非連結子会社41社に対する投資

については、持分法を適用しております。 

 主要な関連会社名 

日興シティ信託銀行株式会社 

日興證券インドネシア株式会社 

マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式

会社 

 当連結会計年度において、新設した８社、取得した

４社、会計方針の変更により子会社となったものの連

結の範囲から除いた35社、連結財務諸表に及ぼす影響

に重要性が増した３社、出資比率の低下により子会社

から関連会社となった１社を持分法適用の範囲に加

え、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がなくなった

２社、重要性が増したため連結子会社とした１社を持

分法の範囲より除外しました。 

（新規）日興コーディアル（上海）投資コンサルティ

ング有限公司 

バリュエーション＆リサーチ株式会社 

他49社 

（除外）シンプレクス・ユーエスエー・インク 

他２社 

 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のう

ち主要な会社名 

有限会社アント・ウェルネス・アクイジションズ

NIKKO PACVEN WALDEN MANAGEMENT CO., Limited 

 持分法を適用しない理由 

当期純損益（持分に見合う額)および利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないためであります。 

 また、他の会社等の議決権の100分の20以上、100分

の50以下を自己の計算において所有しているにもかか

わらず、関連会社としていない他の会社等は、以下の

67社です。これらの他の会社等は、営業取引として投

資育成目的で所有し、営業、人事、資金その他取引を

通じて重要な影響を与えることを目的としていないた

め、関連会社としておりません。 

ジェネシス・テクノロジー株式会社 

ファイバーラボ株式会社 

イーパーセル株式会社 

株式会社ヨナゴシーズ 

株式会社ＲＧマーケティング 

株式会社マイプリント 

株式会社イヨクニ 

株式会社福岡クライスラー 

アイディ株式会社 

アイディオプト株式会社 

Aidi USA, Inc. 

AIDI CHINA CORPORATION 

AiDi Hong Kong Co., Limited. 

イーレディ株式会社 

株式会社エテルナ 

エテルナ少額短期保険株式会社 

ジェネシス・テクノロジー株式会社 

ファイバーラボ株式会社 

アタボック株式会社 

株式会社ヨナゴシーズ 

British Credit Trust Holdings Limited  

デプト株式会社 

株式会社ハイパーフィットネス 

株式会社メディカルライン 

株式会社クラブネッツ 

株式会社コムスクエア 



British Credit Trust Limited 

British Credit Trust Finance Limited 

British Credit Trust Collections Limited 

British Credit Trust Conduit Limited 

British Credit Trust Management Limited 

Swiftarrow Services Limited 

Catalina Holdings Limited 

Catalina Reinsurance Limited 

Catalina Assurance Limited 

NanoBioDesign Limited 

Veryan Medical Limited 

超音波工業株式会社 

HONMA GOLF (THAILAND) Co., LIMITED 

有限会社元氣プロジェクト 

株式会社いんさつどっとねっと 

株式会社モノリス 

トライウォール株式会社 

ウィルライフ株式会社 

Tri-Wall (Asia) Pte. Limited. 

Tri-Wall (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Tri-Wall (China) Limited. 

PT. Tri-Wall Indonesia 

Tri-Wall Secon Pak Pvt Limited. 

TW Packaging Limited 

台湾特耐王有限公司 

武漢特耐王包装有限公司 

特耐王貿易（上海）有限公司 

特耐王包装（常州）有限公司 

特耐王水谷包装（天津）有限公司 

特耐王包装（東莞）有限公司 

特耐王包装（北京）有限公司 

特耐王包装（厦門）有限公司 

特耐王包装（広州）有限公司 

特耐王包装（中山）有限公司 

特耐王包装（煙台）有限公司 

特耐王包装（重慶）有限公司 

特耐王包装（寧波）有限公司 

特耐王塑料制品（江陰）有限公司 

特耐王三協紙業（江陰）有限公司 

British Credit Trust Holdings Limited  

British Credit Trust Limited 

British Credit Trust Finance Limited 

British Credit Trust Collections Limited 

British Credit Trust Conduit Limited 

British Credit Trust Management Limited 

Swiftarrow Services Limited 

Catalina Holdings Limited 

Catalina Reinsurance Limited 

Catalina Assurance Limited 

BVT Life Bond Management GmbH 

BVT Life Bond GmbH 

LifeBond Japan GbR 

NanoBioDesign Limited 

Veryan Medical Limited 

Cardiak Limited 

Casect Limited 

Gabinete Tecnico Contencioso Gescrobo, SL 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる14社につ

いては、連結決算日に実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用して連結しております。 

１月末日 ２社

３月末日 59社

６月末日 １社

７月末日 ２社

９月末日 １社

12月末日 ８社

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる31社につ

いては、連結決算日に実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用して連結しております。 

１月末日 ２社

３月末日 83社

５月末日 １社

６月末日 ２社

７月末日 ２社

９月末日 ７社

10月末日 ２社

11月末日 １社

12月末日 14社

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① トレーディングに関する有価証券等 

    トレーディング商品に関する有価証券（売買

目的有価証券）およびデリバティブ取引等につ

いては、時価法を採用しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① トレーディングに関する有価証券等 

     同左 

  ② トレーディング関連以外の有価証券等 

    トレーディング関連以外の有価証券等につい

ては、以下の評価基準および評価方法を適用し

ております。 

  ② トレーディング関連以外の有価証券等 

     同左 

   イ 満期保有目的の債券 

     償却原価法によっております。 

   イ 満期保有目的の債券 

      同左 

   ロ その他有価証券 

    (イ)時価のあるもの 

      期末時価をもって連結貸借対照表価額と

しております。なお、移動平均法による取

得原価ないし償却原価との評価差額は全部

資本直入する方法によっております。 

また、一部の海外子会社においては、現

地の会計基準に従って処理しております。 

   ロ その他有価証券 

    (イ)時価のあるもの 

      期末時価をもって連結貸借対照表価額と

しております。なお、移動平均法による取

得原価ないし償却原価との評価差額は全部

純資産直入する方法によっております。 

また、一部の海外子会社においては、現

地の会計基準に従って処理しております。 

    (ロ)時価のないもの 

      主として、移動平均法による原価法によ

っております。 

なお、投資事業組合等への出資について

は、当該組合等の財務諸表に基づいて、組

合の純資産を当社の出資持分割合に応じ

て、投資有価証券もしくは営業投資有価証

券として計上しております。 

    (ロ)時価のないもの 

       同左 

  

  ③ デリバティブ取引 

    時価法によっております。 

   ハ デリバティブ取引 

      同左 

  ④ たな卸資産 

    販売用不動産は、個別法による原価法を採用

しております。 

  ③ たな卸資産 

     同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    主として定率法を採用しております。 

    ただし、親会社および国内連結子会社は、平

成10年度の税制改正に伴い、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    主として定率法を採用しております。 

    ただし、当社および国内連結子会社は、平成

10年度の税制改正に伴い、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。 

  ② 無形固定資産 

    主として定額法を採用しております。なお、

ソフトウェアの耐用年数は社内における利用可

能期間、親会社および国内連結子会社のその他

の無形固定資産の耐用年数は法人税法の規定す

る期間としております。 

  ② 無形固定資産 

    主として定額法を採用しております。なお、

ソフトウェアの耐用年数は社内における利用可

能期間、当社および国内連結子会社のその他の

無形固定資産の耐用年数は法人税法の規定する

期間としております。 

――――――――― 

  ③ 投資その他の資産 

    投資不動産として保有する建物については、

定額法を採用しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員等に対する賞与の支払いに充てるた

め、親会社および国内連結子会社は所定の計算

方法により算出した支給見込額を計上しており

ます。 

  ② 賞与引当金 

    従業員等に対する賞与の支払いに充てるた

め、当社および連結子会社は所定の計算方法に

より算出した支給見込額を計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異については、原則

として、15年による按分額を販売費・一般管理

費に計上しております。 

    過去勤務債務については、主として、発生時

の従業員の平均残存勤務期間（11年）による按

分額を、翌連結会計年度から定額法により費用

処理することとしております。 

    数理計算上の差異については、主として、発

生時の従業員の平均残存勤務期間（11年）によ

る按分額を、翌連結会計年度から定額法により

費用処理することとしております。 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

    数理計算上の差異については、当社および一

部の連結子会社については、年金受給権者に係

る退職給付債務及び年金資産について発生した

ため発生年度に一括して費用計上しておりま

す。また、その他の連結子会社については、発

生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額

を、翌連結会計年度から定額法により費用処理

することとしております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、主として、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

   原則として、時価評価されているヘッジ手段に

係る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損

益が認識されるまで資産または負債として繰り延

べる方法によっております。ただし、振当処理の

要件を満たしている提出会社の通貨スワップ取引

につきましては、振当処理によっております。ま

た、借入金に係る金利変動リスクをヘッジするた

めの金利スワップ取引につきましては、特例処理

によっております。 

   ヘッジ取引について提出会社および連結子会社

は、主に金銭債権債務に係る金利変動リスク・為

替変動リスクをヘッジするために、金利スワップ

取引および為替予約取引等を行っております。 

   これらのヘッジ取引につきましては、そのリス

ク減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を

再評価しております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

   原則として、時価評価されているヘッジ手段に

係る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損

益が認識されるまで資産または負債として繰り延

べる方法によっております。ただし、借入金に係

る金利変動リスクをヘッジするための金利スワッ

プ取引につきましては、特例処理によっておりま

す。 

   ヘッジ取引について当社および連結子会社は、

主に金銭債権債務に係る金利変動リスク・為替変

動リスクをヘッジするために、金利スワップ取引

および為替予約取引等を行っております。 

   これらのヘッジ取引につきましては、そのリス

ク減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を

再評価しております。 

 (6) 消費税等の会計処理 

   消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

――――――――― 

 (7) 繰延資産の処理方法 

   社債発行費および新株発行費は、支出時の費用

として処理しております。 

 (6) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費および株式交付費は、支出時の費用

として処理しております。 

――――――――― 

 (7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

    消費税および地方消費税の会計処理は、主と

して、税抜方式によっております。 

  ② 連結納税制度の適用 

    当社は、国税庁より平成19年３月27日付で連

結納税制度の適用の承認を受けたため、平成20

年３月期より連結納税制度を適用いたします。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産および負債の評価については、

連結子会社の資産および負債のすべてを、支配を獲

得した日の公正な評価額により評価する全面時価評

価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、原則として、計

上後20年間の均等償却を行っております。 

――――――――― 

――――――――― 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  原則として、20年間の均等償却を行っておりま

す。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

――――――――― 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金及び当座預金、普通預

金等の随時引き出し可能な預金からなっておりま

す。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

   同左 



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

追加情報 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――――― 

（連結貸借対照表の「純資産の部」の表示に関する会

計基準等） 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、840,185百万円であります。 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準等） 

当連結会計年度より「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）および「ストック・オプション等に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用しております。 

これにより連結財務諸表に与える影響は軽微であり

ます。 

  

（投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の

適用に関する実務上の取扱い） 

当連結会計年度より「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第20号 平成18年９月８日）を適用し

ております。 

これにより、匿名組合事業の営業者である有限会社

フロンティア・リート・パートナーズ３号他34社が子

会社となりましたが、会社における資産・負債および

収益・費用の殆どが匿名組合事業に関連しており、実

質的には営業者に帰属しないため、連結財務諸表規則

第５条第１項第２号を適用して連結の範囲から除き、

持分法を適用しております。このほかに、全体として

連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない投資事業組

合等については、連結の範囲から除いております。 

これにより連結財務諸表に与える影響は軽微であり

ます。 

  

（企業結合に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）および「事業

分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成17年12月27日）ならびに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号 平成17年12月27日）を適用しており

ます。 

これにより連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 



  

(連結子会社の増加に伴う連結貸借対照表および連結

損益計算書の表示) 

 株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバ

イザーズが当社の連結子会社となったため、当連結会

計年度末より連結貸借対照表にたな卸資産、連結損益

計算書にその他売上高、売上原価を新たに表示してお

ります。 

――――――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額は

47,223百万円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額は

49,325百万円、投資その他の資産から控除した減価

償却累計額は99百万円であります。 

※２ 投資有価証券には、非連結子会社および関連会社

の株式等が合計23,277百万円含まれております。 

※２ 投資有価証券には、非連結子会社および関連会社

の株式等が合計42,083百万円含まれております。 

 ３(1) 担保に供されている資産 

  (注) 上記のほか、短期借入金の担保として借入有

価証券146,881百万円、先物取引証拠金等の代

用としてトレーディング商品3,741百万円、有

価証券貸借取引受入金の担保としてトレーデ

ィング商品および借入有価証券2,449,762百万

円、現先取引借入金の担保としてトレーディ

ング商品および借入有価証券829,689百万円、

その他の担保として、トレーディング商品

34,975百万円、借入有価証券1,353百万円を差

入れております。 

トレーディング商品 727,963百万円

たな卸資産 129,126  

計 857,090  

 ３(1) 担保に供されている資産 

  (注) 上記のほか、短期借入金の担保として借入有

価証券868,386百万円および現先取引で買い付

けた有価証券191,028百万円、先物取引証拠金

等の代用としてトレーディング商品40,244百

万円、投資有価証券4,184百万円および借入有

価証券9,089百万円、有価証券貸借取引受入金

の担保としてトレーディング商品および借入

有価証券1,808,195百万円、現先取引借入金の

担保としてトレーディング商品および借入有

価証券419,010百万円、その他の担保として、

営業投資有価証券16,882百万円を差入れてお

ります。 

現金・預金 3,250百万円

トレーディング商品 2,183,682  

営業投資有価証券 49,156  

たな卸資産 197,868  

計 2,433,958  

  (2) 担保資産の対象となる債務 

  

信用取引借入金 10,766百万円

短期借入金 919,143  

長期借入金 19,490  

計 949,399  

  (2) 担保資産の対象となる債務 

  

信用取引借入金 109,843百万円

短期借入金 2,843,455  

長期借入金 62,682  

計 3,015,980  

 ４(1) 差し入れている有価証券等 

信用取引貸証券 

78,272百万円 

信用取引借入金の本担保証券 

16,444百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

3,411,408百万円 

現先取引で売却した有価証券 

828,686百万円 

差入証拠金代用有価証券 

3,741百万円 

差入保証金代用有価証券 

9,735百万円 

その他担保として差し入れた有価証券 

937,952百万円 
  

 ４(1) 差し入れている有価証券等 

信用取引貸証券 

77,271百万円 

信用取引借入金の本担保証券 

108,968百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

2,515,359百万円 

現先取引で売却した有価証券 

419,010百万円 

差入証拠金代用有価証券 

10,284百万円 

差入保証金代用有価証券 

42,233百万円 

その他担保として差し入れた有価証券 

3,311,387百万円 



  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度

(平成19年３月31日) 

  (2) 差し入れを受けている有価証券等 

信用取引借証券 

20,689百万円 

信用取引貸付金の本担保証券 

208,183百万円 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 

5,124,369百万円 

現先取引で買い付けた有価証券 

289,530百万円 

その他担保として受け入れた有価証券で自由

処分権の付されたもの 

101,562百万円 

  (2) 差し入れを受けている有価証券等 

信用取引借証券 

11,585百万円 

信用取引貸付金の本担保証券 

151,371百万円 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 

3,096,329百万円 

現先取引で買い付けた有価証券 

507,241百万円 

  

※５ 長期借入金および社債には、「証券会社の自己資

本規制に関する内閣府令」(平成13年内閣府令第23

号)第２条に定める劣後債務（劣後特約付借入金、

劣後特約付社債）がそれぞれ72,700百万円、23,000

百万円含まれております。 

※５ 短期借入金、長期借入金および社債には、「証券

会社の自己資本規制に関する内閣府令」(平成13年

内閣府令第23号)第２条に定める劣後債務（劣後特

約付借入金、劣後特約付社債）がそれぞれ26,000百

万円、69,700百万円、50,200百万円含まれておりま

す。 

※６ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。 

証券取引責任準備金 証券取引法第51条 

金融先物取引責任準備金 金融先物取引法第81条 

※６ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。 

証券取引責任準備金 証券取引法第51条 

金融先物取引責任準備金 金融先物取引法第81条 

 ７ 偶発債務の残高 

親会社および一部の国内子会社の従業員の住宅

融資制度に伴う金融機関借入金に対する保証 

23,658百万円 

英国子会社の投資先で発生しうる年金債務に係

る履行保証 

10,258百万円 

 ７ 偶発債務の残高 

当社および一部の国内子会社の従業員の住宅融資

制度に伴う金融機関借入金に対する保証 

22,158百万円 

英国子会社の投資先で発生しうる年金債務に係る

履行保証 

11,586百万円 

その他                8百万円 

 ８ 当座貸越契約に準ずる契約および貸出コミットメ

ント契約(未実行残高) 

21,518百万円 

 ８ 当座貸越契約に準ずる契約および貸出コミットメ

ント契約(未実行残高) 

11,268百万円 

※９ 無形固定資産 

   「無形固定資産」の「その他」には、連結調整勘

定3,516百万円を含めて表示しております。 

※９ のれん及び負ののれん 

   「無形固定資産」の「その他」には、のれん

4,970百万円を含めて表示しております。 

※10 発行済株式総数 普通株式    975,431千株 ――――――――― 

※11 自己株式の保有数 普通株式    11,742千株 ――――――――― 

――――――――― 

※12 当社グループは、資本の効率活用を図るため、エ

クイティ、デット、ファンドなどを対象に、自己資

金を用いた投資業務（マーチャントバンキング・ビ

ジネス）を展開しており、主に同ビジネスに係る投

資残高を営業投資有価証券として計上しておりま

す。マーチャントバンキング・ビジネスに係る主な

投資先の概要は、以下のとおりであり、その投資額

合計は2,213億円であります。 



  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度

(平成19年３月31日) 

――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

投資先 : British Credit Trust 
Holdings Limited 

事業内容 : 自動車ローン事業 

役員の兼任 : なし 

議決権の所有割合 : 100％ 

投資時期 : 平成10年９月 

投資先 : 株式会社ベルシステム２４ 

事業内容 : テレマーケティング、コールセ
ンター事業 

役員の兼任 : ４名 

議決権の所有割合 : 93.5％ 

投資時期 : 平成16年８月 

投資先 : European Directories S.A. 
事業内容 : 電話番号案内、電話帳運営およ

び広告事業 

役員の兼任 : １名 

議決権の所有割合 : 11.3％ 

投資時期 : 平成17年６月 

投資先 : 株式会社西武ホールディングス 

事業内容 : 中核企業に西武鉄道株式会社、
株式会社プリンスホテルを傘下
に有する持株会社 

役員の兼任 : １名 

議決権の所有割合 : 15.6％ 

投資時期 : 平成18年１月 

投資先 : Cabot Financial Holdings 
Group Limited 

事業内容 : クレジットカード債権、ローン
債権などの債権買取事業 

役員の兼任 : ２名 

議決権の所有割合 : 100％ 

投資時期 : 平成18年４月 

投資先 : 株式会社スタイリングライフ・
ホールディングス 

事業内容 : プラザスタイル株式会社などの
消費者関連事業を行う企業を傘
下に有する持株会社 

役員の兼任 : ５名 

議決権の所有割合 : 51％ 

投資時期 : 平成18年６月 

投資先 : Fleet Partners Pty Limited 
事業内容 : 自動車リース事業 

役員の兼任 : ３名 

議決権の所有割合 : 100％ 

投資時期 : 平成18年11月 

投資先 : Fleet Holding (NZ) Limited 
事業内容 : 自動車リース事業 

役員の兼任 : ３名 

議決権の所有割合 : 100％ 

投資時期 : 平成18年11月 



  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

――――――――― 

(注) 投資先との取引について 

(1) 投資先との取引に係る方針 

当社グループは、投資育成の一環として、投

資先の資本政策・資金需要等に応じて、追加出

資や融資、新株予約権等の引き受け、投資・資

金回収等を行うことがあります。 

投資先との投資育成以外の取引は、原則とし

て、行わない方針です。ただし、投資先の本業

が、当社グループのアウトソーシングに利用可

能な場合や通常業務を遂行する上で必要な場合

等には、取引を行うことがあります。 

(2) 取引条件 

投資先と取引を行う場合は、その取引条件が

第三者との取引条件と同様であることを確認し

て実施しております。 

(3) 当連結会計年度における投資先との取引 

株式会社ベルシステム２４に対しては、日興

コーディアル証券株式会社がコールセンターサ

ービスの一部を委託しております。同社との取

引高および債権債務の残高は、僅少でありま

す。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 人件費には、賞与引当金繰入額28,424百万円が含

まれております。 

※１ 人件費には、賞与引当金繰入額33,848百万円が含

まれております。 

――――――――― 

※２ 関係会社株式売却益11,117百万円には、マーチャ

ントバンキング・ビジネスにおける買収目的会社の

売却によって投資回収した利益11,070百万円が含ま

れております。 

※３ 固定資産除却損には、ソフトウェアの除却損364

百万円が含まれております。 
――――――――― 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
(注) 変動事由の概要 

普通株式の増加は、新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む）によるものであります。 
  

２ 自己株式に関する事項 

  
(注) 変動事由の概要 

１ 普通株式の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

２ 普通株式の減少は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 975,431 2,391 ― 977,822

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 11,742 298 8 12,033

区分 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(千株） 当連結会計 
年度末残高 
（百万円） 

前連結
会計年度末 

増加 減少
当連結 

会計年度末 

提出会社 
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権 

― 242 

連結子会社 ― ― 0 

合計 ― 243 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 
取締役会 

普通株式 28,910 30.00 平成18年３月31日 平成18年５月30日

平成18年７月31日 
取締役会 

普通株式 5,782 6.00 平成18年６月30日 平成18年８月25日

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 5,782 6.00 平成18年９月30日 平成18年11月27日

平成19年２月１日 
取締役会 

普通株式 9,638 10.00 平成18年12月31日 平成19年２月28日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年５月25日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 1,931 2.00 平成19年３月31日 平成19年５月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  

  

現金・預金勘定   636,047百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

  
△114 

現金及び現金同等物   635,932 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  

現金・預金勘定   526,083百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△610 

現金及び現金同等物 525,472 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は、次のとおりであ

ります。 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引は、次のとおりであ

ります。 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

（器具・備品) 

  

取得価額相当額 12,780百万円

減価償却累計額相当額 5,314 

期末残高相当額 7,466 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

（器具・備品) 

  

取得価額相当額 13,090百万円

減価償却累計額相当額 6,025 

期末残高相当額 7,065 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 2,455百万円

１年超 4,666 

合計 7,122 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 2,846百万円

１年超 4,309 

合計 7,156 

３ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

  

支払リース料 2,489百万円

減価償却費相当額 2,410 

支払利息相当額 138 

３ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

  

支払リース料 3,028百万円

減価償却費相当額 2,918 

支払利息相当額 146 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  

５ 利息相当額の算定方法 

   同左 

 オペレーティング・リース取引は、次のとおりであり

ます。 

  未経過リース料 

１年内 400百万円

１年超 625 

合計 1,026 

 オペレーティング・リース取引は、次のとおりであり

ます。 

  未経過リース料 

１年内 495百万円

１年超 1,079 

合計 1,574 



(有価証券およびデリバティブ取引の状況) 

※ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ トレーディングの内容 

  トレーディング・ポジションは、顧客のさまざま

なニーズに対応するため、主として顧客との取引か

ら発生しております。このほか、一部の連結子会社

では、市場機能を補完するためにマーケットメイク

取引やバスケットトレーディング取引を行ってお

り、更に裁定取引やポジションのヘッジ取引等を行

っております。トレーディングにおいては、有価証

券等の現物取引のほか、デリバティブ取引(取引所取

引：株価指数先物取引・債券先物取引・金利先物取

引およびこれらのオプション取引・株券オプション

取引、取引所以外の取引：金利および通貨スワッ

プ・先物外国為替取引・選択権付債券売買取引・通

貨オプション取引・金利先渡取引・有価証券店頭デ

リバティブ取引等)を行っております。なお、機関投

資家向けのトレーディング業務は、主として、日興

シティグループ証券株式会社を通じて行われており

ます。 

１ 取引の内容 

  当社グループの証券子会社は、トレーディング業

務を行っております。トレーディング・ポジション

は、顧客のさまざまなニーズに対応するため、主と

して顧客との取引から発生しております。このほ

か、一部の連結子会社では、市場機能を補完する目

的で裁定取引やヘッジ取引を行っております。トレ

ーディングにおいては、有価証券等の現物取引のほ

か、デリバティブ取引(取引所取引：株価指数先物取

引・債券先物取引・金利先物取引およびこれらのオ

プション取引・株券オプション取引、取引所以外の

取引：金利および通貨スワップ・先物外国為替取

引・選択権付債券売買取引・通貨オプション取引・

金利先渡取引等)を行っております。 

  また、当社グループではトレーディング以外の資

産または負債に係るリスクをヘッジするため、主に

為替予約およびスワップ取引を利用しております。 

２ トレーディングに対する取組方針 

  有価証券等の売買取引のほか、デリバティブ取引

についても、原則として、顧客のさまざまなニーズ

に対応した商品、取引等を提供していくための業務

として取り組んでおります。そのために生じるトレ

ーディング商品のポジションに関するリスク管理は

極めて重要であると認識しております。 

２ 取引に対する取組方針 

  トレーディング業務を行う証券会社では、有価証

券等の売買取引のほか、デリバティブ取引について

も、原則として、顧客のさまざまなニーズに対応し

た商品、取引等を提供していくための業務として取

り組んでおります。そのために生じるトレーディン

グ商品のポジションに関するリスク管理は極めて重

要であると認識しております。 

  また、トレーディング以外では主に為替予約およ

びスワップ取引を資産または負債のヘッジ目的で利

用しております。 

３ トレーディングにおけるデリバティブ取引の利用

目的 

  顧客とのデリバティブ取引は、顧客のさまざまな

ニーズに対応する商品の一部として利用しているほ

か、トレーディング業務の遂行にともなって発生す

るリスクのヘッジ、調節等の目的でもデリバティブ

取引を利用しており、有価証券等の売買とデリバテ

ィブ取引を一体として運営、管理しております。 

３ デリバティブ取引の利用目的 

  トレーディング業務を行う証券会社における、顧

客とのデリバティブ取引は、顧客のさまざまなニー

ズに対応する商品の一部として利用しているほか、

トレーディング業務の遂行に伴って発生するリスク

のヘッジ、コントロールとしてもデリバティブ取引

を利用しており、有価証券等の売買とデリバティブ

取引を一体として運営、管理しております。 

  また、当社グループではトレーディング以外の資

産または負債に係るリスクをヘッジするため、主に

為替予約およびスワップ取引を利用しております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ トレーディングに係るリスクの内容 

  トレーディングに伴って発生し、連結子会社の財

務状況に大きな影響を与えるリスクとしては、主と

して、マーケットリスクと与信リスクがあげられま

す。マーケットリスクは、株価・金利・為替等の市

場価格が変動することによって発生するリスクであ

り、与信リスクは、取引相手先が契約を履行できな

くなる場合、すなわちデフォルト状態となった時に

発生するリスクであります。 

４ 取引に係るリスクの内容 

  取引に伴って発生し、財務状況に大きな影響を与

えるリスクとしては、主として、マーケットリスク

と与信リスクがあげられます。マーケットリスク

は、株価・金利・為替等の市場価格が変動すること

によって発生するリスクであり、与信リスクは、取

引相手先が契約を履行できなくなる場合、すなわち

デフォルト状態となった時に発生するリスクであり

ます。 

５ トレーディングに係るリスク管理体制 

  当社グループにおけるトレーディングに係るリス

ク管理は、株式会社日興コーディアルグループ執行

役社長の諮問機関である「ＣＳＲ委員会」で協議さ

れる方針及び当社のリスク管理規程等に則り、連結

子会社においてそれぞれ管理体制を整備し、リスク

管理を行っております。 

  マーケットリスクについては、財務状況に応じて総

枠を設定し、この総枠を、取引を行う各部門にマーケ

ットリスク枠として配分するとともに、取引形態や投

資手法に応じた運用基準を定めることにより管理して

おります。与信リスクについては、会社独自の信用評

価格付に基づいて取引相手先を評価し、与信の限度枠

を設定して取引を管理しております。トレーディング

のポジションや損益の状況、リスク枠の使用状況、ル

ール遵守状況及び与信リスクの発生状況の管理につい

ては、取引を行う部門から独立したリスク管理専門部

署が行っております。また、トレーディングのポジシ

ョンと損益情報は、毎営業日経営陣に報告されており

ます。さらに、「証券会社の自己資本規制に関する内

閣府令」に基づき、市場リスクと取引先リスクを日々

計算し、自己資本規制比率が同内閣府令で定めた比率

を下回ることのないよう管理するとともに、経営陣へ

の報告を毎営業日行っております。 

  このような連結子会社におけるリスク管理状況につ

いて、当社は、適宜・定期的に報告を徴求し、リスク

管理方針に則していることを確認しております。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

  当社グループにおけるトレーディングに係るリス

ク管理は、株式会社日興コーディアルグループ執行

役社長の諮問機関である「経営倫理委員会」で協議

される方針及び当社のリスク管理規程等に則り、連

結子会社においてそれぞれ管理体制を整備し、リス

ク管理を行っております。 

  マーケットリスクについては、財務状況に応じて総

枠を設定し、この総枠を、取引を行う各部門にマーケ

ットリスク枠として配分するとともに、取引形態や投

資手法に応じた運用基準を定めることにより管理して

おります。与信リスクについては、会社独自の信用評

価格付に基づいて取引相手先を評価し、与信の限度枠

を設定して取引を管理しております。トレーディング

のポジションや損益の状況、リスク枠の使用状況、ル

ール遵守状況及び与信リスクの発生状況の管理につい

ては、取引を行う部門から独立したリスク管理専門部

署が行っております。また、トレーディングのポジシ

ョンと損益情報は、毎営業日経営陣に報告されており

ます。さらに、「証券会社の自己資本規制に関する内

閣府令」に基づき、市場リスクと取引先リスクを日々

計算し、自己資本規制比率が同内閣府令で定めた比率

を下回ることのないよう管理するとともに、経営陣へ

の報告を毎営業日行っております。 

  トレーディング以外の取引も含め、連結子会社にお

けるリスク管理状況について、当社は、適宜・定期的

に報告を徴求し、リスク管理方針に則していることを

確認しております。 



２ トレーディングに係るもの 
  

(1) 商品有価証券等(売買目的有価証券)の時価 

  

  

(2) デリバティブ取引の契約額等および時価 

  

(注) 為替予約取引、先物・先渡取引およびスワップ取引については、みなし決済損益を時価欄に記載しております。なお、時価の主な算定方法は以下のと

おりです。 

  

種類 

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在) 

資産に属するもの 
(百万円) 

負債に属するもの
(百万円) 

資産に属するもの
(百万円) 

負債に属するもの 
(百万円) 

株券・ワラント 345,235 49,844 404,611 26,607 

債券 3,518,475 3,177,218 3,494,493 1,617,702 

ＣＰおよびＣＤ 4,991 ─ 118,101 ― 

受益証券等 178,076 ─ 173,980 ― 

その他 106 ─ 64,605 ― 

種類 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在) 

資産に属するもの 負債に属するもの 資産に属するもの 負債に属するもの 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

オプション取引 1,606,013 41,536 5,734,456 172,511 1,423,698 32,987 5,829,482 41,467

為替予約取引 66,631 1,192 325,360 1,477 97,170 1,902 346,434 5,426

先物・先渡取引 1,005,481 6,472 735,378 7,714 100,174 104 1,246,873 1,618

スワップ取引 17,139,926 45,115 10,968,706 78,009 29,434,795 69,596 19,301,351 71,718

株価指数先物取引 取引を行う取引所が定める清算指数 

株券オプション取引、 

株価指数オプション取引 

取引を行う取引所が定める証拠金算定基準値段 

株券店頭オプション取引 金利、配当利回り、ボラティリティ、原証券価額、取引期間等を基に価格算定モデルにより算出

した理論価格及び業者の価格 

債券先物取引 取引を行う証券取引所が定める清算値段 

金利先物取引 TIFFE、SIMEX、IMMに上場されるものについては、取引を行う取引所が定める清算価格 

債券オプション取引 取引を行う証券取引所が定める証拠金算定基準値段 

金利オプション取引 TIFFE、SIMEX、IMMに上場されるものについては、取引を行う取引所が定める清算価格 

選択権付債券売買取引 原則として原証券の時価、ボラティリティ、金利を基準として業者間気配を参考に算出した価格

金利先渡取引、 
金利スワップ取引 

原則、スワップレート、ボラティリティ等を参考に受取又は支払金額の将来価値を算出し、各通

貨の金利で現在価値に割引き、スポットの為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価値から

支払現在価値を控除した金額 

通貨先物取引 TIFFE、IMM、LIFFE等に上場されるものについては、取引を行う取引所が定める清算価格 

通貨オプション取引 スワップレート、ボラティリティ、コリレーション等を参考に受取・支払金額の将来価値を算出

し、各通貨の金利で現在価値に割引き、スポットの為替レートで邦貨換算して算出した受取現在

価値から支払現在価値を控除した額 

為替予約取引 受取金額、支払金額をそれぞれ当該通貨の金利で現在価値に割引き、スポットの為替レートで邦

貨換算して算出した受取現在価値から支払現在価値を控除した額 

通貨スワップ取引 原則、スワップレート等を参考に受取又は支払金額の将来価値を算出し、各通貨の金利で現在価

値に割引き、スポットの為替レートで邦貨換算して算出した受取現在価値から支払現在価値を控

除した金額 



３ トレーディングに係るもの以外 

(1) 満期保有目的の債券の時価等 

  

  

次へ 

種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

流動資産に属するもの ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

固定資産に属するもの 2,850 2,850 ─ 1,573 1,574 0 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

─ ─ ─ 1,573 1,574 0 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 ─ ─ ─ 1,573 1,574 0 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

  
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

2,850 2,850 ─ ─ ─ ─ 

    国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    社債 2,850 2,850 ─ ─ ─ ─ 

    その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 



(2) その他有価証券の時価等 

  

  

前へ   次へ 

種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

取得原価 

(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 

(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 

(百万円) 

流動資産に属するもの 66,898 75,336 8,438 15,639 18,898 3,258 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

66,661 75,099 8,438 14,021 17,280 3,258

    株式 6,660 14,237 7,577 4,021 6,944 2,922 

    債券 50,001 50,005 3 ― ― ― 

      国債・地方債等 50,001 50,005 3 ― ― ― 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 10,000 10,857 857 10,000 10,336 336 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

237 237 ― 1,618 1,617 △0

    株式 ― ― ― 1,380 1,380 ― 

    債券 237 237 ― 238 237 △0 

      国債・地方債等 237 237 ― 238 237 △0 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 ― ― ― ― ― ― 

固定資産に属するもの 90,959 156,458 65,498 105,978 163,962 57,983 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

85,605 151,332 65,726 93,168 152,266 59,097

    株式 77,348 141,360 64,012 86,533 144,315 57,781 

    債券 ― ― ― ― ― ― 

      国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 8,257 9,971 1,713 6,635 7,951 1,316 

  
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

5,353 5,126 △227 12,809 11,695 △1,114

    株式 2,653 2,445 △208 9,015 7,916 △1,099 

    債券 99 98 △1 99 99 △0 

      国債・地方債等 99 98 △1 99 99 △0 

      社債 ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― 

    その他 2,600 2,582 △17 3,694 3,679 △14 



(3) 前連結会計年度中および当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

  

  

  

(4) 前連結会計年度中および当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

  

(5) 時価評価されていない主な有価証券(上記①②を除く)の内容および連結貸借対照表計上額 

  

  

  

前連結会計年度
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度
(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

種類 
売却原価
（百万円） 

売却額
（百万円） 

売却損
（百万円） 

売却の理由 

社債 1,568 1,568 0
発行体の信用状態が悪化し
たため 

前連結会計年度
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

売却額
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

203,016 35,042 285 36,055 13,377 563 

  
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

満期保有目的の債券 ─ ─ 

その他有価証券 397,432 579,746 

  流動資産に属するもの 349,135 530,045 

    株式 292,872 368,551 

    債券 40,338 123,259 

    その他 15,924 38,234 

  固定資産に属するもの 48,297 49,701 

    株式 25,220 21,811 

    債券 ─ 323 

    その他 23,076 27,566 



(6) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  
  

(7) デリバティブ取引の契約額等および時価 

  

(注) 為替予約取引、先物・先渡取引およびスワップ取引については、みなし決済損益を時価欄に記載しております。なお、時価の主な算定方法は「２ ト

レーディングに係るもの (2) デリバティブ取引の契約額等および時価」の（注）に記載のとおりです。 
  
  

前へ   次へ 

種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

１年以内 

(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超
10年以内
(百万円)

10年超 

(百万円)

１年以内

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 

(百万円)

満期保有目的の債券 ― 2,850 ― ― ― 1,573 ― ― 

  流動資産に属するもの ― ― ― ― ― ― ― ― 

    国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    社債 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

  固定資産に属するもの ― 2,850 ― ― ― 1,573 ― ― 

    国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    社債 ― 2,850 ― ― ― 1,573 ― ― 

    その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他有価証券 50,587 12,552 12,026 15,399 1,684 13,962 17,203 12,461 

  流動資産に属するもの 50,587 6,941 2,828 10,857 1,684 1,730 763 10,336 

    債券 50,239 ― ― ― 237 ― ― ― 

      国債・地方債等 50,239 ― ― ― 237 ― ― ― 

      社債 ― ― ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    その他 348 6,941 2,828 10,857 1,446 1,730 763 10,336 

  固定資産に属するもの ― 5,610 9,197 4,542 ― 12,231 16,440 2,125 

    債券 ― 100 ― ― ― 100 ― ― 

      国債・地方債等 ― 100 ― ― ― 100 ― ― 

      社債 ― ― ― ― ― ― ― ― 

      その他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

    その他 ― 5,510 9,197 4,542 ― 12,131 16,440 2,125 

種類 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在) 

資産に属するもの 負債に属するもの 資産に属するもの 負債に属するもの 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

為替予約取引 ― ― ― ― 74,679 853 53,555 738

先物・先渡取引 ― ― ― ― 6,254 805 6,036 1,163

スワップ取引 ― ― ― ― 47,445 602 87,836 1,032



(退職給付関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および一部の国内連結子会社は、適格退職年金

制度および退職一時金制度による確定給付型年金のほ

か、確定拠出型年金制度を導入しております。そのう

ち、当社及び日興コーディアル証券株式会社は、企業

競争力を高めるための人事報酬制度改正の一環とし

て、当連結会計年度末をもって適格退職年金制度およ

び退職一時金制度を廃止いたしました。これに伴い、

退職給付引当金を取り崩し、退職給付制度変更に伴う

要支払額との差額を退職金清算損失として特別損失に

計上しております。なお、年金受給権者に係る適格退

職年金制度については閉鎖型年金制度へ移行し、退職

給付債務および年金資産に基づき、退職給付引当金を

計上しております。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および日興コーディアル証券では確定拠出型年

金制度を導入しております。また、一部の国内連結子

会社は、適格退職年金制度および退職一時金制度によ

る確定給付型年金のほか、確定拠出型年金制度を導入

しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

  

なお、退職給付制度の廃止に伴う影響額は次のとお

りであります。 

① 退職給付債務   △22,133 百万円

② 年金資産   13,275   

③ 未積立退職給付債務(①＋②)   △8,858   

④ 会計基準変更時差異の未処理額   △301   

⑤ 未認識数理計算上の差異   607   

⑥ 未認識過去勤務債務   ―   

⑦ 連結貸借対照表計上額純額 

  (③＋④＋⑤＋⑥) 

△8,551 
  

⑧ 前払年金費用   ―   

⑨ 退職給付引当金(⑦－⑧)   △8,551   

① 退職給付債務の減少 49,168 百万円

② 年金資産の減少 △38,841   

③ 会計基準変更時差異の未処理額 △2,577   

④ 未認識数理計算上の差異 △3,200   

⑤ 未認識過去勤務債務 712   

⑥ 退職給付引当金の減少 5,260   

      

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

  

  

① 退職給付債務   △21,908 百万円

② 年金資産   12,642   

③ 未積立退職給付債務(①＋②)   △9,266   

④ 会計基準変更時差異の未処理額   ―   

⑤ 未認識数理計算上の差異   129   

⑥ 未認識過去勤務債務   ―   

⑦ 連結貸借対照表計上額純額 

  (③＋④＋⑤＋⑥) 

△9,136   

⑧ 前払年金費用   ―   

⑨ 退職給付引当金(⑦－⑧)   △9,136   

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用が含まれております。  

① 勤務費用 (注)   6,498 百万円

② 利息費用   1,586   

③ 期待運用収益   △957   

④ 会計基準変更時差異の費用処理額   254   

⑤ 過去勤務債務の費用処理額   △70   

⑥ 数理計算上の差異の費用処理額   1,052   

⑦ 退職給付費用 

  (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 

8,361 
  

⑧ 退職金清算による損失 5,119   

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用が含まれております。  

① 勤務費用 (注)   2,860 百万円

② 利息費用   432   

③ 期待運用収益   △309   

④ 会計基準変更時差異の費用処理額   ―   

⑤ 過去勤務債務の費用処理額   ―   

⑥ 数理計算上の差異の費用処理額   △613   

⑦ 確定拠出年金の掛金支払額   2,046   

⑧ 退職給付費用 

  (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦) 

4,417 
  



  

  
  

前へ   次へ 

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

主として、発生時の従業員の平均残存勤務期間

(11年)による按分額を、翌連結会計年度から定額法

により費用処理することとしております。 

なお、当社および一部の国内連結子会社が退職一

時金制度を廃止したことにより、これらの会社にか

かる過去勤務債務については当連結会計年度に一括

して費用計上しております。 

  

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 1.5～2.5％ 

③ 期待運用収益率 2.5％ 

④ 過去勤務債務の額の処理年数   

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社及び一部の連結子会社については、年金受給

権者に係る退職給付債務及び年金資産について数理

計算上の差異が発生したため発生年度に一括して費

用計上しております。 

 また、その他の連結子会社については、発生時の

従業員の平均残存勤務期間による按分額を、翌連結

会計年度から定額法により費用処理することとして

おります。 

① 退職給付見込額の期間配分方法 同左 

② 割引率 1.7～2.5％ 

③ 期待運用収益率 2.5％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数   

 主として、発生時の従業員の平均残存勤務期間

(11年)による按分額を、翌連結会計年度から定額法

により費用処理することとしております。 

なお、当社および一部の国内連結子会社が適格退

職年金制度および退職一時金制度を廃止したことに

より、これらの会社にかかる数理計算上の差異につ

いては当連結会計年度に一括して費用計上しており

ます。 

  

⑤ 数理計算上の差異の処理年数       

 15年であります。簡便法を採用している一部の子

会社において発生した会計基準変更時差異のうち、

金額に重要性のないものについては、発生した会計

年度において一括費用処理しております。 

なお、当社および一部の国内連結子会社が適格退

職年金制度および退職一時金制度を廃止したことに

より、これらの会社にかかる会計基準変更時差異に

ついては当連結会計年度に一括して費用計上してお

ります。 

  

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数       



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費・一般管理費の「人件費」   355百万円 

  

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

  

  

  

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成10年６月26日 平成11年６月29日 平成12年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
(名) 

取締役        15
執行役員       20 
部店長又は部店長と同等以
上の職責を持つ従業員 217 

取締役        13
執行役員       21 
管理職課長又は管理職課長
と同等以上の職責を持つ従
業員         761 

取締役        13 
執行役員       23 
管理職課長又は管理職課長
と同等以上の職責を持つ従
業員         742 

株式の種類及び付与数(株) 
(注) 

普通株式 875,000 普通株式 2,010,500 普通株式 2,182,500 

付与日 平成10年９月22日 平成11年８月18日 平成12年７月11日 

権利確定条件 

株主総会終結日の翌日（平
成10年６月27日）から２年
経過後、毎年度、付与株式
数の４分の１ずつ権利行使
を可能とする。その他の条
件については、当社と新株
引受権を付与された者との
間で締結した「新株引受権
付与契約書」に定めるもの
とします。 

株主総会終結日の翌日（平
成11年６月30日）から２年
経過後、毎年度、付与株式
数の４分の１ずつ権利行使
を可能とする。その他の条
件については、当社と新株
引受権を付与された者との
間で締結した「新株引受権
付与契約書」に定めるもの
とします。 

株主総会終結日の翌日（平
成12年６月30日）から２年
経過後、毎年度、付与株式
数の４分の１ずつ権利行使
を可能とする。その他の条
件については、当社と新株
引受権を付与された者との
間で締結した「新株引受権
付与契約書」に定めるもの
とします。 

対象勤務期間 
平成10年９月22日 
～平成15年６月26日 

平成11年８月18日
～平成16年６月29日 

平成12年７月11日 
～平成17年６月29日 

権利行使期間 
平成12年６月27日 
～平成20年６月26日 

平成13年６月30日
～平成21年６月29日 

平成14年６月30日 
～平成22年６月29日 

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成13年６月28日 平成14年６月26日 平成15年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 
(名) 

取締役        ９
執行役員       25 
管理職課長又は管理職課長
と同等以上の職責を持つ従
業員         766 

取締役        ４
子会社の取締役    65 
従業員        30 
子会社の執行役員   36 
子会社の従業員  1,142 

従業員        24 
子会社の取締役    50 
子会社の執行役員   22 
子会社の従業員   891 

株式の種類及び付与数(株) 
(注) 

普通株式 1,958,000 普通株式 3,681,500 普通株式 1,235,000 

付与日 平成13年７月12日 平成14年７月18日 平成15年７月16日 

権利確定条件 

株主総会終結日の翌日（平
成13年６月29日）から２年
経過後、毎年度、付与株式
数の４分の１ずつ権利行使
を可能とする。その他の条
件については、当社と新株
引受権を付与された者との
間で締結した「新株引受権
付与契約書」に定めるもの
とします。 

株主総会終結日の翌日（平
成14年６月27日）から２年
経過後、毎年度、付与株式
数の２分の１ずつ権利行使
を可能とする。その他の条
件については、当社と新株
予約権の割当てを受けた者
との間で締結した「新株予
約権割当契約書」に定める
ものとします。 

株主総会終結日の翌日（平
成15年６月27日）から２年
経過後、毎年度、付与株式
数の２分の１ずつ権利行使
を可能とする。その他の条
件については、当社と新株
予約権の割当てを受けた者
との間で締結した「新株予
約権割当契約書」に定める
ものとします。 

対象勤務期間 
平成13年７月12日 
～平成18年６月28日 

平成14年７月18日
～平成17年６月26日 

平成15年７月16日 
～平成18年６月26日 

権利行使期間 
平成15年６月29日 
～平成23年６月28日 

平成16年６月27日
～平成24年６月26日 

平成17年６月27日 
～平成25年６月26日 



  

  

  

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成15年６月26日 平成16年６月24日 平成17年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 
(名) 

取締役        ７
子会社の取締役    ８ 
子会社の執行役員   ５ 

取締役        ７
執行役        １ 
子会社の取締役    ７ 
子会社の執行役員   ５ 

取締役        ７ 
執行役        １ 
子会社の取締役    12 
子会社の執行役員   12 

株式の種類及び付与数(株) 
(注) 

普通株式 509,000 普通株式 475,500 普通株式 710,000 

付与日 平成15年７月16日 平成16年７月22日 平成17年９月８日 

権利確定条件 

日興コーディアルグループ
の取締役の地位を喪失した
日と平成34年６月30日のい
ずれか先に到来した日。 

日興コーディアル証券の取
締役および執行役員のいず
れの地位も喪失した日と平
成34年６月30日のいずれか
先に到来した日。 

その他の条件については、
当社と新株予約権の割当て
を受けた者との間で締結し
た「新株予約権割当契約
書」に定めるものとしま
す。 

日興コーディアルグループ
の取締役および執行役のい
ずれの地位も喪失した日と
平成35年６月30日のいずれ
か先に到来した日。日興コ
ーディアル証券の取締役お
よび執行役員のいずれの地
位も喪失した日と平成35年
６月30日のいずれか先に到
来した日。 

その他の条件については、
当社と新株予約権の割当て
を受けた者との間で締結し
た「新株予約権割当契約
書」に定めるものとしま
す。 

日興コーディアルグループ
の取締役および執行役のい
ずれの地位も喪失した日と
平成36年６月30日のいずれ
か先に到来した日。日興コ
ーディアル証券の取締役お
よび執行役員のいずれの地
位も喪失した日と平成36年
６月30日のいずれか先に到
来した日。 

その他の条件については、
当社と新株予約権の割当て
を受けた者との間で締結し
た「新株予約権割当契約
書」に定めるものとしま
す。 

対象勤務期間 
平成15年７月16日 
～平成16年５月31日 

固定報酬に対応する部分
平成16年７月22日 
～平成17年５月31日 
業績連動報酬に対応する部
分 
対象勤務期間の定めはあり
ません 

固定報酬に対応する部分 
平成17年９月８日 
～平成18年５月31日 
業績連動報酬に対応する部
分 
対象勤務期間の定めはあり
ません 

権利行使期間 
平成15年７月17日 
～平成35年６月26日 

平成16年７月23日
～平成36年６月24日 

平成17年９月９日 
～平成37年６月23日 

会社名 
株式会社日興コーディアル

グループ 

決議年月日 平成18年７月13日 

付与対象者の区分及び人数 
(名) 

取締役        ９

株式の種類及び付与数(株) 
(注) 

普通株式 405,500 

付与日 平成18年７月28日 

権利確定条件 

日興コーディアルグループ
の取締役および執行役のい
ずれの地位も喪失した日
と、割当日の翌日から19年
を経過する日の翌日のいず
れか先に到来した日。 

対象勤務期間 

固定報酬に対応する部分
平成18年７月28日 
～平成19年５月31日 
業績連動報酬に対応する部
分 
対象勤務期間の定めはあり
ません 

権利行使期間 
平成18年７月29日 
～平成38年７月28日 



    

  

  

会社名 日興アセットマネジメント株式会社

決議年月日 平成16年７月20日 平成16年７月20日

平成16年12月16日、 
平成17年１月19日、 
平成17年５月24日、 
平成17年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 
(名) 

取締役        １ 取締役        １
従業員
(関係会社を含む) 97 

株式の種類及び付与数(株) 
(注) 

普通株式 6,070,000 普通株式 6,070,000 普通株式 7,640,000 

付与日 平成16年８月31日 平成16年８月31日

平成17年１月11日、 
平成17年１月28日、 
平成17年５月24日、 
平成17年６月22日 

権利確定条件 

平 成 17 年 ３ 月 24 日 に
1,990,000株の権利が確定
し、その後同年４月24日か
ら平成19年３月24日まで各
24日にそれぞれ170,000株
の権利が確定する。 

平 成 17 年 ７ 月 ８ 日 に
1,990,000株の権利が確定
し、その後同年８月８日か
ら平成19年７月８日まで各
８日にそれぞれ170,000株
の権利が確定する。 

上場がなされた日または平
成18年６月24日のいずれか
遅い日（以下「権利行使可
能初日」といいます。）、
当該権利行使可能初日から
１年経過した日の翌日、及
び当該権利行使可能初日か
ら２年経過した日の翌日ま
で原則として従業員等の地
位にあることを要し、それ
ぞれ保有する新株予約権の
３分の１ずつ権利確定す
る。 

対象勤務期間 
平成16年８月31日 
～平成19年３月23日 

平成16年８月31日
～平成19年７月７日 

それぞれの付与日から、権
利行使可能初日から２年を
経過した日まで 

権利行使期間 
平成16年８月31日 
～平成26年３月24日 

平成16年８月31日
～平成26年７月８日 

平成18年６月24日 
～平成26年６月23日 

会社名 日興アセットマネジメント株式会社

決議年月日 平成18年１月18日 平成18年４月27日 平成18年７月14日 

付与対象者の区分及び人数 
(名) 

従業員
(関係会社を含む)  147 

従業員
(関係会社を含む)  115 

従業員
(関係会社を含む)   11 

株式の種類及び付与数(株) 
(注) 

普通株式 3,710,000 普通株式 1,270,000 普通株式 340,000 

付与日 平成18年２月14日 平成18年４月28日 平成18年７月18日 

権利確定条件 

上場がなされた日または平
成19年６月23日のいずれか
遅い日（以下「権利行使可
能初日」といいます。）、
当該権利行使可能初日から
１年経過した日の翌日、及
び当該権利行使可能初日か
ら２年経過した日の翌日ま
で原則として従業員等の地
位にあることを要し、それ
ぞれ保有する新株予約権の
３分の１ずつ権利確定す
る。 

上場がなされた日または平
成21年４月28日のいずれか
遅い日（以下「権利行使可
能初日」といいます。）、
当該権利行使可能初日から
１年経過した日の翌日、当
該権利行使可能初日から２
年経過した日の翌日、及び
当該権利行使可能初日から
３年経過した日の翌日まで
原則として従業員等の地位
にあることを要し、それぞ
れ保有する新株予約権の４
分の１ずつ権利確定する。 

上場がなされた日または平
成21年４月28日のいずれか
遅い日（以下「権利行使可
能初日」といいます。）、
当該権利行使可能初日から
１年経過した日の翌日、当
該権利行使可能初日から２
年経過した日の翌日、及び
当該権利行使可能初日から
３年経過した日の翌日まで
原則として従業員等の地位
にあることを要し、それぞ
れ保有する新株予約権の４
分の１ずつ権利確定する。 

対象勤務期間 
付与日から、権利行使可能
初日から２年を経過した日
まで 

付与日から、権利行使可能
初日から３年を経過した日
まで 

付与日から、権利行使可能
初日から３年を経過した日
まで 

権利行使期間 
平成19年６月23日 
～平成27年６月22日 

平成21年４月28日
～平成28年４月27日 

平成21年４月28日 
～平成28年４月27日 



    

  

(注) 株式数に換算して記載しております。また、株式会社日興コーディアルグループは株式併合を考慮した株式数を、日興アセットマネ

ジメント株式会社は株式分割を考慮した株式数を、それぞれ記載しております。一方、日興アントファクトリー株式会社は、株式併

合および株式分割を行っておりますが、権利行使が行われた後に優先株への転換等が行われており単純な比較が困難であるため株式

併合および株式分割を考慮しない株式数を記載しております。 

  

前へ   次へ 

会社名 日興アントファクトリ－株式会社

決議年月日 平成13年６月15日 平成15年４月１日

付与対象者の区分及び人数 
(名) 

取締役        １ 従業員        50

株式の種類及び付与数(株) 
(注) 

普通株式 2,000 普通株式 7,020

付与日 平成13年７月19日 平成15年４月１日

権利確定条件 
権利確定条件は付されてお
りません 

権利確定条件は付されてお
りません 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり
ません 

平成15年４月１日
～平成17年３月31日 

権利行使期間 
平成13年６月22日 
～平成20年６月20日 

平成17年４月１日
～平成25年３月27日 



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 
  

  

  

  

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成10年６月26日 平成11年６月29日 平成12年６月29日 

権利確定前（株）       

  前連結会計年度末 ― ― ― 

  付与 ― ― ― 

  失効 ― ― ― 

  権利確定 ― ― ― 

  未確定残 ― ― ― 

権利確定後（株）       

  前連結会計年度末 101,000 1,487,000 1,730,000 

  権利確定 ― ― ― 

  権利行使 56,000 ― ― 

  失効 1,000 73,000 70,000 

  未行使残 44,000 1,414,000 1,660,000 

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成13年６月28日 平成14年６月26日 平成15年６月26日 

権利確定前（株）       

  前連結会計年度末 439,125 ― 425,750 

  付与 ― ― ― 

  失効 1,250 ― 1,250 

  権利確定 437,875 ― 424,500 

  未確定残 ― ― ― 

権利確定後（株）       

  前連結会計年度末 1,317,375 2,654,500 425,750 

  権利確定 437,875 ― 424,500 

  権利行使 ― 1,031,500 534,500 

  失効 16,250 57,000 8,750 

  未行使残 1,739,000 1,566,000 307,000 

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成15年６月26日 平成16年６月24日 平成17年６月23日 

権利確定前（株）       

  前連結会計年度末 ― ― 98,909 

  付与 ― ― ― 

  失効 ― ― ― 

  権利確定 ― ― 98,909 

  未確定残 ― ― ― 

権利確定後（株）       

  前連結会計年度末 474,000 463,000 598,091 

  権利確定 ― ― 98,909 

  権利行使 256,000 237,000 175,000 

  失効 ― ― 18,500 

  未行使残 218,000 226,000 503,500 



        

  

  

前へ   次へ 

会社名 
株式会社日興コーディアル

グループ 

決議年月日 平成18年７月13日 

権利確定前（株）   

  前連結会計年度末 ― 

  付与 405,500 

  失効 35,000 

  権利確定 360,773 

  未確定残 9,727 

権利確定後（株）   

  前連結会計年度末 ― 

  権利確定 360,773 

  権利行使 101,500 

  失効 13,500 

  未行使残 245,773 

会社名 日興アセットマネジメント株式会社

決議年月日 平成16年７月20日 平成16年７月20日

平成16年12月16日、 
平成17年１月19日、 
平成17年５月24日、 
平成17年６月22日 

権利確定前（株）       

  前連結会計年度末 20,400 27,200 69,600 

  付与 ― ― ― 

  失効 ― ― 4,400 

  権利確定 20,400 20,400 ― 

  株式分割 ― 673,200 6,454,800 

  未確定残 ― 680,000 6,520,000 

権利確定後（株）       

  前連結会計年度末 39,600 32,800 ― 

  権利確定 20,400 20,400 ― 

  権利行使 ― ― ― 

  失効 ― ― ― 

  株式分割 5,940,000 5,266,800 ― 

  未行使残 6,000,000 5,320,000 ― 



    

  

  

(注) １ 日興アセットマネジメント株式会社は、平成18年11月６日付けで、普通株式１株を100株とする株式分割を行っております。 

２ 日興アントファクトリー株式会社は、平成18年６月26日付けで、1株を100株とする株式分割を行っております。 

  
  
  

前へ   次へ 

会社名 日興アセットマネジメント株式会社

決議年月日 平成18年１月18日 平成18年４月27日 平成18年７月14日 

権利確定前（株）       

  前連結会計年度末 36,800 ― ― 

  付与 ― 12,700 3,400 

  失効 2,300 500 100 

  権利確定 ― ― ― 

  株式分割 3,415,500 1,207,800 326,700 

  未確定残 3,450,000 1,220,000 330,000 

権利確定後（株）       

  前連結会計年度末 ― ― ― 

  権利確定 ― ― ― 

  権利行使 ― ― ― 

  失効 ― ― ― 

  株式分割 ― ― ― 

  未行使残 ― ― ― 

会社名 日興アントファクトリ－株式会社

決議年月日 平成13年６月15日 平成15年４月１日

権利確定前（株）    

  前連結会計年度末 ― ―

  付与 ― ―

  失効 ― ―

  権利確定 ― ―

  未確定残 ― ―

権利確定後（株）    

  前連結会計年度末 1,520 33

  権利確定 ― ―

  権利行使 ― ―

  失効 ― ―

  株式分割 150,480 3,267

  未行使残 152,000 3,300



② 単価情報 
  

  

  

  

  

  

  

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成10年６月26日 平成11年６月29日 平成12年６月29日 

権利行使価格（円）(注)１ 1,012 1,812 2,160 

行使時平均株価（円） 1,583 ― ― 

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成13年６月28日 平成14年６月26日 平成15年６月26日 

権利行使価格（円）(注)１ 1,912 1,318 1,076 

行使時平均株価（円） ― 1,676 1,606 

会社名 株式会社日興コーディアルグループ

決議年月日 平成15年６月26日 平成16年６月24日 平成17年６月23日 

権利行使価格（円）(注)１ 1 1 1 

行使時平均株価（円） 1,322 1,436 1,555 

会社名 
株式会社日興コーディアル

グループ 

決議年月日 平成18年７月13日 

権利行使価格（円）(注)１ 1 

行使時平均株価（円） 1,684 

付与日における公正な評価
単価（円） 

986 

会社名 日興アセットマネジメント株式会社

決議年月日 平成16年７月20日 平成16年７月20日

平成16年12月16日、 
平成17年１月19日、 
平成17年５月24日、 
平成17年６月22日 

権利行使価格(円) (注)１ 159 159 159 

会社名 日興アセットマネジメント株式会社

決議年月日 平成18年１月18日 平成18年４月27日 平成18年７月14日 

権利行使価格(円) (注)１ 177 200 200 

付与日における公正な評価
単価（円） (注)２ 

― ― 0 



  

  

(注) １ 株式併合および株式分割を考慮した後の株式数を基に換算して記載しております。 

２ 日興アセットマネジメント株式会社の決議年月日平成18年７月14日ストック・オプションについては、公正な評価単価に代え、

単位当たりの本源的価値（株式評価額と行使価格との差額）の見積りによっております。 

  

３ ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりです。 

(1) 使用した評価技法      ブラック・ショールズ式 

  

(2) 主な基礎数値及び見積方法 
  

(注) １ 過去10年の株価実績に基づき月次ベースで算定した。なお、その際に株価データの上下各0.13％について

は異常値として排除している。 

２ 合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積ってい

る。 

３ 平成18年３月期の配当実績による。 

４ 予想残存期間に対応する国債の利回り。 

  

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。 

  

会社名 日興アントファクトリ－株式会社

決議年月日 平成13年６月15日 平成15年４月１日

権利行使価格(円) (注)１ 625 812.5

会社名 株式会社日興コーディアルグループ 

決議年月日 平成18年７月13日 

株価変動性 (注)１ 49.38％ 

予想残存期間 (注)２ 10年 

予想配当率 (注)３ 3.11％ 

無リスク利子率 (注)４ 1.881％ 



(税効果会計関係) 
  

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

  

繰延税金資産     

繰越欠損金 57,724百万円

有価証券の評価に係る一時差異 29,534   

賞与引当金繰入限度超過額 12,828   

退職給付引当金繰入限度超過額 5,516   

未払事業税 3,181   

繰延税金負債との相殺 △5,144   

その他 14,285   

繰延税金資産小計 117,926   

評価性引当額 △62,499   

繰延税金資産合計 55,427   

      

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 29,832   

繰延税金資産との相殺 △5,144   

その他 2,472   

繰延税金負債合計 27,159   

繰延税金資産の純額 28,267   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

  

繰延税金資産     

繰越欠損金 48,060百万円

有価証券の評価に係る一時差異 29,675   

賞与引当金繰入限度超過額 13,077   

退職給付引当金繰入限度超過額 3,812   

未払事業税 2,160   

繰延税金負債との相殺 △14,933   

その他 14,355   

繰延税金資産小計 96,207   

評価性引当額 △30,286   

繰延税金資産合計 65,920   

      

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 25,196   

繰延税金資産との相殺 △14,933   

その他 3,892   

繰延税金負債合計 14,155   

繰延税金資産の純額 51,764   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、記載を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）     

永久に損金不算入となる費用 3.6   

未実現損益に係る税効果の未認識額 0.3   

永久に益金不算入となる収益 △0.9   

評価性引当額の影響 △23.2   

その他 1.9   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.3   

    

   平成20年３月期より連結納税制度を適用することか

ら、「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関

する当面の取り扱い（実務対応報告第５号および実務

対応報告第７号）」に従い、当連結会計年度の繰延税

金資産の回収可能性を判断しております。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受けおよび売出

し、④有価証券の募集および売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの証券業を中心とする営業活動

をグローバルに展開しております。これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供

と一体となった営業活動を基に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サービ

ス業」という単一の事業セグメントに属しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（同上） 

  



【所在地別セグメント情報】 

所在地別の純営業収益、販売費・一般管理費、営業損益および資産は次のとおりであります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 
 (2) 各区分に属する主な国又は地域 
    米州…………………………米国 
    欧州…………………………英国、ルクセンブルグ 
    アジア・オセアニア………シンガポール、オーストラリア、インド、中国 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 
 (2) 各区分に属する主な国又は地域 
    米州…………………………米国 
    欧州…………………………英国、ルクセンブルグ 
    アジア・オセアニア………シンガポール、オーストラリア、インド、中国、ニュージーランド 

  

    
日本 

(百万円) 
  

米州 

(百万円) 
 

欧州 

(百万円) 
 

アジア・

オセアニア

(百万円) 
 

計 

(百万円) 
 

消去又 
は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

Ⅰ 純営業収益および営業損益                             

純営業収益                            

外部顧客からの純営業収益   407,959   863   11,620   346   420,790   ―   420,790

セグメント間の内部純営業
収益 

  483   3,724   242   79   4,528   (4,528)   ―

計   408,442   4,587   11,862   425   425,318   (4,528)   420,790

販売費・一般管理費   276,455   2,615   7,387   647   287,106   (4,529)   282,576

営業利益又は営業損失(△)   131,986   1,972   4,475   △222   138,212   1   138,213

Ⅱ 資産   8,357,299   1,784   263,104   2,953   8,625,143   (34,004)   8,591,138

    
日本 

(百万円) 
  

米州 

(百万円) 
 

欧州 

(百万円) 
 

アジア・

オセアニア

(百万円) 
 

計 

(百万円) 
 

消去又 
は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

Ⅰ 純営業収益および営業損益                             

純営業収益                            

外部顧客からの純営業収益   425,545   681   6,187   20   432,434   ―   432,434

セグメント間の内部純営業
収益 

  977   2,090   125   △315   2,877   (2,877)   ―

計   426,522   2,772   6,313   △295   435,311   (2,877)   432,434

販売費・一般管理費   320,408   3,468   10,988   1,898   336,764   (3,323)   333,441

営業利益又は営業損失(△)   106,113   △696   △4,675   △2,194   98,546   445   98,992

Ⅱ 資産   8,535,432   2,467   326,356   180,931   9,045,188   (128,126)   8,917,062



【海外売上高】 

当社および連結子会社の本邦以外の国または地域からの純営業収益(連結会社間の内部収益を除く)は以下の

とおりであります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

  米州…………………………米国 

  欧州…………………………英国、ルクセンブルグ 

  アジア・オセアニア………シンガポール、オーストラリア、インド、中国 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  
(注) 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

  米州…………………………米国 

  欧州…………………………英国、ルクセンブルグ 

  アジア・オセアニア………シンガポール、オーストラリア、インド、中国、ニュージーランド 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

    米州 欧州
アジア・
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高(純営業収益)   20,492百万円 37,509百万円 1,463百万円 59,466百万円

Ⅱ 連結純営業収益     420,790百万円

Ⅲ 連結純営業収益に占める 
  海外売上高の割合 

  4.9％ 8.9％ 0.3％ 14.1％ 

    米州 欧州
アジア・
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高(純営業収益)   26,615百万円 35,227百万円 1,973百万円 63,816百万円

Ⅱ 連結純営業収益     432,434百万円

Ⅲ 連結純営業収益に占める 
  海外売上高の割合 

  6.2％ 8.1％ 0.5％ 14.8％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 １株当たり純資産額 842.88円  １株当たり純資産額 870.04円 

 １株当たり当期純利益 91.33円  １株当たり当期純利益 81.06円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 90.04円  潜在株式調整後１株当たり当期純利益 78.37円 

当社は平成17年９月１日付で、当社発行済株式２

株を１株に併合いたしました。当事業年度の１株当

たり情報については、当該株式併合が平成17年４月

１日に行われたと仮定して算定しております。 

なお、平成16年４月１日に当該株式併合が行われ

たと仮定した場合における前事業年度の１株当たり

情報は、以下のとおりとなります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 757.07円

１株当たり当期純利益 39.84円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 39.80円

  

  

  

  

  

  

  
  

    前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 967,789 

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) ― 127,509 

 （うち新株予約権） (百万円) (―) (243)

 （うち少数株主持分） (百万円) (―) (127,265)

普通株式に係る純資産額 (百万円) ― 840,280 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数 

(千株) ― 965,789 



  

２ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

 当期純利益 (百万円) 87,994 78,128 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) 80 ― 

 （うち利益処分による取締役賞与金） (百万円) (80) (―)

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 87,913 78,128 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 962,644 963,859 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額 (百万円) △1,141 △2,419 

 （うち子会社持分変動差額（税額相当額
控除後）） 

(百万円) (△1,141) (△2,419)

 普通株式増加数 (千株) 1,021 2,153 

 （うち新株予約権） (千株) (1,021) (2,153)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概
要 

新株予約権２種類（新株予
約権の数6,973個）。新株
予約権の概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りです。 

新株予約権３種類（新株予
約権の数9,626個）。新株
予約権の概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りです。 



（重要な後発事象） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

――――――――― 
  シティグループ・ジャパン・インベストメンツ・エ

ルエルシーによる当社株式等の公開買付け（平成19年

３月15日から平成19年４月26日まで実施、以下、「本

公開買付け」）の結果、買付予定数（455,486,648

株）を上回る541,196,777株の応募がありました。こ

れにより、平成19年５月９日（本公開買付けの決済

日）付けで、シティグループ・ジャパン・インベスト

メンツ・エルエルシーの所有する当社議決権数が総株

主の議決権数の50％超となり、同社および同社の

100％親会社であるシティグループ・インク（以下、

「シティグループ」）は、当社の親会社に該当するこ

ととなりました。 

  これに伴い、一部の海外現地法人において、当該現

地法人と役社員との間で過去に合意した報酬プランの

「親会社異動（Change of Control）に関する条項」

に、該当することとなりました。当該条項は、一定の

資格ある役社員に対し、あらかじめ定められた算式

（将来想定される利益について、当該条項への該当時

点における評価額の一定割合）に従って計算される報

酬を当該条項への該当時点から１年後に支払うこと

を、規定しております。当社は、現在、当該報酬債務

を確定させるための評価手続きを進めており、債務金

額は確定しておりません。なお、当該報酬は、翌連結

会計年度以降に費用・損失として計上されることとな

りますが、その計算の基礎となる将来の想定利益は未

実現利益であるため、将来の実現時点で損益計算書に

利益計上されることとなります。 

  当社は、今後、シティグループとの包括的戦略提携

を具体化させ、共同事業の拡充等を図っていく予定で

す。なお、現時点において、当社の次期以降の財政状

態および経営成績に重要な影響を及ぼすと認識してい

る事項はありません。 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内償却予定の金額であります。 

２ 外国で発行したものであるため「前期末残高」および「当期末残高」欄に外貨建の金額を［付記］しております。 

３ 英国、オーストラリアおよびニュージーランドの連結子会社４社が発行している社債を合計しております。 

４ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 
  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第２回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成15年
３月12日 

35,000
35,000
(35,000)

0.93 なし 
平成20年 
３月12日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第３回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成15年
６月25日 

20,000 20,000 0.94 なし 
平成22年 
６月25日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第４回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
２月24日 

50,000 50,000 0.89 なし 
平成21年 
２月24日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第５回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
８月５日 

70,000 70,000 0.92 なし 
平成20年 
８月５日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第６回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
10月21日 

30,000 30,000 1.45 なし 
平成23年 
10月21日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第７回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
10月21日 

20,000 20,000 2.02 なし 
平成26年 
10月21日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第８回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成16年
12月22日 

30,000 30,000 1.77 なし 
平成26年 
12月22日 

株式会社日興コーディア

ルグループ 

第９回無担保社債 
(特定社債間限定同順位特約

付) 

平成17年
11月22日 

50,000 50,000 1.56 なし 
平成24年 
11月22日 

日興シティグループ証券
株式会社(連結) 
(注)１ 

ミディアム・ターム・ノート 

平成14年
10月17日～
 平成19年
 ３月30日

45,000
209,500
(25,400)

0.36～
1.01 

なし 

平成19年 
５月22日～
 平成49年
 ３月26日

株式会社シンプレクス・
インベストメント・アド
バイザーズ 

普通社債 

平成18年
９月25日～
 平成18年
 ９月29日

― 4,600
0.88～
1.70 

なし 

平成21年 
９月29日～
 平成23年
 ９月22日

NAMホールディングス株
式会社 

他社株転換社債
平成16年
10月26日 

7,278 7,278 0.00 なし 
平成26年 
６月30日 

ルクセンブルグ日興銀行
株式会社 
(注)１、２ 

ミディアム・ターム・ノート 
平成19年
３月26日 

1,453
［10,178千EUR］

90
(    90)
［572千EUR］

18.50 なし 
平成19年 
４月26日 

その他 
(注)２、３ 

普通社債 

平成12年
11月９日～
 平成18年
 11月１日

9,277
［45,221千￡］

142,012
(124,747)

［39,531千￡］

［959,128千AU＄］

［494,605千NZ＄］

7.14～
13.00 

なし 

平成19年 
４月16日～
 平成28年
 ４月６日

合 計 ― 408,009
668,481

(185,238)
― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

185,238 175,420 40,200 20,000 82,900 



【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予

定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

特記事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,220,484 3,044,077 0.76 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 70,369 239,365 0.94 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

403,536 372,505 1.60
平成20年５月20日 
～平成48年９月29日 

その他の有利子負債         

コマーシャル・ペーパー 
(１年以内返済) 

40,200 43,500 0.62 ― 

信用取引借入金 15,903 109,843 1.02 ― 

合計 1,750,494 3,809,291 ― ― 

区分 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 89,134 135,558 55,000 59,700 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)       

流動資産       

現金・預金   248,555 192,534   

有価証券   88,350 48,179   

前払金   74 219   

未収収益   519 825   

関係会社短期貸付金   287,295 324,000   

未収入金   2,524 14,085   

繰延税金資産   ― 9,605   

その他   39 566   

流動資産計   627,359 45.2 590,016 43.0 

固定資産       

有形固定資産 ※１   90 116   

建物   49 61   

器具・備品   41 55   

無形固定資産   12 10   

商標権   9 8   

ソフトウェア   2 1   

投資その他の資産   759,969 781,521   

投資有価証券 ※２   135,051 154,430   

関係会社株式   623,205 625,266   

長期貸付金   587 590   

長期差入保証金   1,124 1,234   

長期前払費用   0 0   

固定資産計   760,071 54.8 781,648 57.0 

資産合計   1,387,431 100.0 1,371,665 100.0 



  

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)          

流動負債          

短期借入金     66,000 136,000   

一年以内償還社債     40,000 35,000   

未払金     1,721 1,725   

未払費用     1,606 1,449   

未払法人税等 ※３   481 141   

預り金     218 647   

賞与引当金     1,800 961   

その他     259 ―   

流動負債計     112,088 8.1 175,925 12.8 

固定負債         

社債     305,000 270,000   

長期借入金     260,000 197,400   

繰延税金負債     19,430 8,439   

退職給付引当金     48 8   

その他     1,051 34   

固定負債計     585,529 42.2 475,881 34.7 

負債合計     697,618 50.3 651,807 47.5 

(資本の部)         

資本金 ※６   233,760 16.8 ― ― 

資本剰余金         

 資本準備金     177,166 ―   

 その他資本剰余金     5 ―   

  自己株式処分差益   5 ―     

 資本剰余金合計     177,171 12.8 ― ― 

利益剰余金         

 利益準備金     52,222 ―   

 任意積立金     204,024 ―   

別途積立金   204,024 ―     

 当期未処分利益     8,964 ―   

 利益剰余金合計     265,211 19.1 ― ― 

その他有価証券評価差額金 ※８   28,316 2.0 ― ― 

自己株式 ※７   △14,646 △1.0 ― ― 

資本合計     689,813 49.7 ― ― 

負債・資本合計     1,387,431 100.0 ― ― 



  

  

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(純資産の部)               

株主資本               

資本金     ― ―   234,806 17.1 

資本剰余金               

資本準備金   ―     178,211     

その他資本剰余金   ―     6     

資本剰余金合計     ― ―   178,218 13.0 

利益剰余金               

利益準備金   ―     52,222     

その他利益剰余金         242,568     

別途積立金   ―     184,024     

繰越利益剰余金   ―     58,544     

利益剰余金合計     ― ―   294,790 21.5 

自己株式     ― ―   △15,046 △1.1 

株主資本合計     ― ―   692,770 50.5 

評価・換算差額等               

その他有価証券評価差額金     ― ―   26,845 2.0 

評価・換算差額等合計     ― ―   26,845 2.0 

新株予約権     ― ―   242 0.0 

純資産合計     ― ―   719,858 52.5 

負債・純資産合計     ― ―   1,371,665 100.0 



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

営業収益       

関係会社業務受託収入 ※１ 2,852 2,372     

商標使用料収入 ※２ 1,357 1,689     

関係会社金融収益 ※３ 8,399 70,514     

その他金融収益 ― 1,482     

営業収益計   12,609 100.0 76,059 100.0 

営業費用       

販売費・一般管理費   12,037 13,257   

取引関係費 ※４ 2,342 2,654     

人件費 ※５ 3,991 2,734     

不動産関係費 ※６ 642 667     

事務費 ※７ 2,155 3,494     

減価償却費 22 21     

租税公課 ※８ 639 556     

その他 ※９ 2,242 3,127     

金融費用 ※10   5,043 6,198   

営業費用計   17,081 135.5 19,455 25.6 

営業利益又は営業損失(△)   △4,472 △35.5 56,603 74.4 

営業外収益       

有価証券運用益 ※11 1,448 610     

投資事業組合に係る利益 645 937     

受取配当金 543 1,137     

収益分配金 ― 446     

雑収入 464 529     

営業外収益計   3,101 24.6 3,662 4.8 

営業外費用       

社債発行費 ※11 223 ―     

雑損失 82 54     

営業外費用計   305 2.4 54 0.0 

経常利益又は経常損失(△)   △1,676 △13.3 60,211 79.2 



  

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

特別利益       

投資有価証券売却益 ― 5,674     

関係会社株式売却益 8,277 27     

関係会社清算益 6,537 ―     

貸倒引当金戻入 155 ―     

特別利益計   14,970 118.7 5,701 7.5 

特別損失       

有価証券評価減 ― 1,347     

関係会社株式評価減 9,788 1,404     

役員退任慰労金 134 ―     

退職金清算損失 119 ―     

過年度連結財務諸表訂正関連
費用 

― 2,700     

特別損失計   10,041 79.6 5,451 7.2 

税引前当期純利益   3,251 25.8 60,461 79.5 

法人税、住民税及び事業税 ※12 701 352     

法人税等調整額 ― 701 5.6 △19,584 △19,232 △25.3 

当期純利益   2,549 20.2 79,693 104.8 

前期繰越利益   25,661 ―   

中間配当額   19,246 ―   

当期未処分利益   8,964 ―   



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 前事業年度は、平成17年11月25日に19,246百万円（１株につき20円）の中間現金配当を実施しておりま

す。期末配当としては１株につき30円の現金配当を行っております。 

  

  前事業年度 

取締役会承認年月日 平成18年５月25日 

区分 金額(百万円) 

当期未処分利益   8,964 

任意積立金取崩額     

別途積立金取崩額 20,000 20,000 

計   28,964 

利益処分額     

配当金 28,910 28,910 

次期繰越利益   54 



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平19年３月31日) 

  

  

  

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 233,760 177,166 5 177,171

事業年度中の変動額        

 新株の発行 1,046 1,045   1,045

 別途積立金の取崩        

 剰余金の配当        

 当期純利益        

 自己株式の取得・処分     1 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計(百万円) 1,046 1,045 1 1,047

平成19年３月31日残高(百万円) 234,806 178,211 6 178,218

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

任意積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 52,222 204,024 8,964 265,211 △14,646 661,497

事業年度中の変動額            

 新株の発行           2,092

 別途積立金の取崩   △20,000 20,000 ―   ―

 剰余金の配当     △50,114 △50,114   △50,114

 当期純利益     79,693 79,693   79,693

 自己株式の取得・処分         △400 △398

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

           

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △20,000 49,579 29,579 △400 31,273

平成19年３月31日残高(百万円) 52,222 184,024 58,544 294,790 △15,046 692,770

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) 28,316 ― 689,813

事業年度中の変動額      

 新株の発行     2,092

 別途積立金の取崩     ―

 剰余金の配当     △50,114

 当期純利益     79,693

 自己株式の取得・処分     △398

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△1,471 242 △1,228

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,471 242 30,044

平成19年３月31日残高(百万円) 26,845 242 719,858



重要な会計方針 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準及

び評価方法 

(1) 売買目的有価証券 

時価法を採用しております。 

１ 有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準及

び評価方法 

(1) 売買目的有価証券 

   同左 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 期末時価をもって貸借対照表価額としており

ます。なお、移動平均法による取得原価との評

価差額は全部資本直入する方法によっておりま

す。 

(3) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 期末時価をもって貸借対照表価額としており

ます。なお、移動平均法による取得原価との評

価差額は全部純資産直入する方法によっており

ます。 

② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっております。 

 なお、投資事業組合等への出資については、

当該組合等の財務諸表を基礎とし、当社の出資

持分相当額を総額で取り込む方法によっており

ます。ただし、財務諸表に及ぼす影響に重要性

のない一部の組合等については、純資産を当社

の出資持分割合に応じて、投資有価証券として

計上しております。 

② 時価のないもの 

  同左 

(3) デリバティブ取引等 

時価法を採用しております。 

(4) デリバティブ取引等 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 減価償却費計算の基礎となる耐用年数および残

存価額は法人税法に規定する基準によっており、

その償却方法は定率法を採用しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、ソフトウェ

アの耐用年数は社内における利用可能期間として

おります。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

３ 繰延資産の処理方法 

 社債発行費は、支出時の費用として処理しており

ます。 

３ 繰延資産の処理方法 

   同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員等に対する賞与の支払いに充てるため、

当社所定の計算方法により算出した支給見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

   同左 

  



  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3) 退職給付引当金 

年金受給権者の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金資産に基

づき計上しております。 

なお、当社は企業競争力を高めるための人事報

酬制度改正の一環として、当事業年度末をもって

適格退職年金制度および退職一時金制度を廃止

し、年金受給権者に係る適格退職年金制度につい

ては閉鎖型年金制度へ移行しております。 

会計基準変更時差異については、平成13年10月

１日付の会社分割により承継会社へ移行した額を

控除し、15年による按分額を販売費・一般管理費

に計上しております。過去勤務債務については、

発生時の従業員の平均残存勤務期間（13年～14

年）による按分額を、翌期から定額法により費用

処理することとしております。 

数理計算上の差異については、発生時の従業員

の平均残存勤務期間（13～14年）による按分額

を、翌期から定額法により費用処理することとし

ております。 

(3) 退職給付引当金 

年金受給権者の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金資産に基

づき計上しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されているヘッジ手段に係

る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が

認識されるまで資産または負債として繰り延べる方

法によっております。ただし、振当処理の要件を満

たしている通貨スワップ取引につきましては、振当

処理によっております。また、借入金に係る金利変

動リスクをヘッジするための金利スワップ取引につ

きましては、特例処理によっております。 

 ヘッジ取引については、主に金銭債権債務に係る

金利変動リスク・為替変動リスクをヘッジするため

に、金利スワップ取引および為替予約取引等を行っ

ております。 

 これらのヘッジ取引につきましては、そのリスク

減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を再評

価しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されているヘッジ手段に係

る損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が

認識されるまで繰り延べる方法によっております。

ただし、借入金に係る金利変動リスクをヘッジする

ための金利スワップ取引につきましては、特例処理

によっております。 

 ヘッジ取引については、主に金銭債権債務に係る

金利変動リスク・為替変動リスクをヘッジするため

に、金利スワップ取引および為替予約取引等を行っ

ております。 

 これらのヘッジ取引につきましては、そのリスク

減殺効果を定期的に検証し、ヘッジの有効性を再評

価しております。 

６ 消費税等の会計処理方法 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

――――――――― 

――――――――― 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

 (1) 消費税等の会計処理方法 

   消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 (2) 連結納税制度の適用 

   当社は、国税庁より平成19年３月27日付で連結

納税制度の適用の承認を受けたため、平成20年３

月期より連結納税制度を適用いたします。 



会計方針の変更 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――――― 

（貸借対照表の「純資産の部」の表示に関する会計基

準等） 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、719,615百万円であります。 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準等） 

当事業年度より「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）および「ストック・オプション等に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平

成18年５月31日）を適用しております。 

これにより財務諸表に与える影響は軽微でありま

す。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額 

建物 54百万円

器具・備品 257 

計 311 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累計額 

建物 58百万円

器具・備品 262 

計 321 

※２ 差し入れている有価証券等 

   消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

257百万円 

※２ 差し入れている有価証券等 

   消費貸借契約により貸し付けた有価証券 

188百万円 

※３ 未払法人税等は、住民税、事業税および外国法人

税の未納付額であります。 

※３ 未払法人税等は、住民税、事業税および外国法人

税の未納付額であります。 

 ４ 偶発債務の残高  ４ 偶発債務の残高 

日興シティグループ証券株式会社の債券貸借取引に

係る保証 

121,094百万円

株式会社日興コーディアルトレジャリーズの円貨借

入金および外貨借入金に対する保証 

65,671百万円

当社従業員の住宅融資制度に伴う金融機関借入金に

対する保証 

1,254百万円

   日本公認会計士協会監査委員会報告第61号「債務

保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する

監査上の取扱い」に従い、実質的に債務保証義務を

負っていると認められるものについては、債務保証

に準ずるものとして注記の対象に含めております。 

日興シティグループ証券株式会社の債券貸借取引に

係る保証 

153,896百万円

株式会社日興コーディアルトレジャリーズの円貨借

入金および外貨借入金に対する保証 

115,976百万円

当社従業員の住宅融資制度に伴う金融機関借入金に

対する保証 

1,161百万円

   日本公認会計士協会監査委員会報告第61号「債務

保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する

監査上の取扱い」に従い、実質的に債務保証義務を

負っていると認められるものについては、債務保証

に準ずるものとして注記の対象に含めております。 

 ５ 貸出コミットメント契約（未実行残高） 

117百万円

 ５ 貸出コミットメント契約（未実行残高） 

118百万円

※６ 会社が発行する株式の総数  

  普通株式  3,800,000千株

   発行済株式総数 普通株式   975,431千株

――――――――― 

※７ 自己株式の保有数 普通株式    11,742千株 ――――――――― 

※８ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産は29,407百万

円であります。 

――――――――― 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 関係会社業務受託収入は、関係会社である日興コ

ーディアル証券株式会社等から受け取る、経営指導

料および業務受託料であります。 

※１ 関係会社業務受託収入は、関係会社である日興コ

ーディアル証券株式会社等から受け取る、経営指導

料および業務受託料であります。 

※２ 商標使用料収入は、関係会社である日興コーディ

アル証券株式会社等から受け取る、当社の保有する

商標の使用料収入であります。 

※２ 商標使用料収入は、関係会社である日興コーディ

アル証券株式会社等から受け取る、当社の保有する

商標の使用料収入であります。 

※３ 関係会社金融収益は、関係会社である日興シティ

グループ証券株式会社等から受け取る、配当金や貸

付金に係る受取利息等であります。 

※３ 関係会社金融収益は、関係会社である日興コーデ

ィアル証券株式会社等から受け取る、配当金や貸付

金に係る受取利息等であります。 

※４ 取引関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

支払手数料 124 

通信・運送費 262 

旅費・交通費 88 

広告宣伝費 1,776 

交際費 89 

計 2,342 

※４ 取引関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

支払手数料 301 

通信・運送費 262 

旅費・交通費 91 

広告宣伝費 1,925 

交際費 73 

計 2,654 

※５ 人件費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

報酬・給料 1,713 

賞与引当金繰入 1,800 

退職金 71 

福利厚生費 284 

退職給付費用 122 

計 3,991 

※５ 人件費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

報酬・給料 1,428 

賞与引当金繰入 961 

退職給付費用 97 

福利厚生費 247 

計 2,734 

※６ 不動産関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

不動産費 596 

器具・備品費 46 

計 642 

※６ 不動産関係費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

不動産費 581 

器具・備品費 85 

計 667 

※７ 事務費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

事務委託費 2,148 

事務用品費 7 

計 2,155 

※７ 事務費の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

事務委託費 3,486 

事務用品費 8 

計 3,494 

※８ 租税公課の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

源泉所得税 73 

事業税 309 

消費税 206 

その他 50 

計 639 

※８ 租税公課の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

源泉所得税 168 

事業税 227 

消費税 135 

その他 24 

計 556 



  

  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

  
(注) 変動事由の概要 

１ 普通株式の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

２ 普通株式の減少は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。 

  

  

(リース取引関係) 
  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※９ その他の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

寄付金 49 

教育研修費 12 

調査費 1,654 

消耗品費 7 

水道・光熱費 24 

会議費・雑費 495 

計 2,242 

※９ その他の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

寄付金 45 

教育研修費 2 

調査費 2,514 

消耗品費 5 

水道・光熱費 17 

会議費・雑費 541 

計 3,127 

※10 金融費用はすべて支払利息であります。 ※10 金融費用の内訳は次のとおりであります。 

  百万円

支払利息 6,197 

現先取引費用 0 

計 6,198 

※11 関係会社に係る注記 

   関係会社に対する収益および費用のうち、主なも

のは次のとおりであります。 

社債発行費 200百万円

※11 関係会社に係る注記 

   有価証券運用益には、関係会社に対する為替差損

4,972百万円が含まれております。 

※12 「法人税、住民税及び事業税」は、外国法人税等

であります。 

※12 「法人税、住民税及び事業税」は、法人住民税の

均等割額および外国法人税等であります。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 11,742 298 8 12,033

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 オペレーティング・リース取引は、次の通りでありま

す。 

  未経過リース料 

１年内 7百万円

１年超 13 

合計 21 

 オペレーティング・リース取引は、次の通りでありま

す。 

  未経過リース料 

１年内 10百万円

１年超 23 

合計 34 



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(税効果会計関係) 
  

  

区分 

前事業年度
（平成18年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成19年３月31日現在） 

貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 4,136 13,508 9,371 6,094 12,333 6,239 

関連会社株式 12,432 99,859 87,427 12,432 67,189 54,757 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 当事業年度(平成19年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

  

  

子会社株式の評価に係る一時差異 47,307百万円

繰越欠損金 18,965  

その他 530  

繰延税金資産小計 66,803  

評価性引当額 △66,803  

繰延税金資産合計 ―  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 19,430  

繰延税金資産の純額 △19,430  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

  

  

子会社株式の評価に係る一時差異 48,043百万円

繰越欠損金 28,232  

繰延税金負債との相殺 △10,175  

その他 1,086  

繰延税金資産小計 67,186  

評価性引当額 △57,581  

繰延税金資産合計 9,605  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 18,417  

繰延税金資産との相殺 △10,175  

その他 197  

繰延税金負債合計 8,439  

繰延税金資産の純額 1,166  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7 ％

（調整）  

永久に損金不算入となる費用 5.5

永久に益金不算入となる収益 △22.8

評価性引当額の影響等 △1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.6

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）     

永久に損金不算入となる費用 0.3   

永久に益金不算入となる収益 △43.3   

評価性引当額の影響等 △29.5   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △31.8   

   平成20年３月期より連結納税制度を適用することか

ら、「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関

する当面の取り扱い（実務対応報告第５号および実務

対応報告第７号）」に従い、当事業年度の繰延税金資

産の回収可能性を判断しております。 

  



  
(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 715.81円 １株当たり純資産額 745.11円 

１株当たり当期純利益 2.65円 １株当たり当期純利益 82.68円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 2.65円 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 82.50円 

当社は平成17年９月１日付で、当社発行済株式２株

を１株に併合いたしました。当事業年度の１株当たり

情報については、当該株式併合が平成17年４月１日に

行われたと仮定して算定しております。 

なお、平成16年４月１日に当該株式併合が行われた

と仮定した場合における前事業年度の１株当たり情報

は、以下のとおりとなります。 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 730.06円

１株当たり当期純利益 7.39円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、当期純損失を計上しているため記載してお

りません。 

  

    前事業年度
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 719,858 

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) ― 242 

 （うち新株予約権） (百万円) (―) (242) 

普通株式に係る純資産額 (百万円) ― 719,615 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数 

(千株) ― 965,789 



２ １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

  

  

  

    
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

 当期純利益 (百万円) 2,549 79,693 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― 

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,549 79,693 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 962,644 963,859 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額 (百万円) ― ― 

 普通株式増加数 (千株) 1,021 2,153 

 （うち新株予約権） (千株) 1,021 2,153 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予
約権の数6,973個）。新株
予約権の概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りです。 

新株予約権３種類（新株予
約権の数9,626個）。新株
予約権の概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りです。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

銘    柄 
株式数
(千株) 

貸借対照表 
計上額(百万円) 

投 
資 
有 
価 
証 
券 

そ 
の 
他 
有 
価 
証 
券 

株式会社東京放送 2,817 12,282 

トヨタ自動車株式会社 1,323 9,988 

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 1,150 9,350 

エーザイ株式会社 1,506 8,508 

株式会社パソナ 33 8,299 

大信証券株式会社 2,500 6,892 

Infrastructure Development Finance Company Limited 28,061 6,388 

三菱地所株式会社 1,437 5,561 

三菱倉庫株式会社 2,402 4,816 

株式会社横浜銀行 5,076 4,461 

株式会社常陽銀行 5,373 3,954 

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 3,486 3,315 

株式会社静岡銀行 2,609 3,274 

ヤマトホールディングス株式会社 1,702 3,233 

東京ガス株式会社 4,869 3,198 

株式会社千葉銀行 3,000 3,120 

株式会社ミレアホールディングス 705 3,073 

セイコーエプソン株式会社 800 2,776 

株式会社小糸製作所 1,638 2,650 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1 2,463 

その他186銘柄 ― 22,775 

小 計 ― 130,384 

計 ― 130,384 

銘    柄 
投資口数
(千口) 

貸借対照表 
計上額(百万円) 

有 
価 
証 
券 

売 
買 
目 
的 
有 
価 
証 
券 

H Distressed Fund  370 7,675 

D.E. Show Composite International Fund 24,925 7,669 

Infrastructure Equity Fund 29,869 7,199 

AMP Capital Global Infrastructure Fund 62,805 6,124 

シンプレクス・プレミア・ファンド 2006-05 491 4,875 

CI Emerging Fund  249 3,616 

その他８銘柄 ― 11,018 

小 計 ― 48,179 

投 
資 
有 
価 
証 
券 

そ 
の 
他 
有 
価 
証 
券 

Citigroup Mezzanine Partners (Offshore) Ⅰ-A L.P ― 5,632 

ダヴィンチ・ジャパン・リアルエステート３号匿名組合 ― 2,733 

アント・リード１号投資事業有限責任組合 ― 2,685 

その他29銘柄 ― 12,994 

小 計 ― 24,045 

計 ― 72,225 

当期末減価償



  

【引当金明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 103 24 7 120 58 8 61

 器具・備品 298 30 11 317 262 11 55

  有形固定資産計 401 55 18 438 321 19 116

無形固定資産       

 商標権 10 ― ― 10 2 1 8

 ソフトウェア 4 ― ― 4 2 0 1

  無形固定資産計 14 ― ― 14 4 1 10

長期前払費用 2 0 1 1 1 0 0

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

賞与引当金 1,800 961 1,800 ― 961 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

平成19年３月末の主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。なお、附属明細表に記載した項目は省略し

ております。 

  

① 資産の部 

現金・預金 

  

  

関係会社短期貸付金 

  

  

関係会社株式 

  

  

種類 金額(百万円) 

現金 0 

当座預金 1,597 

普通預金 187,950 

その他預金 2,987 

計 192,534 

種類 金額(百万円) 

株式会社日興コーディアルトレジャリーズ 324,000 

計 324,000 

銘柄 金額(百万円) 

（子会社株式）   

日興コーディアル証券株式会社 390,880 

日興シティグループ証券株式会社 97,315 

エヌピーアイエル・ホールディングズ・リミテッド 42,984 

日興アセットマネジメント株式会社 29,129 

その他15銘柄 42,183 

（関連会社株式）   

マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社 12,432 

日興シティ信託銀行株式会社 10,000 

その他４銘柄 340 

計 625,266 



② 負債の部 

短期借入金 

  

  

社債 

  

  

長期借入金 

  

  

  

(3) 【その他】 

 特記事項はありません。 

区分 金額(百万円) 

株式会社みずほコーポレート銀行 30,000 

株式会社三井住友銀行 30,000 

中央三井信託銀行株式会社 20,000 

株式会社新生銀行 20,000 

株式会社りそな銀行 10,000 

第一生命保険相互会社 10,000 

その他４社 16,000 

計 136,000 

区分 金額(百万円) 

第３回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 20,000 

第４回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 50,000 

第５回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 70,000 

第６回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 30,000 

第７回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 20,000 

第８回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 30,000 

第９回無担保社債(特定社債間限定同順位特約付) 50,000 

計 270,000 

区分 金額(百万円) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 20,000 

シティバンク エヌ・エイ 20,000 

株式会社千葉銀行 15,000 

株式会社静岡銀行 12,000 

中央三井信託銀行株式会社 10,000 

第一生命保険相互会社 10,000 

株式会社七十七銀行 10,000 

住友信託銀行株式会社 10,000 

株式会社中国銀行 10,000 

株式会社八十二銀行 10,000 

三井生命保険株式会社 10,000 

その他24社 60,400 

計 197,400 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

  
  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 (注)１ ３月31日、その他必要のあるときは、あらかじめ公告をして定めた日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000
株券、100株未満の株数を表示した株券、そのほか代表執行役社長の決定により
上記株数以外の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
(注)１ 

３月31日、６月30日、９月30日および12月31日

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 
  
  

不所持株券の発行請求、毀損または汚損による再発行、旧商法にもとづく除権判
決による再発行、旧商法にもとづく株券失効による再発行により株券を交付する
場合は、１枚につき250円 
上記以外は無料 

単元未満株式の買取りまたは
売渡し 

  

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  手数料 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

株式の売買の委託に係る手数料相当額として、以下の算式により１単元当たりの
額を算定し、これを買取りまたは売渡しをした単元未満株式数で按分した額 
（算式）１株当たりの買取りまたは売渡し単価に１単元の株式数を乗じた合計金

額のうち 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500
円とする。 

100万円以下の金額につき 1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％ 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％ 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％ 
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)

  受付停止期間 (注)２ 
  (売渡しのみ) 

３月31日、６月30日、９月30日および12月31日から起算して各々それ以前の12営
業日の間 



    

(注) １ 平成18年６月23日開催の第65回定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、剰余金の配当の基準日を３月31日、６

月30日、９月30日および12月31日と定めました。 

２ 平成18年６月23日開催の第65回定時株主総会決議による定款の一部変更を受けて、受付停止期間は３月31日、６月30日、

９月30日および12月31日から起算して各々それ以前の12営業日の間といたしました。 

３ 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

   会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

   会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

   株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

  

株券喪失登録または抹消   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

  手数料 
申請１件につき  8,600円
株券１枚につき   500円 

公告掲載方法 

当社のホームページに掲載（http://www.nikko.jp/kokoku.html）ただし、電子

公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、東京

都において発行する日本経済新聞に掲載して行います。 

株主に対する特典 

株式数に応じて希望の品の贈呈
対象 
 毎年３月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された500
株以上所有の株主 
贈呈内容 

500株以上2,500株未満 (A)当社オリジナル品または生活・健康・環境関連品 
2,500株以上5,000株未満 上記(A)の品、および

(B)全国名産品または生活・健康・環境関連品（2,000円相当） 
5,000株以上 上記(A)の品、および

(C)全国名産品または生活・健康・環境関連品（5,000円相当） 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  



２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

１ 有価証券報告書及びその添付書類     

    
事業年度 

(第65期) 
  
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  平成18年６月26日関東財務局長に提出

２ 臨時報告書     

  

証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示
に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（発行価額
の総額が一億円以上である新株予約権の取得の申込み
の勧誘）に基づき提出 

  

平成18年７月13日関東財務局長に提出

  
証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示
に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表執行役の
異動）に基づき提出 

  平成18年12月26日関東財務局長に提出

  
証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示
に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表執行役の
異動）に基づき提出 

  平成19年２月14日関東財務局長に提出

  
証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示
に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会
社および主要株主の異動）に基づき提出 

  平成19年４月27日関東財務局長に提出

３ 臨時報告書の訂正報告書     

  
上記２の平成18年７月13日提出の臨時報告書に係る訂
正報告書 

  
平成18年７月31日関東財務局長に提出

４ 半期報告書   平成19年２月１日関東財務局長に提出

    (第66期中)   
自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 
    

５ 有価証券報告書の訂正報告書     

  
自平成16年４月１日 至平成17年３月31日（第64期）
の有価証券報告書に係る訂正報告書 

  
平成19年２月27日関東財務局長に提出

  
自平成17年４月１日 至平成18年３月31日（第65期）
の有価証券報告書に係る訂正報告書 

  
平成19年２月27日関東財務局長に提出

６ 半期報告書の訂正報告書     

  
自平成16年４月１日 至平成16年９月30日（第64期
中）の半期報告書に係る訂正報告書 

  
平成19年２月27日関東財務局長に提出

  
自平成17年４月１日 至平成17年９月30日（第65期
中）の半期報告書に係る訂正報告書 

  
平成19年２月27日関東財務局長に提出

  
自平成18年４月１日 至平成18年９月30日（第66期
中）の半期報告書に係る訂正報告書 

  
平成19年２月27日関東財務局長に提出

７ 訂正発行登録書   平成18年６月26日 

      平成18年７月13日 

    及び 平成18年７月31日関東財務局長に提出

８ 自己株券買付状況報告書   平成18年４月４日 

      平成18年５月11日 

      平成18年６月２日 

      平成18年７月５日 

      平成18年８月３日 

      平成18年９月４日 

      平成18年10月３日 

      平成18年11月７日 

      平成18年12月５日 

      平成19年１月10日 

      平成19年２月８日 

      平成19年３月６日 

      平成19年４月６日 



  

      平成19年５月９日 

    及び 平成19年６月５日関東財務局長に提出



  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  
該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年２月２７日

株式会社日興コーディアルグループ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の訂正報告書の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コ

ーディアルグループ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき連結財務諸

表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。 

あ ら た 監 査 法 人 
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 塚 啓 一 

    

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 畑   茂 

    



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２２日

株式会社日興コーディアルグループ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コ

ーディアルグループ及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。 

あ ら た 監 査 法 人 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 手   章 

      

 
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴     毅 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株式会社日興コーディアルグループ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 山 章 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 間 義 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水   毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 土 岐 祥 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２２日

株式会社日興コーディアルグループ 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日興コーデ

ィアルグループの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

あ ら た 監 査 法 人 

 
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 手   章 

      

 
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴     毅 
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